
は　じ　め　に

　雇用保険制度は、事業主の行う届出、申告などを前提にして運営され、事業主の方は、新た
に従業員を雇い入れたり、従業員が離職したとき、あるいは、事業所を設置するときなどに
は、それぞれ所定の届出書によって公共職業安定所に届け出なければならないことになってい
ます。
　また、その給付に要する財源を労使の負担する労働保険料と国庫の支出により賄っており、
労働保険料の申告・納付は、事業主の方が行うこととされています。
　したがって、雇用保険制度の具体的な手続きなどを事業主の皆様はじめ関係の方々に理解し
ていただき、適正にお届けいただくことが、本制度の円滑な実施にとって必要であると考えて
います。
　本冊子は、いろいろな届出手続きを実務的にできるだけわかりやすくまとめたものです。手
続きの際に活用していただき皆様方のご理解の一助となることを願っております。

本冊子の目的は・・・

　雇用保険と労災保険（労働者災害補償保険）を総称したもので、労働者を雇用する
事業が開始された日から保険関係が生じ、保険加入者（事業主）は、保険者（政府）
に保険料を納付する義務を負い、被保険者（労働者）は、保険事故（失業、業務災
害、複数業務要因災害、通勤災害）が生じた場合に、保険者に対して保険給付を請求
する権利を持つという継続的な法律関係になっています。
　　雇用保険の手続き・・・・・事業所を管轄する公共職業安定所
　　労災保険の手続き・・・・・事業所を管轄する労働基準監督署又は労働局
雇用保険とは・・・
　雇用保険制度は、次の主要事業を行うなど雇用に関する総合的な機能をもった制度
です。
① 　労働者が失業した場合に次の就職までの一定の間、生活の安定を図って就職活
動を容易にするため「求職者給付」を行う。
②　失業者の再就職の促進を図るため「就職促進給付」を行う。

④　労働者の雇用の継続を図るため「雇用継続給付」を行う。

③
 
　労働者の能力開発の取り組みを支援し、雇用の安定と再就職の促進を図るため
「教育訓練給付」を行う。

⑥　労働者の雇用の安定、能力の開発等を図るため「雇用保険二事業」を行う。

⑤　子を養育するために休業した労働者の生活及び雇用の安定を図るため「育児休
　業等給付」を行う。

労災保険とは・・・
　労働基準法の災害補償の規定に基づく使用者責任を代行する機能をもった制度で、
業務災害や複数業務要因災害、通勤災害を受けた労働者の負傷・病気・死亡等に対し
て事業主に代わって必要な保険給付を行い、被災者・遺族を援護するものです。

労働保険とは・・・
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【参考様式】 

介 護 休 業 申 出 書 

人事部長         殿 

［申出日］ 令和   年   月   日 

［申出者］      部     課  

  氏 名       

            

私は、育児・介護休業等に関する規則（第○条）に基づき、下記のとおり介護休業の申出をします。 

 

記 

 
１ 休業に係る家族の状況 （1）氏名  

（2）本人との続柄 
 

（3）介護を必要とする理由 
 

 

２ 休業の期間 令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

（職場復帰予定日  令和  年  月  日） 

３ 申出に係る状況 （1）休業開始予定日の２週間前

に申し出て 

いる・いない → 申出が遅れた理由 

［              ］ 

 

（2）１の家族について、これま

での介護休業をした回数及び日

数 

 

 

回    日      

（3）１の家族について介護休業

の申出を撤回したことが 

ない・ある（  回） 

 →既に２回連続して撤回した場合、 

再度申出の理由 

［              ］ 

 

 

【参考様式】 
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第１２章　育児休業給付について

１　育児休業給付とは

　少子化の急速な進行や女性の職場進出の進展が見られる現代において、労働者が育
児休業を取得しやすくし、その後の円滑な職場復帰を援助・促進することにより、育
児をする労働者の職業生活の円滑な継続を目的に創設され、平成７年４月１日から施
行されました。また、男性の育児休業の取得の促進を図るとともに、男女問わず仕事
と育児を両立できる社会を実現することを目的として、育児・介護休業法が改正さ
れ、令和４年10月１日から、育児休業の２回までの分割取得や出生時育児休業（産後
パパ育休）の取得が可能となり、これに対応した育児休業給付が受けられるようにな
りました。さらに、共働き・共育ての推進や子の出生・育児休業後のキャリア形成の
両立支援のため、令和７年４月１日から、子の出生直後の一定期間の給付率の上乗せ
や時短勤務を選択する場合の給付金が創設されました。（雇用保険法第61条の6～第61
条の13）
　具体的には、被保険者の方が、１歳（一定の要件に該当した場合は１歳２か月。さ
らに一定の要件に該当した場合は１歳６か月又は２歳。）に満たない子を養育するた
めの育児休業（２回まで分割取得可）を取得し、一定の要件を満たすと「育児休業給
付金」の支給を、子の出生後８週間の期間内に合計28日を限度に出生時育児休業（産
後パパ育休）を取得した場合、一定の要件を満たすと「出生時育児休業給付金」の支
給を受けることができます。
　また、原則、被保険者とその配偶者の両方（例外あり）が14日以上の育児休業又は
出生時育児休業を取得する場合に、「出生後休業支援給付金」の支給を受けることが
できます。 
　さらに、被保険者が２歳未満の子を養育するために時短勤務をした場合、一定の要
件を満たすと「育児時短就業給付金」の支給を受けることができます。
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２　育児休業給付の基本的な流れ

（以下の図は、事業主を経由して手続を行う流れを示しています。）

①出生時育児休業給付金（152ページ参照）を申請する場合

出生時育児休業（産後パパ育休）開始（４週間（28日）以内の期間で２回に分割可能）

出生日又は出産予定日のいずれか早い日

受給資格確認と出生時育児休業給付金支給申請を同時に手続（（a）、（b）又は（c）の翌日
から申請可能となり、その日から２か月を経過する日の属する月の末日まで）
※出生後休業支援給付金（176ページ参照）の申請も原則として同じ申請書にて行います。

※２回目以降の育児休業給付金支給申請については次ページのフロー図と同様となり
ます。

※休業取得時に、あらかじめ退職が確定（予定）している場合は、支給の対象となり
ません。

※出生時育児休業を取得せず、育児休業を取得することも可能です。

育児休業開始（出生時育児休業期間終了後、出生時育児休業給付金支給申請書を提出
するまでの間に休業を開始することも可能です）

《出生日又は出産予定日のいずれか遅い日から起算して８週間経過･･･（ａ）》
または、《出生時育児休業の取得日数が28日に達した･･･（ｂ）》
または、《２回目の出生時育児休業が終了した･･･（ｃ）》

初回支給申請手続（休業開始日から起算して４か月を経過する日の属する月の末日まで）初回支給申請手続（休業開始日から起算して４か月を経過する日の属する月の末日まで）

（育児休業を取得する場合は以下に続く）
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②出生時育児休業給付金を申請しない場合

出産（男性の方は休業開始を申し出た期間の初日から支給対象期間となりうる）

産後８週間

退職
 

受給資格確認手続  
（初回の支給申請を行う日まで）

延長事由の申出とともに支給申請 
（最長２歳到達の前日まで） 

※１　被保険者本人が希望する場合、1か月に1度、
　支給申請を行うことも可能です。

 

 

育児休業開始（女性の方はここから支給対象期間となりうる）

退職 

受給資格確認と初回支給申請を
同時に手続（休業開始日から起
算して４か月を経過する日の属
する月の末日まで） 初回支給申請※2 ※2

２回目以降の支給申請（原則２か月ごとに２か月分まとめて申請）※1

職場復帰 
（支給終了）

※休業取得時に、あらかじめ退職などで被保険者
でなくなることが確定（予定）している場合は、
支給の対象となりません。

※職場復帰日は雇用保険に加入している状態であ
ることが必要になります。

職場復帰

再度の育児休業開始

職場復帰
又は子が１歳に

達した
（支給終了）

支給申請（申請方
法は初回支給申請、
２回目以降の支給
申請と同様）

喪失日の前日（離職日）まで支給

１歳時点で一定の延長事由が発生したことに
より、１歳に達する日後の期間に育児休業を
取得する場合（保育所入所困難等）
さらに、１歳に達する日後の期間に育児休業
を取得している場合であって、１歳６か月時
点で一定の延長事由が発生したことにより、
１歳６か月に達する日後の期間に育児休業を
取得する場合（保育所入所困難等）
配偶者が子の１歳又は１歳６か月に達する日
において育児休業をし、配偶者の育児休業終
了日の翌日以前に被保険者が育児休業を開始
している場合。
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※２　出生後休業支援給付金（176ページ参照）
　の申請も原則として初回支給申請と同じ申請
　書にて行います。



２　育児休業給付の基本的な流れ

（以下の図は、事業主を経由して手続を行う流れを示しています。）

①出生時育児休業給付金（152ページ参照）を申請する場合

出生時育児休業（産後パパ育休）開始（４週間（28日）以内の期間で２回に分割可能）

出生日又は出産予定日のいずれか早い日

受給資格確認と出生時育児休業給付金支給申請を同時に手続（（a）、（b）又は（c）の翌日
から申請可能となり、その日から２か月を経過する日の属する月の末日まで）
※出生後休業支援給付金（176ページ参照）の申請も原則として同じ申請書にて行います。

※２回目以降の育児休業給付金支給申請については次ページのフロー図と同様となり
ます。

※休業取得時に、あらかじめ退職が確定（予定）している場合は、支給の対象となり
ません。

※出生時育児休業を取得せず、育児休業を取得することも可能です。

育児休業開始（出生時育児休業期間終了後、出生時育児休業給付金支給申請書を提出
するまでの間に休業を開始することも可能です）

《出生日又は出産予定日のいずれか遅い日から起算して８週間経過･･･（ａ）》
または、《出生時育児休業の取得日数が28日に達した･･･（ｂ）》
または、《２回目の出生時育児休業が終了した･･･（ｃ）》

初回支給申請手続（休業開始日から起算して４か月を経過する日の属する月の末日まで）初回支給申請手続（休業開始日から起算して４か月を経過する日の属する月の末日まで）

（育児休業を取得する場合は以下に続く）
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②出生時育児休業給付金を申請しない場合

出産（男性の方は休業開始を申し出た期間の初日から支給対象期間となりうる）

産後８週間

退職
 

受給資格確認手続  
（初回の支給申請を行う日まで）

延長事由の申出とともに支給申請 
（最長２歳到達の前日まで） 

※１　被保険者本人が希望する場合、1か月に1度、
　支給申請を行うことも可能です。

 

 

育児休業開始（女性の方はここから支給対象期間となりうる）

退職 

受給資格確認と初回支給申請を
同時に手続（休業開始日から起
算して４か月を経過する日の属
する月の末日まで） 初回支給申請※2 ※2

２回目以降の支給申請（原則２か月ごとに２か月分まとめて申請）※1

職場復帰 
（支給終了）

※休業取得時に、あらかじめ退職などで被保険者
でなくなることが確定（予定）している場合は、
支給の対象となりません。

※職場復帰日は雇用保険に加入している状態であ
ることが必要になります。

職場復帰

再度の育児休業開始

職場復帰
又は子が１歳に

達した
（支給終了）

支給申請（申請方
法は初回支給申請、
２回目以降の支給
申請と同様）

喪失日の前日（離職日）まで支給

１歳時点で一定の延長事由が発生したことに
より、１歳に達する日後の期間に育児休業を
取得する場合（保育所入所困難等）
さらに、１歳に達する日後の期間に育児休業
を取得している場合であって、１歳６か月時
点で一定の延長事由が発生したことにより、
１歳６か月に達する日後の期間に育児休業を
取得する場合（保育所入所困難等）
配偶者が子の１歳又は１歳６か月に達する日
において育児休業をし、配偶者の育児休業終
了日の翌日以前に被保険者が育児休業を開始
している場合。
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※２　出生後休業支援給付金（176ページ参照）
　の申請も原則として初回支給申請と同じ申請
　書にて行います。
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３　出生時育児休業給付金について

（1）受給資格
　出生時育児休業（産後パパ育休）を取得した被保険者（※）で、次のいずれに
も該当する場合は、事業所の所在地を管轄する公共職業安定所に対して、受給資
格確認手続を行うことにより、出生時育児休業給付金の確認を受けることができ
ます。
（※）被保険者とは、一般被保険者及び高年齢被保険者をいいます。以下、第
　　　12 章において同じです。 

　期間雇用者（期間を定めて雇用される者）の方は、上記イ及びロに加え、休業
開始時において、次の要件に該当しなければなりません。

　この受給資格を満たした被保険者であって、出生時育児休業期間を対象として
支払われた賃金の額が、休業開始時賃金日額×休業期間の日数に比べて80％未満
である等、支給要件を満たした場合に、出生時育児休業給付金を受けることがで
きます。
　※　休業開始時賃金月額及び休業開始時賃金日額については、160ページ参照。

　子の出生日（出産予定日前に子が出生した場合は、出産予定日）から起算して８週
間を経過する日の翌日から６か月を経過する日までに、その労働契約の期間（労働契
約が更新される場合は更新後のもの）が満了することが明らかでないこと。

ロ　出生時育児休業を開始した日の前２年間に、賃金支払基礎日数が11日以上ある
（ない場合は就業している時間数が80時間以上の）完全月が12か月以上あるこ
と。（※１）

イ　子の出生日から起算して８週間を経過する日の翌日までの期間内に、４週間（28
日）以内の期間を定めて、当該子を養育するための出生時育児休業を取得した被保
険者であること。（※）
（ｲ）ここでいう「出生時育児休業」とは、「出生日又は出産予定日のうち早い日」か

ら「出生日又は出産予定日のうち遅い日から起算して８週間を経過する日の翌日
まで」の期間内に４週間（28日）までの範囲で取得するものをいいます。また、
職場復帰を前提に取得するものをいい、休業取得時に退職が確定（予定）して
いる休業は支給の対象となりません。

（ﾛ）産後休業（出生日の翌日から８週間）は出生時育児休業給付金の対象外です。ま
た、産後６週間を経過した場合であって、当該被保険者の請求により、８週間を
経過する前に産後休業を終了した場合であっても、産後８週間を経過するまで
は、産後休業とみなされます。

（ﾊ）育児をする子は実子・養子を問いません。
（ﾆ）期間雇用者も支給対象となります。
※　出生時育児休業は同一の子について２回まで分割して取得できます。

※１は育児休業給付金と同じです（159ページ参照）。

（2）支給要件
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　出生時育児休業期間について、次の要件をすべて満たしている場合に支給され
ます。
　休業中の就業時間数の取扱いや賃金の取扱いは育児休業給付金と異なるのでご
注意ください。

イ　出生時育児休業期間の初日から末日まで継続して被保険者資格を有してい
ること。

ロ　出生時育児休業期間において就業していると認められる日数が10日（10日
を超える場合は就業していると認められる時間が80時間）以下であること。
　※　休業期間が28日間より短い場合は、その日数に比例して短くなります。
（例）14日間の休業　⇒　最大５日（５日を超える場合は40時間）
　　　10日間の休業　⇒　最大４日（４日を超える場合は約28.57時間）
　[10日×10/28≒3.57（端数切り上げ）⇒４日、80時間×10/28≒28.57時
間]　
　※　出生時育児休業期間中に就業した時間を合計した際に生じた分単位の端
数は切り捨てます。また、出生時育児休業を分割して取得する場合は、それ
ぞれの期間ごとに端数処理を行います。

ハ　出生時育児休業期間中の就労に対して事業主から支払われた賃金※が、
「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％未満であること。

　※「出生時育児休業期間中の就労に対して事業主から支払われた賃金」とは
　出生時育児休業期間を含む賃金月分として支払われた賃金のうち、基本給等の
就労等した日・時間により算定され支払われる賃金（勤務日数に応じて支払われ
る通勤手当を含む。）については、出生時育児休業期間中の賃金の基礎となった
日・時間に応じて支払われた額とし、家族手当等が就労等した日・時間にかかわ
らず一定額が支払われている場合は含めません。月給制等により、出生時育児休
業期間を含む賃金月において、賃金が減額されなかった場合には、支払われた賃
金額に出生時育児休業取得日数を乗じて得た額を、出生時育児休業期間を含む賃
金月の賃金支払対象期間の日数で除し（小数点以下切り捨て）、当該額を「出生
時育児休業期間を対象とする賃金」とします。
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３　出生時育児休業給付金について

（1）受給資格
　出生時育児休業（産後パパ育休）を取得した被保険者（※）で、次のいずれに
も該当する場合は、事業所の所在地を管轄する公共職業安定所に対して、受給資
格確認手続を行うことにより、出生時育児休業給付金の確認を受けることができ
ます。
（※）被保険者とは、一般被保険者及び高年齢被保険者をいいます。以下、第
　　　12 章において同じです。 

　期間雇用者（期間を定めて雇用される者）の方は、上記イ及びロに加え、休業
開始時において、次の要件に該当しなければなりません。

　この受給資格を満たした被保険者であって、出生時育児休業期間を対象として
支払われた賃金の額が、休業開始時賃金日額×休業期間の日数に比べて80％未満
である等、支給要件を満たした場合に、出生時育児休業給付金を受けることがで
きます。
　※　休業開始時賃金月額及び休業開始時賃金日額については、160ページ参照。

　子の出生日（出産予定日前に子が出生した場合は、出産予定日）から起算して８週
間を経過する日の翌日から６か月を経過する日までに、その労働契約の期間（労働契
約が更新される場合は更新後のもの）が満了することが明らかでないこと。

ロ　出生時育児休業を開始した日の前２年間に、賃金支払基礎日数が11日以上ある
（ない場合は就業している時間数が80時間以上の）完全月が12か月以上あるこ
と。（※１）

イ　子の出生日から起算して８週間を経過する日の翌日までの期間内に、４週間（28
日）以内の期間を定めて、当該子を養育するための出生時育児休業を取得した被保
険者であること。（※）
（ｲ）ここでいう「出生時育児休業」とは、「出生日又は出産予定日のうち早い日」か

ら「出生日又は出産予定日のうち遅い日から起算して８週間を経過する日の翌日
まで」の期間内に４週間（28日）までの範囲で取得するものをいいます。また、
職場復帰を前提に取得するものをいい、休業取得時に退職が確定（予定）して
いる休業は支給の対象となりません。

（ﾛ）産後休業（出生日の翌日から８週間）は出生時育児休業給付金の対象外です。ま
た、産後６週間を経過した場合であって、当該被保険者の請求により、８週間を
経過する前に産後休業を終了した場合であっても、産後８週間を経過するまで
は、産後休業とみなされます。
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※１は育児休業給付金と同じです（159ページ参照）。

（2）支給要件
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　出生時育児休業期間について、次の要件をすべて満たしている場合に支給され
ます。
　休業中の就業時間数の取扱いや賃金の取扱いは育児休業給付金と異なるのでご
注意ください。

イ　出生時育児休業期間の初日から末日まで継続して被保険者資格を有してい
ること。

ロ　出生時育児休業期間において就業していると認められる日数が10日（10日
を超える場合は就業していると認められる時間が80時間）以下であること。
　※　休業期間が28日間より短い場合は、その日数に比例して短くなります。
（例）14日間の休業　⇒　最大５日（５日を超える場合は40時間）
　　　10日間の休業　⇒　最大４日（４日を超える場合は約28.57時間）
　[10日×10/28≒3.57（端数切り上げ）⇒４日、80時間×10/28≒28.57時
間]　
　※　出生時育児休業期間中に就業した時間を合計した際に生じた分単位の端
数は切り捨てます。また、出生時育児休業を分割して取得する場合は、それ
ぞれの期間ごとに端数処理を行います。

ハ　出生時育児休業期間中の就労に対して事業主から支払われた賃金※が、
「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％未満であること。

　※「出生時育児休業期間中の就労に対して事業主から支払われた賃金」とは
　出生時育児休業期間を含む賃金月分として支払われた賃金のうち、基本給等の
就労等した日・時間により算定され支払われる賃金（勤務日数に応じて支払われ
る通勤手当を含む。）については、出生時育児休業期間中の賃金の基礎となった
日・時間に応じて支払われた額とし、家族手当等が就労等した日・時間にかかわ
らず一定額が支払われている場合は含めません。月給制等により、出生時育児休
業期間を含む賃金月において、賃金が減額されなかった場合には、支払われた賃
金額に出生時育児休業取得日数を乗じて得た額を、出生時育児休業期間を含む賃
金月の賃金支払対象期間の日数で除し（小数点以下切り捨て）、当該額を「出生
時育児休業期間を対象とする賃金」とします。



賃金支払日（10/15）

出生時育児休業その１

10月12日～10月16日 10月21日～10月25日

出生時育児休業その２

賃金支払日(11/15)

（９月1日～９月30日分） （10月１日～10月31日分）

解説：　月給制（月給30万円）の方について、10月15日に支払われた
賃金は、９月を対象としたものであり、出生時育児休業期間が含ま
れていないため、「出生時育児休業期間中の就労に対して事業主か
ら支払われた賃金額」を計上する必要はありません。

　　　　11月15日に賃金が満額支給された場合、10月（31日間の賃
金支払対象期間）に10日間（10月12日～10月16日の５日間
と、10月21日～10月25日の５日間の計10日間）の出生時育児
休業を取得しており、各々の出生時育児休業期間における賃金は、

　　　　30万円×５日間/31日間＝48,387.09円
　　　⇒48,387円を「出生時育児休業期間を対象とする賃金その１、

その２」として各々計上してください。
　　　　通勤手当は、
　　　　500円×５日間＝2,500円
　　　⇒2,500円を「出生時育児休業期間を対象とする賃金その１、そ

の２」として各々計上してください。

　　　※上記のケースの場合、支給額の算定において、（48,387円＋
2,500円）×２＝101,774円が、休業開始時賃金日額×休業期
間の日数で得た額の80％（10,000円×10日×80％＝80,000
円）を超えているため、出生時育児休業給付金は不支給となりま
す。
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例　示　※賃金の取扱い等は、以下「解説」を参照ください。
・賃金締切日：当月末日　賃金支払日：翌月15日　
・出生時育児休業を10月12日から同月16日、同月21日から同月25日まで分
　割取得した場合（合計10日）
・通勤手当として、出勤１日につき500円支給
・休業開始時賃金日額：10,000円

（3）支給額
①　休業期間を対象として賃金が支払われていない場合

支給額＝休業開始時賃金日額×休業期間の日数（28日が上限）×67％（※）

②　休業期間中の就労に対して賃金が支払われている場合

イ　支払われた賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の13％以
　　下の場合

　支給額＝休業開始時賃金日額×休業期間の日数×67％　

ロ　支払われた賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の13％超
～80％未満の場合

ハ　支払われた賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％以
　　上の場合

　支給額＝支給されません。

上限額　16,110円
※　上限額は、毎年８月１日に変更される場合があります。

令和7年８月１日現在の休業開始時賃金日額の上限額について
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※　給付率について
　出生時育児休業給付金が支給された日数は、育児休業給付の支給率67％
の上限日数である180日に通算されます。181日目以降は支給率50％と
なります。

　支給額＝休業開始時賃金日額×休業期間の日数の80％相当額と賃金
　　　　　の差額

　なお、以下の賃金日額上限額により支給額を算出し、減額される場合や支
給されない場合もありますので、あらかじめご了承ください。



賃金支払日（10/15）

出生時育児休業その１

10月12日～10月16日 10月21日～10月25日

出生時育児休業その２

賃金支払日(11/15)

（９月1日～９月30日分） （10月１日～10月31日分）
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の２」として各々計上してください。
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間の日数で得た額の80％（10,000円×10日×80％＝80,000
円）を超えているため、出生時育児休業給付金は不支給となりま
す。
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例　示　※賃金の取扱い等は、以下「解説」を参照ください。
・賃金締切日：当月末日　賃金支払日：翌月15日　
・出生時育児休業を10月12日から同月16日、同月21日から同月25日まで分
　割取得した場合（合計10日）
・通勤手当として、出勤１日につき500円支給
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（3）支給額
①　休業期間を対象として賃金が支払われていない場合

支給額＝休業開始時賃金日額×休業期間の日数（28日が上限）×67％（※）

②　休業期間中の就労に対して賃金が支払われている場合

イ　支払われた賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の13％以
　　下の場合

　支給額＝休業開始時賃金日額×休業期間の日数×67％　

ロ　支払われた賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の13％超
～80％未満の場合

ハ　支払われた賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％以
　　上の場合

　支給額＝支給されません。

上限額　16,110円
※　上限額は、毎年８月１日に変更される場合があります。

令和7年８月１日現在の休業開始時賃金日額の上限額について
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※　給付率について
　出生時育児休業給付金が支給された日数は、育児休業給付の支給率67％
の上限日数である180日に通算されます。181日目以降は支給率50％と
なります。

　支給額＝休業開始時賃金日額×休業期間の日数の80％相当額と賃金
　　　　　の差額

　なお、以下の賃金日額上限額により支給額を算出し、減額される場合や支
給されない場合もありますので、あらかじめご了承ください。



【支給算出額の事例１】

【支給算出額の事例２】
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　休業開始時賃金日額が7,000円であって14日間の出生時育児休業を取得した
場合（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」＝98,000円）

①　休業期間を対象として賃金が支払われていない場合
　　→　支給額＝7,000円×14日×67％＝65,660円

②　休業期間に３日労働して賃金21,000円が支払われた場合
　　（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の13％超～80％未満）
　　14日分の賃金日額の80％＝7,000円×14日×80％＝78,400円
　　→　支給額＝78,400円－21,000円＝57,400円

③　休業期間を対象とした賃金として８万円支払われた場合
　　（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％以上）
　　→　支給されません。

　休業開始時賃金日額が16,500円であって14日間の出生時育児休業を取得し
た場合
○　賃金日額には上限額（令和７年８月１日現在16,110円）があります。この
ため、この場合の賃金日額は16,110円です。したがって、「休業開始時賃金
日額×休業期間の日数」＝16,110円×14日＝225,540円となります。

①　休業期間を対象として賃金が支払われていない場合
　　→　支給額＝16,110円×14日×67％＝151,111円

②　休業期間に３日労働して賃金48,000円が支払われた場合
　　（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の13％超～80％未満）
　　14日分の賃金日額の80％＝16,110円×14日×80％＝180,432円
　　→　支給額＝180,432円－48,000円＝132,432円

③　休業期間を対象とした賃金として20万円支払われた場合
　　　（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％以上）
　　　→　支給されません。

（4）受給資格確認・支給申請

届出書類･･･「雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書（育児）」（＝賃金証明書）
    　　　　「育児休業給付受給資格確認票･出生時育児休業給付金／出生後休業支援給付

金支給申請書」（＝受給資格確認票・出生時／出生後支給申請書）
提出期間･･･子の出生日（出産予定日前に子が出生した場合は、当該出産予定日）から起算

して８週間を経過する日（又は①出生時育児休業の取得日数が28日に達した
場合は達した日、②２回目の出生時育児休業をした場合は２回目の出生時育児
休業を終了した日）の翌日から提出可能となり、当該日から起算して２か月を
経過する日の属する月の末日まで

※　休業期間を対象とする賃金がある場合は、当該賃金が支払われた後に提出してください。
届 出 先･･･事業所の所在地を管轄する公共職業安定所
持参するもの･･･
○　賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、タイムカード、育児休業申出書、育児休業取扱通知書

等出生時育児休業を開始・終了した日、賃金の額及び支払状況を証明することができ
る書類

○　母子健康手帳、医師の診断書（分娩（出産）予定証明書）等の出産予定日、出産日及び
育児の事実を確認することができる書類

○（出生後休業支援給付金の支給申請も一体的に行う場合）
　　出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていることが確認できる書類（182ペー

ジ参照）が必要ですが、配偶者が子を出産している場合（子が養子でない場合）は、母
子健康手帳、医師の診断書（分娩（出産）予定証明書）等の出産予定日及び出産日を
確認することができるものが必要書類となります。

※　受給資格確認票・出生時／出生後支給申請書は、マイナンバーを記載して提出してくだ
　　さい。
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　雇用する被保険者が出生時育児休業を開始したときは、次の手続が必要です。
受給資格の確認申請及び出生時育児休業給付金の支給申請は育児休業給付金と異
なり同時に行う必要があります。



【支給算出額の事例１】

【支給算出額の事例２】
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　休業開始時賃金日額が7,000円であって14日間の出生時育児休業を取得した
場合（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」＝98,000円）

①　休業期間を対象として賃金が支払われていない場合
　　→　支給額＝7,000円×14日×67％＝65,660円

②　休業期間に３日労働して賃金21,000円が支払われた場合
　　（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の13％超～80％未満）
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（4）受給資格確認・支給申請
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等出生時育児休業を開始・終了した日、賃金の額及び支払状況を証明することができ
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○　母子健康手帳、医師の診断書（分娩（出産）予定証明書）等の出産予定日、出産日及び
育児の事実を確認することができる書類

○（出生後休業支援給付金の支給申請も一体的に行う場合）
　　出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていることが確認できる書類（182ペー
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※　受給資格確認票・出生時／出生後支給申請書は、マイナンバーを記載して提出してくだ
　　さい。
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　雇用する被保険者が出生時育児休業を開始したときは、次の手続が必要です。
受給資格の確認申請及び出生時育児休業給付金の支給申請は育児休業給付金と異
なり同時に行う必要があります。
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（5）給付金の口座振込みについて
　支給決定された出生時育児休業給付金は、支給決定日（支給決定通知書に印字
されています。）から約１週間後に、申請者本人が指定した金融機関の本人名義
の普通預金（貯金）口座に振り込まれます。
　また、振込者名は「コウセイロウドウショウ　ショクギョウアンテイキョク」
となります（金融機関によっては、振込者名の表示が途切れたりする場合があり
ます）。

イ　「賃金証明書」の提出について
　被保険者が出生時育児休業を開始した場合は、受給資格確認票・出生時／
出生後支給申請書を提出する日までに「賃金証明書」を、事業所の所在地を
管轄する公共職業安定所に提出しなければなりません。

ロ　受給資格の確認・支給申請とその通知について
 出生時育児休業給付金の受給資格がある場合は「出生時育児休業給付金支給
決定通知書」を、出生後休業支援給付金も一体的に申請した場合に受給資格
があるときは「出生後休業支援給付金支給決定通知書」をそれぞれ交付しま
す。支給額が算定されたときは、支給額が記載され、不支給決定されたとき
は、不支給の理由が記載されます。
 また、受給資格がない場合は、「育児休業給付受給資格否認通知書」が交付
されます。
　これらの通知書は、必ず被保険者にお渡しください。

４　育児休業給付金について

（1）受給資格

　子が１歳６か月までの間（保育所における保育の実施が行われない等の理由によ
り、子が１歳６か月後の期間について育児休業を取得する場合は、１歳６か月後の休
業開始時において２歳までの間）に、その労働契約（労働契約が更新される場合に
あっては、更新後のもの）が満了することが明らかでないこと。
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　１歳（いわゆるパパママ育休プラス制度を利用して育児休業を取得する場合は
１歳２か月、保育所における保育の実施が行われない等の場合は１歳６か月又は
２歳）未満の子を養育する被保険者で、次のいずれにも該当する場合は、事業所
の所在地を管轄する公共職業安定所に対して、受給資格確認手続を行うことによ
り、育児休業給付金の確認を受けることができます。

　期間雇用者（期間を定めて雇用される者）の方は、上記イ及びロに加え、休業
開始時において、次の要件に該当しなければなりません。

　この受給資格の確認を受けた被保険者であって、育児休業中に支払われた賃金
の額が、休業開始時の賃金月額に比べて、80％未満である等、支給要件を満たし
た場合に、育児休業給付金を受けることができます

イ　１歳未満の子を養育するために、「育児休業」を取得した被保険者であること。
（※）
（ｲ）ここでいう「育児休業」とは、職場復帰を前提に取得するものをいい、休業取得
　　　時に退職が確定（予定）している休業は支給の対象となりません。
（ﾛ）育児休業対象者は男女を問いません。
（ﾊ）育児をする子は実子・養子を問いません。
（ﾆ）期間雇用者も支給対象となります。
※　職場復帰後、同一の子について原則２回の育児休業までは育児休業給付金の支給
対象となります。

ロ　育児休業を開始した日の前２年間に、賃金支払基礎日数が11日以上ある（ない場合は
就業している時間数が80時間以上の）完全月が12か月以上あること。（※１）この要件
を満たさない場合、産前休業開始日等（※２）を起算点として、その日の前２年間に賃
金支払基礎日数が11日以上ある（ない場合は就業している時間数が80時間以上の）完
全月が12か月以上あること。
※１　過去に基本手当の受給資格や高年齢受給資格の決定を受けたことのある方について
は、基本手当の受給資格決定や高年齢受給資格決定を受けた後のものに限ります。

※２　産前休業を開始する日前に子を出生した場合は「当該子を出生した日の翌日」、産
前休業を開始する日前に当該休業に先行する母性保護のための休業をした場合は「当
該先行する休業を開始した日」を起算点とします。
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上限額　483,300円※（令和７年７月31日までは470,700円）
下限額　　88,500円※（令和７年７月31日までは86,070円）
※　上限額及び下限額は、毎年８月１日に変更される場合があります。

令和７年８月１日現在の賃金月額の上限額と下限額

１歳の誕生日 
育児休業開始 

例 示

休業開始前２年間 支給期間 

賃金支払基礎日数が11日以上又は賃金の支払いの基礎となった
時間数が80時間以上ある月が12か月以上

の前々日 

延長対象とならない事例

１．市町村に問い合わせをしたところ、途中入所は難しい状況又は定員超過のため次回の入所は困難であ
ると説明を受け、入所申し込みを行わなかった場合。

２．無認可保育施設（認証保育所等）への入所申し込みの場合（児童福祉法第39条に規定する保育所へ
の申し込みに限る）。

・　死亡したとき
・　負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により育児休業の申出に係る子を養育することが
困難な状態になったとき
・　婚姻の解消その他の事情により配偶者が育児休業の申出に係る子と同居しないこととなったとき
・　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定であるか又は産後８週間を経
過しないとき（産前休業を請求できる期間又は産前休業期間及び産後休業期間）

※ パパママ育休プラス制度を利用される方については、延長の要件が一部変更になります（173ページ参照）。

１歳６か月又は２歳まで支給対象となる場合【具体的な手続は168ページ参照】
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※「休業開始時賃金月額」及び「休業開始時賃金日額」とは、
　原則として育児休業開始前（産前産後休業を取得した場合は、原則として産前産後休業開始
前）６か月間の賃金を180で除した額が「賃金日額」となり、支給日数を30日とした場合の
「休業開始時賃金日額×支給日数」が賃金月額となります。
　なお、賃金月額には、以下のとおり上限額及び下限額があります。算定した額が上限額を超え
る場合は上限額に、算定した額が下限額を下回る場合には下限額となります。

①　育児休業の申出に係る子について、市町村に対して保育所における保育の実施を希望し、申し込み
を行っているが、その子が１歳又は１歳６か月に達する日（一定の要件を満たすことにより、育児休
業終了予定日が１歳に達する日後である場合は、当該終了予定日）後の期間について、当面その実施
が行われない場合であって、速やかな職場復帰を図るために保育所等における保育の利用を希望して
いるものであると公共職業安定所長が認めるとき。

②　常態として育児休業の申出に係る子の養育を行っている配偶者であって、その子が１歳又は１歳６
か月に達する日後の期間について、常態としてその子の養育を行う予定であった方が、以下のいずれ
かに該当した場合。

（2）支給要件

賃金支払日（4/25） 

支給単位期間その１ 

例 示 
賃金締切日20日 賃金支払日25日 休業開始日４月15日の場合

４月15日～５月14日 ５月15日～６月14日 

支給単位期間その２ 

賃金支払日(5/25) 

（３月21日～４月20日分） （４月21日～５月20日分）
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　育児休業開始日から起算して１か月ごとに区切った場合（区切られた１か月の間
に育児休業終了日又は子が１歳に達する日が含まれる場合は、その育児休業終了日
又は子が１歳に達する日の前日まで）の各期間（これを「支給単位期間」といいます
。）について、次の要件をすべて満たしている場合に支給対象（これを「支給対象
期間」といいます。）となります。
　同一の子について分割して育児休業を取得する場合、２回目の育児休業に係る支
給単位期間は、当該２回目の休業開始日又は当該休業開始日の応当日から、それぞ
れその翌月の応当日の前日までの１か月ごとです（応当日がない場合は、その月の月
末を応当日とみなします。）。

※「支給単位期間に支給された賃金額」とは
　支給単位期間に支給された賃金とは、「その期間に支払日のあるもの」をいいま
す。
　ただし、一部分でも育児休業期間外を対象としているような賃金や対象期間が不
明確な賃金は含めず、原則として育児休業期間中を対象としていることが明確な賃
金の額のみとなります。

イ　支給単位期間の初日から末日まで継続して被保険者資格を有していること。
ロ　支給単位期間に、就業していると認められる日数が10日（10日を超える場
合は就業していると認められる時間が80時間）以下であること。
　（育児休業終了等により、１か月に満たない支給単位期間については、就業し
ていると認められる日数が10日（10日を超える場合は就業していると認めら
れる時間が80時間）以下であるとともに、育児休業による全日休業日が１日
以上あれば、当該要件を満たします。また、この全日休業日には、日曜日・祝
祭日のような事業所の所定労働日以外の日を含みます。）
ハ　支給単位期間に支給された賃金額※が、休業開始時賃金月額の80％未満で
あること。

解説：　４月25日に支払われた賃金の中には、３月21日～４月14日を
対象とした給与・手当等が含まれているため、「支給単位期間その
１」には、育児休業期間中を対象としていることが明確な賃金のみ
を計上してください。

TNPQDS
四角形

TNPQDS
タイプライターテキスト
９０,４２０
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育児休業開始 

例 示

休業開始前２年間 支給期間 

賃金支払基礎日数が11日以上又は賃金の支払いの基礎となった
時間数が80時間以上ある月が12か月以上

の前々日 

延長対象とならない事例

１．市町村に問い合わせをしたところ、途中入所は難しい状況又は定員超過のため次回の入所は困難であ
ると説明を受け、入所申し込みを行わなかった場合。

２．無認可保育施設（認証保育所等）への入所申し込みの場合（児童福祉法第39条に規定する保育所へ
の申し込みに限る）。

・　死亡したとき
・　負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により育児休業の申出に係る子を養育することが
困難な状態になったとき
・　婚姻の解消その他の事情により配偶者が育児休業の申出に係る子と同居しないこととなったとき
・　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定であるか又は産後８週間を経
過しないとき（産前休業を請求できる期間又は産前休業期間及び産後休業期間）

※ パパママ育休プラス制度を利用される方については、延長の要件が一部変更になります（173ページ参照）。

１歳６か月又は２歳まで支給対象となる場合【具体的な手続は168ページ参照】
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※「休業開始時賃金月額」及び「休業開始時賃金日額」とは、
　原則として育児休業開始前（産前産後休業を取得した場合は、原則として産前産後休業開始
前）６か月間の賃金を180で除した額が「賃金日額」となり、支給日数を30日とした場合の
「休業開始時賃金日額×支給日数」が賃金月額となります。
　なお、賃金月額には、以下のとおり上限額及び下限額があります。算定した額が上限額を超え
る場合は上限額に、算定した額が下限額を下回る場合には下限額となります。

①　育児休業の申出に係る子について、市町村に対して保育所における保育の実施を希望し、申し込み
を行っているが、その子が１歳又は１歳６か月に達する日（一定の要件を満たすことにより、育児休
業終了予定日が１歳に達する日後である場合は、当該終了予定日）後の期間について、当面その実施
が行われない場合であって、速やかな職場復帰を図るために保育所等における保育の利用を希望して
いるものであると公共職業安定所長が認めるとき。

②　常態として育児休業の申出に係る子の養育を行っている配偶者であって、その子が１歳又は１歳６
か月に達する日後の期間について、常態としてその子の養育を行う予定であった方が、以下のいずれ
かに該当した場合。

（2）支給要件

賃金支払日（4/25） 

支給単位期間その１ 

例 示 
賃金締切日20日 賃金支払日25日 休業開始日４月15日の場合

４月15日～５月14日 ５月15日～６月14日 

支給単位期間その２ 

賃金支払日(5/25) 

（３月21日～４月20日分） （４月21日～５月20日分）
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　育児休業開始日から起算して１か月ごとに区切った場合（区切られた１か月の間
に育児休業終了日又は子が１歳に達する日が含まれる場合は、その育児休業終了日
又は子が１歳に達する日の前日まで）の各期間（これを「支給単位期間」といいます
。）について、次の要件をすべて満たしている場合に支給対象（これを「支給対象
期間」といいます。）となります。
　同一の子について分割して育児休業を取得する場合、２回目の育児休業に係る支
給単位期間は、当該２回目の休業開始日又は当該休業開始日の応当日から、それぞ
れその翌月の応当日の前日までの１か月ごとです（応当日がない場合は、その月の月
末を応当日とみなします。）。

※「支給単位期間に支給された賃金額」とは
　支給単位期間に支給された賃金とは、「その期間に支払日のあるもの」をいいま
す。
　ただし、一部分でも育児休業期間外を対象としているような賃金や対象期間が不
明確な賃金は含めず、原則として育児休業期間中を対象としていることが明確な賃
金の額のみとなります。

イ　支給単位期間の初日から末日まで継続して被保険者資格を有していること。
ロ　支給単位期間に、就業していると認められる日数が10日（10日を超える場
合は就業していると認められる時間が80時間）以下であること。
　（育児休業終了等により、１か月に満たない支給単位期間については、就業し
ていると認められる日数が10日（10日を超える場合は就業していると認めら
れる時間が80時間）以下であるとともに、育児休業による全日休業日が１日
以上あれば、当該要件を満たします。また、この全日休業日には、日曜日・祝
祭日のような事業所の所定労働日以外の日を含みます。）
ハ　支給単位期間に支給された賃金額※が、休業開始時賃金月額の80％未満で
あること。

解説：　４月25日に支払われた賃金の中には、３月21日～４月14日を
対象とした給与・手当等が含まれているため、「支給単位期間その
１」には、育児休業期間中を対象としていることが明確な賃金のみ
を計上してください。



（3）支給対象期間
育児休業給付金の支給対象期間は次のとおりです。

出産日 

例示
女性の被保険者で、産後休業後引き続き子が１歳に達する日まで育児休業をした場合

その１ その２ その９ その10 

育児休業開始 

支給単位期間 最後の支給単位期間 

8/10 

産後休業 

10/6 8/812/611/6 8/6 7/6

8/10 

8/9 

誕生日 

（１歳に達する日）  

１歳の 
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イ　育児休業開始日から、育児休業に係る子が１歳に達する日（１歳の誕生日
の前日）の前日までの期間。（１歳の誕生日の前々日まで）
　　また、一定の要件（173ページ参照）を満たした場合は１歳２か月に達す
る日の前日までの期間、さらに一定の要件（160ページ参照）を満たした場
合は１歳６か月又は２歳に達する日の前日までの期間。

ロ　満１歳（一定の要件を満たした場合は満１歳２か月、さらに一定の要件を
満たした場合は満１歳６か月又は２歳）に達する日より前に育児休業を終了
したときは、育児休業を終了した日までの期間。

解説：　上記のような事例では、１歳に達する日の前日（＝１歳の誕生日
の前々日）までが支給対象となるため、８月８日までの期間が支給
対象となります。

　　　　また、最後の支給単位期間（８月６日～８月８日）については、
就業していると認められる日数が10日（10日を超える場合は就業
していると認められる時間が80時間）以下であり、育児休業によ
る全日休業日が１日以上あれば支給対象となります。

（4）育児休業の分割取得
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①　別の子の産前産後休業、育児休業、別の家族の介護休業が始まったことで
育児休業が終了した場合で、新たな休業が対象の子又は家族の死亡等で終了
した場合
　※　当初の育児休業の申出対象である子が1歳６か月又は２歳までの場合を
　含みます。

②　育児休業の申出対象である１歳未満の子の養育を行う配偶者が、死亡、負
傷等、婚姻の解消でその子と同居しないこととなった等の理由で、養育する
ことができなくなった場合
③　育児休業の申出対象である１歳未満の子が、負傷、疾病等により、２週間
以上の期間にわたり世話を必要とする状態になった場合
④　育児休業の申出対象である１歳未満の子について、保育所等での保育利用
を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われない場合
⑤　育児休業中に出向（出向解除を含む。）となった被保険者が、1日の空白
もなく被保険者資格を取得しており、引き続き育児休業をする場合

　同一の子について、原則２回の育児休業まで育児休業給付金の支給対象となりま
す。
　３回目以降の育児休業については、原則給付金を受けられませんが、以下の例外
事由に該当する場合は、この回数制限から除外されます。

※　夫婦交替で育児休業を取得する場合の回数制限の例外について
　　育児休業の延長事由（160ページ参照）があり、かつ、夫婦交替で育児休業を取
得する場合、１歳から１歳６か月までと１歳６か月から２歳までの各期間中、夫婦
それぞれ１回に限り育児休業給付金の支給対象となります。

例示
１歳未満の子について２回の育児休業をした後、延長事由に該当し、１歳に達する
日後に夫婦交替で３回目以降の育児休業を開始する場合

 母

父

出産日 

育児休業① 育児休業② 育児休業③

育児休業④育児休業③育児休業②育児休業①

産後休業産前休業

１歳に達する日
２歳に達する日
の前日

１歳６か月
に達する日

１歳後の育児休業も夫婦１回ずつ延長交替でき、１歳か
ら１歳６か月までの期間及び１歳６か月から２歳までの
期間それぞれの期間において途中交替が可能です。



（3）支給対象期間
育児休業給付金の支給対象期間は次のとおりです。

出産日 

例示
女性の被保険者で、産後休業後引き続き子が１歳に達する日まで育児休業をした場合

その１ その２ その９ その10 

育児休業開始 

支給単位期間 最後の支給単位期間 

8/10 

産後休業 

10/6 8/812/611/6 8/6 7/6

8/10 

8/9 

誕生日 

（１歳に達する日）  

１歳の 
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イ　育児休業開始日から、育児休業に係る子が１歳に達する日（１歳の誕生日
の前日）の前日までの期間。（１歳の誕生日の前々日まで）
　　また、一定の要件（173ページ参照）を満たした場合は１歳２か月に達す
る日の前日までの期間、さらに一定の要件（160ページ参照）を満たした場
合は１歳６か月又は２歳に達する日の前日までの期間。

ロ　満１歳（一定の要件を満たした場合は満１歳２か月、さらに一定の要件を
満たした場合は満１歳６か月又は２歳）に達する日より前に育児休業を終了
したときは、育児休業を終了した日までの期間。

解説：　上記のような事例では、１歳に達する日の前日（＝１歳の誕生日
の前々日）までが支給対象となるため、８月８日までの期間が支給
対象となります。

　　　　また、最後の支給単位期間（８月６日～８月８日）については、
就業していると認められる日数が10日（10日を超える場合は就業
していると認められる時間が80時間）以下であり、育児休業によ
る全日休業日が１日以上あれば支給対象となります。

（4）育児休業の分割取得
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①　別の子の産前産後休業、育児休業、別の家族の介護休業が始まったことで
育児休業が終了した場合で、新たな休業が対象の子又は家族の死亡等で終了
した場合
　※　当初の育児休業の申出対象である子が1歳６か月又は２歳までの場合を
　含みます。

②　育児休業の申出対象である１歳未満の子の養育を行う配偶者が、死亡、負
傷等、婚姻の解消でその子と同居しないこととなった等の理由で、養育する
ことができなくなった場合
③　育児休業の申出対象である１歳未満の子が、負傷、疾病等により、２週間
以上の期間にわたり世話を必要とする状態になった場合
④　育児休業の申出対象である１歳未満の子について、保育所等での保育利用
を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われない場合
⑤　育児休業中に出向（出向解除を含む。）となった被保険者が、1日の空白
もなく被保険者資格を取得しており、引き続き育児休業をする場合

　同一の子について、原則２回の育児休業まで育児休業給付金の支給対象となりま
す。
　３回目以降の育児休業については、原則給付金を受けられませんが、以下の例外
事由に該当する場合は、この回数制限から除外されます。

※　夫婦交替で育児休業を取得する場合の回数制限の例外について
　　育児休業の延長事由（160ページ参照）があり、かつ、夫婦交替で育児休業を取
得する場合、１歳から１歳６か月までと１歳６か月から２歳までの各期間中、夫婦
それぞれ１回に限り育児休業給付金の支給対象となります。

例示
１歳未満の子について２回の育児休業をした後、延長事由に該当し、１歳に達する
日後に夫婦交替で３回目以降の育児休業を開始する場合

 母

父

出産日 

育児休業① 育児休業② 育児休業③

育児休業④育児休業③育児休業②育児休業①

産後休業産前休業

１歳に達する日
２歳に達する日

の前日
１歳６か月
に達する日

１歳後の育児休業も夫婦１回ずつ延長交替でき、１歳か
ら１歳６か月までの期間及び１歳６か月から２歳までの
期間それぞれの期間において途中交替が可能です。



（5）支給額
①　休業期間中に賃金が支払われていない場合

イ　支給単位期間が１か月ある場合（最後の支給単位期間を除く。）
支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数（30日※1）×50％（※2）

ロ　最後の支給単位期間（職場復帰等による休業終了日を含む。）の場合
支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数（暦の日数※1）×50％（※2）

※1　支給日数について
○　休業終了日を含まない支給単位期間･･･････30日
○　休業終了日を含む支給単位期間･･････････暦の日数（最後の支給単位

期間の初日から休業終了日
までの日数）

　※2 給付率について

②　休業期間中に賃金が支払われている場合

イ　支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の30％（13％）以下の場合
支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数×50％（※2）　

ロ　支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の30％（13％）超～80％未満の場合
支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数の80％相当額と賃金の差額

ハ　支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の80％以上の場合
支給額＝支給されません。

なお、次頁の支給上限額により、減額される場合や支給されない場合もあり
ますので、あらかじめご了承ください。
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支給日数が育児休業を開始してから通算して180日に達するまでの間に限
り、給付率が67％となります。

【支給算出額の事例１】
休業開始時賃金日額が7,000円（賃金月額は21万円）であって、

①　支給単位期間中に賃金が支払われていない場合
（賃金月額の30％以下）

→　支給額＝7,000円×30日×50％＝105,000円（給付率50％の場合）

②　支給単位期間中に賃金が15万円支払われた場合
（賃金月額の30％超～80％未満）

休業開始時賃金月額の80％＝7,000円×30日×80％＝168,000円
→　支給額＝168,000円－150,000円＝18,000円

③　支給単位期間中に賃金が17万円支払われた場合
（賃金月額の80％以上）

→　支給されません。

【支給算出額の事例２】
休業開始時賃金日額が16,500円（月49.5万円）の方の場合

○　賃金月額には上限額（令和７年8月1日現在、483,300円）がありま
す。このため、この場合の休業開始時賃金日額は16,110円（賃金月額は
483,300円）となります。

①　支給単位期間中に賃金が支払われていない場合
（賃金月額の30％以下）

→　支給額＝16,110円×30日×50％＝241,650円
（支給限度額（給付率50％の場合））　

②　支給単位期間中に賃金が30万円支払われた場合
（賃金月額30％超～80％未満）

休業開始時賃金月額の80％＝16,110円×30日×80％＝386,640円
→　支給額＝386,640円－300,000円＝86,640円

③　支給単位期間中に賃金が39万円支払われた場合
（賃金月額の80％以上）

→　支給されません。
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支給上限額（給付率67％）　323,811円※（令和7年７月31日までは315,369円）
支給上限額（給付率50％）　241,650円※（令和７年7月31日までは235,350円）
※　支給限額及び最低限度額は、毎年８月１日に変更される場合があります。

令和７年8月1日現在の支給上限額について



（5）支給額
①　休業期間中に賃金が支払われていない場合

イ　支給単位期間が１か月ある場合（最後の支給単位期間を除く。）
支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数（30日※1）×50％（※2）

ロ　最後の支給単位期間（職場復帰等による休業終了日を含む。）の場合
支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数（暦の日数※1）×50％（※2）

※1　支給日数について
○　休業終了日を含まない支給単位期間･･･････30日
○　休業終了日を含む支給単位期間･･････････暦の日数（最後の支給単位

期間の初日から休業終了日
までの日数）

　※2 給付率について

②　休業期間中に賃金が支払われている場合

イ　支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の30％（13％）以下の場合
支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数×50％（※2）　

ロ　支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の30％（13％）超～80％未満の場合
支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数の80％相当額と賃金の差額

ハ　支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の80％以上の場合
支給額＝支給されません。

なお、次頁の支給上限額により、減額される場合や支給されない場合もあり
ますので、あらかじめご了承ください。
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支給日数が育児休業を開始してから通算して180日に達するまでの間に限
り、給付率が67％となります。

【支給算出額の事例１】
休業開始時賃金日額が7,000円（賃金月額は21万円）であって、

①　支給単位期間中に賃金が支払われていない場合
（賃金月額の30％以下）

→　支給額＝7,000円×30日×50％＝105,000円（給付率50％の場合）

②　支給単位期間中に賃金が15万円支払われた場合
（賃金月額の30％超～80％未満）

休業開始時賃金月額の80％＝7,000円×30日×80％＝168,000円
→　支給額＝168,000円－150,000円＝18,000円

③　支給単位期間中に賃金が17万円支払われた場合
（賃金月額の80％以上）

→　支給されません。

【支給算出額の事例２】
休業開始時賃金日額が16,500円（月49.5万円）の方の場合

○　賃金月額には上限額（令和７年8月1日現在、483,300円）がありま
す。このため、この場合の休業開始時賃金日額は16,110円（賃金月額は
483,300円）となります。

①　支給単位期間中に賃金が支払われていない場合
（賃金月額の30％以下）

→　支給額＝16,110円×30日×50％＝241,650円
（支給限度額（給付率50％の場合））　

②　支給単位期間中に賃金が30万円支払われた場合
（賃金月額30％超～80％未満）

休業開始時賃金月額の80％＝16,110円×30日×80％＝386,640円
→　支給額＝386,640円－300,000円＝86,640円

③　支給単位期間中に賃金が39万円支払われた場合
（賃金月額の80％以上）

→　支給されません。
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支給上限額（給付率67％）　323,811円※（令和7年７月31日までは315,369円）
支給上限額（給付率50％）　241,650円※（令和７年7月31日までは235,350円）
※　支給限額及び最低限度額は、毎年８月１日に変更される場合があります。

令和７年8月1日現在の支給上限額について



（6）受給資格の確認
雇用する被保険者が育児休業を開始したときは、次の手続が必要です。
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届出書類･･･「雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書（育児）」（＝賃金証明書）　
「育児休業給付受給資格確認票･（初回）育児休業給付金／出生後休業支援給
付金支給申請書」（＝受給資格確認票・（初回）／出生後支給申請書）

提出期間･･･受給資格確認手続のみ行う場合、初回の支給申請を行う日まで。受給資格
の確認と初回支給申請を同時に行う場合には、休業開始日から起算して４
か月を経過する日の属する月の末日まで。

届 出 先･･･事業所の所在地を管轄する公共職業安定所
持参するもの･･･
　（1）受給資格の確認手続のみ行う場合

○　賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、タイムカード等育児休業を開始・終了した日、
賃金の額及び支払状況を証明することができる書類

○　母子健康手帳等出産日、出産予定日及び育児の事実を確認することができる書
類

　（2）初回申請も同時に行う場合
○　（1）の書類及び賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、タイムカード等育児　　　　
休業期間中の賃金支払状況等を証明することができる書類

○　（出生後休業支援給付金の支給申請も一体的に行う場合） 　　　　　　　　　　
出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていることが確認できる書類　　　
（182ページ参照）

※ 受給資格確認票・（初回）／出生後支給申請書は、マイナンバーを記載して提出してく 
　　ださい。

イ　「賃金証明書」の提出について
　被保険者が１歳 ( 一定の場合、１歳２か月 ) 未満の子を養育するための育児
休業を開始した場合は、初回の支給申請を行う日までに「賃金証明書」を、事業
所の所在地を管轄する公共職業安定所に提出しなければなりません。　　　　
　ただし、受給資格の確認と初回支給申請を同時に行う場合には、休業開始日
から起算して４か月を経過する日の属する月の末日までに提出することがで
きます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　なお、同一の子について初回の育児休業給付金の支給申請以前に出生時育児
休業給付金の支給を受けている場合など、既に賃金月額の届出を行っている場
合は改めて届け出る必要はございません。

（7）支給申請
雇用する被保険者が受給資格の確認を受けたときは、以下の手続により、育
児休業給付金の支給を受けることができます。

届出書類･･･「育児休業給付金/出生後休業支援給付金支給申請書」（＝支給申請書）
提出期限･･･支給対象期間の初日から起算して４か月を経過する日の属する月の

末日まで（「次回支給申請日指定通知書（事業主通知用）」に印字され
ています。）

届 出 先 ･･･事業所の所在地を管轄する公共職業安定所
持参するもの ･･･ 賃金台帳、出勤簿（タイムカード）、労働者名簿、雇用契約書など

イ　育児休業給付金の支給を受ける場合について
　育児休業給付金は、各支給単位期間について、「支給要件」を満たした場合
に支給されます。（161 ページ参照）
　ただし、あらかじめ支給を受けられないことが明らかである場合であっても、
支給申請書の表題を「次回支給申請期間指定届」と変更して提出してください。
これにより、その次の支給単位期間と支給申請期間の指定を受けることとなり
ます。

ロ　支給申請の時期について
　支給申請は、原則として２か月ごとに行います。
　なお、支給申請の期限は、支給対象期間の初日から起算して４か月を経過す
る日の属する月の末日までとなっています。（「次回支給申請日指定通知書（事
業主用）」に印字されています。）
※　被保険者本人が希望する場合、１か月に一度、支給申請を行うことも可能
です。

ロ　受給資格の確認とその通知について
　上記イの賃金証明書を提出する際は、「受給資格確認票・（初回）/ 出生後支
給申請書」を添付してください。これにより、育児休業給付金の受給資格があ
る場合は「育児休業給付受給資格確認通知書」及び次回使用すべき「育児休業
給付金／出生後休業支援給付金支給申請書」を交付します。
　また、受給資格がない場合は「育児休業給付受給資格否認通知書」を交付し
ます。
　これらの通知書は、（受給資格を確認した場合は支給申請書とともに）必ず
被保険者にお渡しください。

ハ　次回支給申請日等の指定について
　「育児休業給付次回支給申請日指定通知書（事業主通知用）」は、次回支給申
請期間を指定するもので、事業主の方に通知されます。
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※出生後休業支援給付金の支給申請も一体的に行う場合は、出生後休業支援給付金の
　支給要件を満たしていることが確認できる書類（182ページ参照）も必要です。



（6）受給資格の確認
雇用する被保険者が育児休業を開始したときは、次の手続が必要です。

166

届出書類･･･「雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書（育児）」（＝賃金証明書）　
「育児休業給付受給資格確認票･（初回）育児休業給付金／出生後休業支援給
付金支給申請書」（＝受給資格確認票・（初回）／出生後支給申請書）

提出期間･･･受給資格確認手続のみ行う場合、初回の支給申請を行う日まで。受給資格
の確認と初回支給申請を同時に行う場合には、休業開始日から起算して４
か月を経過する日の属する月の末日まで。

届 出 先･･･事業所の所在地を管轄する公共職業安定所
持参するもの･･･
　（1）受給資格の確認手続のみ行う場合

○　賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、タイムカード等育児休業を開始・終了した日、
賃金の額及び支払状況を証明することができる書類

○　母子健康手帳等出産日、出産予定日及び育児の事実を確認することができる書
類

　（2）初回申請も同時に行う場合
○　（1）の書類及び賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、タイムカード等育児　　　　
休業期間中の賃金支払状況等を証明することができる書類

○　（出生後休業支援給付金の支給申請も一体的に行う場合） 　　　　　　　　　　
出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていることが確認できる書類　　　
（182ページ参照）

※ 受給資格確認票・（初回）／出生後支給申請書は、マイナンバーを記載して提出してく 
　　ださい。

イ　「賃金証明書」の提出について
　被保険者が１歳 ( 一定の場合、１歳２か月 ) 未満の子を養育するための育児
休業を開始した場合は、初回の支給申請を行う日までに「賃金証明書」を、事業
所の所在地を管轄する公共職業安定所に提出しなければなりません。　　　　
　ただし、受給資格の確認と初回支給申請を同時に行う場合には、休業開始日
から起算して４か月を経過する日の属する月の末日までに提出することがで
きます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　なお、同一の子について初回の育児休業給付金の支給申請以前に出生時育児
休業給付金の支給を受けている場合など、既に賃金月額の届出を行っている場
合は改めて届け出る必要はございません。

（7）支給申請
雇用する被保険者が受給資格の確認を受けたときは、以下の手続により、育
児休業給付金の支給を受けることができます。

届出書類･･･「育児休業給付金/出生後休業支援給付金支給申請書」（＝支給申請書）
提出期限･･･支給対象期間の初日から起算して４か月を経過する日の属する月の

末日まで（「次回支給申請日指定通知書（事業主通知用）」に印字され
ています。）

届 出 先 ･･･事業所の所在地を管轄する公共職業安定所
持参するもの ･･･ 賃金台帳、出勤簿（タイムカード）、労働者名簿、雇用契約書など

イ　育児休業給付金の支給を受ける場合について
　育児休業給付金は、各支給単位期間について、「支給要件」を満たした場合
に支給されます。（161 ページ参照）
　ただし、あらかじめ支給を受けられないことが明らかである場合であっても、
支給申請書の表題を「次回支給申請期間指定届」と変更して提出してください。
これにより、その次の支給単位期間と支給申請期間の指定を受けることとなり
ます。

ロ　支給申請の時期について
　支給申請は、原則として２か月ごとに行います。
　なお、支給申請の期限は、支給対象期間の初日から起算して４か月を経過す
る日の属する月の末日までとなっています。（「次回支給申請日指定通知書（事
業主用）」に印字されています。）
※　被保険者本人が希望する場合、１か月に一度、支給申請を行うことも可能
です。

ロ　受給資格の確認とその通知について
　上記イの賃金証明書を提出する際は、「受給資格確認票・（初回）/ 出生後支
給申請書」を添付してください。これにより、育児休業給付金の受給資格があ
る場合は「育児休業給付受給資格確認通知書」及び次回使用すべき「育児休業
給付金／出生後休業支援給付金支給申請書」を交付します。
　また、受給資格がない場合は「育児休業給付受給資格否認通知書」を交付し
ます。
　これらの通知書は、（受給資格を確認した場合は支給申請書とともに）必ず
被保険者にお渡しください。

ハ　次回支給申請日等の指定について
　「育児休業給付次回支給申請日指定通知書（事業主通知用）」は、次回支給申
請期間を指定するもので、事業主の方に通知されます。
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※出生後休業支援給付金の支給申請も一体的に行う場合は、出生後休業支援給付金の
　支給要件を満たしていることが確認できる書類（182ページ参照）も必要です。



○　保育所等※１による保育が実施されない････育児休業給付金支給対象期間延長事由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認定申告書、市区町村に提出した保育
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所等の利用申込書の写し、市区町村に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　より発行された保育所等における保育
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が当面行われないことが明らかになる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　通知
※１　保育所等とは、児童福祉法第39条第１項に定める保育所、就学前の子どもに関す
　　る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２
　　条第６項に定める認定こども園または児童福祉法第24条第２項に定める家庭的保育
　　事業等をいい、いわゆる無認可保育所は含まれません。

○　養育を予定していた配偶者の死亡･････････････ 住民票の写しと母子健康手帳
○　養育を予定していた配偶者の負傷、疾病等･････ 医師の診断書
○　養育を予定していた配偶者との別居･･･････････ 住民票の写しと母子健康手帳
○　養育を予定していた配偶者の産前産後休業等･･･ 産前産後休業等に係る母子健康手帳
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（8）延長申請
　延長事由（160 ページ参照）が生じた場合は、支給申請の手続のための添付書類
（賃金台帳や出勤簿等）と併せて、以下の書類を添付してください。
また、併せて支給申請書の 18 欄（「支給対象となる期間の延長事由－期間」、受給
資格確認票・（初回）／出生後支給申請書の場合は 26 欄）に必要な事項を記載し
てください。
　なお、育児休業の申出に係る子の１歳に達する日後の延長、１歳６か月に達す
る日後の延長について、それぞれ延長手続が必要です。
（※　転職や転籍などで被保険者資格を喪失・取得した場合は、喪失した事業所
の育児休業と取得した事業所の育児休業とを分割して取得したものとして取り
扱い、取得した事業所において新たな支給単位期間が指定されます。なお、１歳
に達する日後に係る育児休業においては、分割取得できないため、新たに被保険
者資格を取得した事業所での育児休業は給付の対象となりません。）

ハ　同一の子について分割して育児休業を取得する場合について
　２回目の育児休業に係る支給単位期間は、当該２回目の休業開始日又は当該
休業開始日の応当日から、それぞれその翌月の応当日の前日までの１か月ごと
です。この場合、改めて受給資格の確認を行う必要はありませんが、受給資格
確認票・（初回）／出生後支給申請書により申請いただきます。
　２回目の育児休業を取得する旨の申出があった際、新たに支給申請期間を指
定して通知します。
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　「保育所等による保育が実施されない」ことを理由に延長手続きを行うためには、
以下の要件すべてを満たすことが必要です。 

●　あらかじめ市区町村に対して保育利用の申込みを行っていること　　　　　　
　保育利用の申込みは、入所申込み年月日が、子が１歳に達する日（※）また
は１歳６か月に達する日までの日付となっていることが必要です。単に申込み
を失念していた場合や、入所申込みを行おうと市区町村に問い合わせたところ、
「入所が困難」との返答があり、期限内に申込みを行わなかった場合は、延長は
認められません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
　ただし、①子の病気や障害により特別な配慮が必要であり、保育体制が整備さ
れていない等の理由で入所申込みを市区町村が受け付けない場合や、②お住まい
の市区町村で子が１歳に達する日（※）の翌日を含む月の入所を対象とした募
集がなく、入所申込みの受け付けができないとされた場合に、１歳に達する日
（※）の翌日の２か月後までの日を入所希望日として入所申込みを行ったときは、
延長を認められる場合があります。 

●　速やかな職場復帰のために保育所等における保育の利用を希望しているもので
あると公共職業安定所長が認めること　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　原則として子が１歳に達する日（※）の翌日または１歳６か月に達する日の
翌日以前の日を入所希望日として入所申込みをしていること、申し込んだ保育
所等が合理的な理由なく自宅から通所に片道 30 分以上要する施設のみなってい
ないこと及び市区町村に対する保育利用の申込みに当たり、入所保留となるこ
とを希望する旨の意思表示をしていないことや、やむを得ない理由なしに内定
辞退を行っていないか等により判断します。 

●　子が１歳に達する日（※）の翌日または１歳６か月に達する日の翌日の時点で
保育所等に利用できる見込みがないこと　　　　　　　　　　　　　　　　　
　子が１歳に達する日（※）の翌日または１歳６か月に達する日の翌日時点で
保育が実施されないことを確認するため、発行年月日が、子が１歳に達する日
（※）の翌日または１歳６か月に達する日の２か月前（４月入所申込みの場合は
３か月前）の日以後となっている市区町村の通知書を添付して下さい。 

（※）パパ・ママ育休プラス制度（173ページ参照）により、育児休業終了予定日が「子
　　 が１歳に達する日の翌日以後」である場合は育児休業終了日。ただし、育児休 
　　 業終了予定日が「子が１歳２か月に達する日」である場合は１歳２か月に達す
　　 る日。



○　保育所等※１による保育が実施されない････育児休業給付金支給対象期間延長事由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認定申告書、市区町村に提出した保育
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所等の利用申込書の写し、市区町村に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　より発行された保育所等における保育
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が当面行われないことが明らかになる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　通知
※１　保育所等とは、児童福祉法第39条第１項に定める保育所、就学前の子どもに関す
　　る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２
　　条第６項に定める認定こども園または児童福祉法第24条第２項に定める家庭的保育
　　事業等をいい、いわゆる無認可保育所は含まれません。

○　養育を予定していた配偶者の死亡･････････････ 住民票の写しと母子健康手帳
○　養育を予定していた配偶者の負傷、疾病等･････ 医師の診断書
○　養育を予定していた配偶者との別居･･･････････ 住民票の写しと母子健康手帳
○　養育を予定していた配偶者の産前産後休業等･･･ 産前産後休業等に係る母子健康手帳
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（8）延長申請
　延長事由（160 ページ参照）が生じた場合は、支給申請の手続のための添付書類
（賃金台帳や出勤簿等）と併せて、以下の書類を添付してください。
また、併せて支給申請書の 18 欄（「支給対象となる期間の延長事由－期間」、受給
資格確認票・（初回）／出生後支給申請書の場合は 26 欄）に必要な事項を記載し
てください。
　なお、育児休業の申出に係る子の１歳に達する日後の延長、１歳６か月に達す
る日後の延長について、それぞれ延長手続が必要です。
（※　転職や転籍などで被保険者資格を喪失・取得した場合は、喪失した事業所
の育児休業と取得した事業所の育児休業とを分割して取得したものとして取り
扱い、取得した事業所において新たな支給単位期間が指定されます。なお、１歳
に達する日後に係る育児休業においては、分割取得できないため、新たに被保険
者資格を取得した事業所での育児休業は給付の対象となりません。）

ハ　同一の子について分割して育児休業を取得する場合について
　２回目の育児休業に係る支給単位期間は、当該２回目の休業開始日又は当該
休業開始日の応当日から、それぞれその翌月の応当日の前日までの１か月ごと
です。この場合、改めて受給資格の確認を行う必要はありませんが、受給資格
確認票・（初回）／出生後支給申請書により申請いただきます。
　２回目の育児休業を取得する旨の申出があった際、新たに支給申請期間を指
定して通知します。
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　「保育所等による保育が実施されない」ことを理由に延長手続きを行うためには、
以下の要件すべてを満たすことが必要です。 

●　あらかじめ市区町村に対して保育利用の申込みを行っていること　　　　　　
　保育利用の申込みは、入所申込み年月日が、子が１歳に達する日（※）また
は１歳６か月に達する日までの日付となっていることが必要です。単に申込み
を失念していた場合や、入所申込みを行おうと市区町村に問い合わせたところ、
「入所が困難」との返答があり、期限内に申込みを行わなかった場合は、延長は
認められません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
　ただし、①子の病気や障害により特別な配慮が必要であり、保育体制が整備さ
れていない等の理由で入所申込みを市区町村が受け付けない場合や、②お住まい
の市区町村で子が１歳に達する日（※）の翌日を含む月の入所を対象とした募
集がなく、入所申込みの受け付けができないとされた場合に、１歳に達する日
（※）の翌日の２か月後までの日を入所希望日として入所申込みを行ったときは、
延長を認められる場合があります。 

●　速やかな職場復帰のために保育所等における保育の利用を希望しているもので
あると公共職業安定所長が認めること　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　原則として子が１歳に達する日（※）の翌日または１歳６か月に達する日の
翌日以前の日を入所希望日として入所申込みをしていること、申し込んだ保育
所等が合理的な理由なく自宅から通所に片道 30 分以上要する施設のみなってい
ないこと及び市区町村に対する保育利用の申込みに当たり、入所保留となるこ
とを希望する旨の意思表示をしていないことや、やむを得ない理由なしに内定
辞退を行っていないか等により判断します。 

●　子が１歳に達する日（※）の翌日または１歳６か月に達する日の翌日の時点で
保育所等に利用できる見込みがないこと　　　　　　　　　　　　　　　　　
　子が１歳に達する日（※）の翌日または１歳６か月に達する日の翌日時点で
保育が実施されないことを確認するため、発行年月日が、子が１歳に達する日
（※）の翌日または１歳６か月に達する日の２か月前（４月入所申込みの場合は
３か月前）の日以後となっている市区町村の通知書を添付して下さい。 

（※）パパ・ママ育休プラス制度（173ページ参照）により、育児休業終了予定日が「子
　　 が１歳に達する日の翌日以後」である場合は育児休業終了日。ただし、育児休 
　　 業終了予定日が「子が１歳２か月に達する日」である場合は１歳２か月に達す
　　 る日。



延長申請の例示１（１歳に達する日後の延長申請）
○出産日９月９日 ○休業開始日11月５日
○延長事由：保育所による保育が実施されない

７月 ８月 ９月 ６月 10月 11月 

８（6/5～7/4分） 
９（7/5～8/4分） 

支給単位期間７（5/5～6/4）→６月５日～８月31日まで申請期間 

10（8/5～9/4分）
11（9/5～9/7分）

９月８日（１歳到達日）

解説 
◎ 支給単位期間７の申請時では、延長申請はできません。

◎ 支給単位期間８･９の申請時では、９月８日（１歳到達日）以後に支給申請を行う

場合であれば、延長に必要な確認書類を持参していただくことで、延長が可能です。

◎ 支給単位期間10･11の申請時では、延長に必要な確認書類を持参していただ
くことで、延長が可能です。 

育児休業開始 

11/5 

支給単位期間８（6/5～7/4）→８月５日～10月 31日まで申請期間 
支給単位期間９（7/5～8/4）→８月５日～10月 31日まで申請期間 

支給単位期間10（8/5～9/4）→９月８日～12月31日まで申請期間 
支給単位期間11（9/5～9/7）→９月８日～12月31日まで申請期間 
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延長申請の例示２（１歳に達する日後の延長申請）
○出産日９月９日 ○休業開始日11月５日
○延長事由：保育所による保育が実施されない

７月 ８月 ９月 ６月 10月 11月 

７（5/5～6/4分） 
８（6/5～7/4分） 

支給単位期間７（5/5～6/4）→７月５日～９月30日まで申請期間 
支給単位期間８（6/5～7/4）→７月５日～９月30日まで申請期間 

９（7/5～8/4分） 
10（8/5～9/4分） 

９月８日（１歳到達日）

解説 
◎ 支給単位期間７･８の申請時では、延長申請はできません。

◎ 支給単位期間９･10の申請時では、９月８日（１歳到達日）以後に支給申請を

行う場合であれば、延長に必要な確認書類を持参していただくことで、延長が可

能です。

◎ 支給単位期間 11の申請時では、延長に必要な確認書類を持参していただくこ

とで、延長が可能です。 

育児休業開始 

11/5 

支給単位期間９（7/5～8/4）→９月５日～11月 30日まで申請期間 
支給単位期間10（8/5～9/4）→９月５日～11月30日まで申請期間 

支給単位期間11（9/5～9/7）→９月８日～１月31日まで申請期間 

11（9/5～9/7分） 
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延長申請の例示１（１歳に達する日後の延長申請）
○出産日９月９日 ○休業開始日11月５日
○延長事由：保育所による保育が実施されない

７月 ８月 ９月 ６月 10月 11月 

８（6/5～7/4分） 
９（7/5～8/4分） 

支給単位期間７（5/5～6/4）→６月５日～８月31日まで申請期間 

10（8/5～9/4分）
11（9/5～9/7分）

９月８日（１歳到達日）

解説 
◎ 支給単位期間７の申請時では、延長申請はできません。

◎ 支給単位期間８･９の申請時では、９月８日（１歳到達日）以後に支給申請を行う

場合であれば、延長に必要な確認書類を持参していただくことで、延長が可能です。

◎ 支給単位期間10･11の申請時では、延長に必要な確認書類を持参していただ
くことで、延長が可能です。 

育児休業開始 

11/5 

支給単位期間８（6/5～7/4）→８月５日～10月 31日まで申請期間 
支給単位期間９（7/5～8/4）→８月５日～10月 31日まで申請期間 

支給単位期間10（8/5～9/4）→９月８日～12月31日まで申請期間 
支給単位期間11（9/5～9/7）→９月８日～12月31日まで申請期間 
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延長申請の例示２（１歳に達する日後の延長申請）
○出産日９月９日 ○休業開始日11月５日
○延長事由：保育所による保育が実施されない

７月 ８月 ９月 ６月 10月 11月 

７（5/5～6/4分） 
８（6/5～7/4分） 

支給単位期間７（5/5～6/4）→７月５日～９月30日まで申請期間 
支給単位期間８（6/5～7/4）→７月５日～９月30日まで申請期間 

９（7/5～8/4分） 
10（8/5～9/4分） 

９月８日（１歳到達日）

解説 
◎ 支給単位期間７･８の申請時では、延長申請はできません。

◎ 支給単位期間９･10の申請時では、９月８日（１歳到達日）以後に支給申請を

行う場合であれば、延長に必要な確認書類を持参していただくことで、延長が可

能です。

◎ 支給単位期間 11の申請時では、延長に必要な確認書類を持参していただくこ

とで、延長が可能です。 

育児休業開始 

11/5 

支給単位期間９（7/5～8/4）→９月５日～11月 30日まで申請期間 
支給単位期間10（8/5～9/4）→９月５日～11月30日まで申請期間 

支給単位期間11（9/5～9/7）→９月８日～１月31日まで申請期間 

11（9/5～9/7分） 
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※　延長申請を行わなかった場合には、延長されませんので、ご注意ください。

延長申請の例示３（１歳６か月に達する日後の延長申請）
○出産日９月９日　　○休業開始日11月５日
○延長事由：保育所による保育が実施されない

11月 12月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

13 11/5～
12/4分） 

14 12/5～1/4分） 
15 1/5～2/4分） 

16 2/5～3/4分） 
17 3/5～3/7分） 

３月８日
１歳６か月到達日）

解説 

育児休業開始 

11/5 

支給単位期間13（11/5～12/4）→12月５日～２月末日まで申請期間

支給単位期間14（12/5～1/4）→２月５日～４月30日まで申請期間
支給単位期間15（1/5～2/4）→２月５日～４月30日まで申請期間

支給単位期間16（2/5～3/4）→３月８日～６月30日まで申請期間
支給単位期間17（3/5～3/7）→３月８日～６月30日まで申請期間
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◎　支給単位期間13の申請時では、延長申請はできません。

◎　支給単位期間14･15の申請時では、３月８日（１歳６か月到達日）以後に支

給申請を行う場合であれば、延長に必要な確認書類を持参していただくこと

で、延長が可能です。

◎　支給単位期間16･17の申請時では、延長に必要な確認書類を持参していただ

くことで、延長が可能です。

　例示１～例示３のとおり、育児休業給付金の延長申請は、以下の①又は②の
申請時に、必要な確認書類を持参していただく必要がありますのでご注意くだ
さい。

①　延長する期間の直前の支給単位期間の支給申請時（ただし１歳又は１歳
６か月到達日以降の申請時に限る。）

②　１歳又は１歳６か月到達日を含む延長後の支給単位期間の支給申請時

（9）いわゆる「パパ・ママ育休プラス制度」を利用する場合

①　育児休業開始日が、当該子が１歳に達する日の翌日以前であること。

③　配偶者が当該子の１歳に達する日以前に育児休業を取得していること。

例示１

母

父

例示２

母

父

出産日 

育児休業開始日 

育児休業産後休業産前休業

▼ 

育児休業

前日 前日 翌日

１歳２か月到達日１歳到達日

▲
育児休業開始日 

出産日 

育児休業開始日 

育児休業産後休業産前休業
▼ 

育児休業

前日前日 翌日

１歳２か月到達日１歳到達日

育児休業開始日 

▲

１歳６か月到達日

前日 

育休延長
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　父母ともに育児休業を取得する場合には、以下の①～③すべてに該当する場
合に、一定の要件を満たせば、子が１歳２か月に達する日の前日までの間に最大
１年間育児休業給付金が支給されます。

②　育児休業開始日が、当該子に係る配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にある
　当該者を含む。以下同じ）が取得している育児休業期間の初日以後であること。

※　上記②、③の配偶者の育児休業には、配偶者が、国家公務員、地方公務員
などの公務員であり、当該配偶者が育児休業を取得した場合も含みます。
※　父の休業の場合は、育児休業給付金を受給できる期間の上限は原則１年間
となります。
　　母の休業の場合は、出産日（産前休業の末日となります。）と産後休業期
間と育児休業給付金を受給できる期間を合わせて１年間が上限となります。

１歳到達日の翌日までに育児休業を開始
した場合は、「パパ・ママ育休プラス制度」
の対象となり、支給対象となります。

「パパ・ママ育休プラス制度」の
対象で、支給対象となります。 １歳２か月に達する日の翌日において延長事由（160

ページ参照）に該当した場合は、子が１歳６か月に達す
る日の前日までの期間が支給対象となります。（父が引
き続き取得することも可能です。）



※　延長申請を行わなかった場合には、延長されませんので、ご注意ください。

延長申請の例示３（１歳６か月に達する日後の延長申請）
○出産日９月９日　　○休業開始日11月５日
○延長事由：保育所による保育が実施されない

11月 12月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

13 11/5～
12/4分） 

14 12/5～1/4分） 
15 1/5～2/4分） 

16 2/5～3/4分） 
17 3/5～3/7分） 

３月８日
１歳６か月到達日）

解説 

育児休業開始 

11/5 

支給単位期間13（11/5～12/4）→12月５日～２月末日まで申請期間

支給単位期間14（12/5～1/4）→２月５日～４月30日まで申請期間
支給単位期間15（1/5～2/4）→２月５日～４月30日まで申請期間

支給単位期間16（2/5～3/4）→３月８日～６月30日まで申請期間
支給単位期間17（3/5～3/7）→３月８日～６月30日まで申請期間
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◎　支給単位期間13の申請時では、延長申請はできません。

◎　支給単位期間14･15の申請時では、３月８日（１歳６か月到達日）以後に支

給申請を行う場合であれば、延長に必要な確認書類を持参していただくこと

で、延長が可能です。

◎　支給単位期間16･17の申請時では、延長に必要な確認書類を持参していただ

くことで、延長が可能です。
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　父母ともに育児休業を取得する場合には、以下の①～③すべてに該当する場
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る日の前日までの期間が支給対象となります。（父が引
き続き取得することも可能です。）
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　原則として子が1歳に達する日を含む支給単位期間に係る支給申請時まで
に、支給申請書の下記イ又はロに、配偶者の育児休業取得の有無、配偶者の
雇用保険被保険者番号（雇用保険の被保険者である場合）を記載してくださ
い。
イ　初回の支給申請時には、「育児休業給付受給資格確認票・（初回）育児休
業給付金／出生後休業支援給付金支給申請書」の 27、28欄（202～ 203ペー
ジ参照）
ロ　２回目以降の支給申請時には、「育児休業給付金／出生後休業支援給付
金支給申請書」の19、20欄（204ページ参照））

　受給資格確認や支給申請の際の確認書類（166～167ページ参照）に加えて、
下記の書類を提出してください。
イ　被保険者の配偶者であることが確認できる書類
　○　世帯全員について記載された住民票の写し
　○　民生委員の証明書等（事実上婚姻関係と同様の事情にある者であるとき）
ロ　被保険者の配偶者の育児休業の取得を確認できる書類
　○　配偶者の育児休業取扱通知書の写し
　○　（上記がない場合）配偶者の疎明書（任意の様式）等配偶者の育児休
業の取得を確認できる書類

　※　支給申請書に配偶者の雇用保険被保険者番号が記載されており、配偶
者の育児休業給付受給の有無を確認できる場合はロの書類を省略するこ
とができます。

　支給申請後は、支給の可否及び支給額を記載した「育児休業給付金支給決定
通知書」と次回の支給申請の際に使用する「育児休業給付金／出生後休業支援
給付金支給申請書」を交付いたしますので、必ず被保険者にお渡しください。
（被保険者本人へ郵送で交付される場合には、事業主は、被保険者本人から当
該通知を受け取ってください。）

（11） 給付金の口座振込みについて
　支給決定された育児休業給付金は、支給決定日（支給決定通知書に印字され
ています。）から約１週間後に、申請者本人が指定した金融機関の本人名義の
普通預金（貯金）口座に振り込まれます。
　また、振込者名は「コウセイロウドウショウ　ショクギョウアンテイキョク」
となります（金融機関によっては、振込者名の表示が途切れたりする場合があり
ます）。

（12） 受給中に離職した場合について

175   

　原則として、離職日（雇用保険被保険者資格の喪失日の前日）までが支給
対象です。(※所定労働時間が20時間未満となるなど被保険者でなくなった場
合も同様です。)
　転職等で１日の空白もなく被保険者資格を喪失・取得し、引き続き育児休
業を取得する場合は、喪失した事業所の育児休業と取得した事業所の育児休
業とを分割して取得したものとして取り扱います。そのため、被保険者資格
を喪失した事業所において既に育児休業を２回取得していた場合、被保険者
資格を取得した事業所において取得する育児休業は３回目の取得となり、支
給対象とはなりません。
　また、１歳に達する日後に係る育児休業においては、分割取得できないた
め、１歳に達する日後に新たに被保険者資格を取得した事業所での育児休業
は給付の対象となりません。
　なお、出向（出向解除を含む。163ページ参照）について、１日の空白もな
く被保険者資格を喪失・取得した場合は、令和７年４月１日以降は分割取得
の回数から除外されるため、給付の対象となります。

例示

７月 ８月 ９月 ６月 10月 

①（5/15～6/14分）
②（6/15～7/14分）

③（7/15～8/14分） 
④（8/15～9/14分） 

例示１ ８月31日付けで離職した場合・・・

例示２ ９月14日付けで離職した場合・・・

⑤（9/15～10/14分） 
⑥（10/15～11/14分） 

　④の期間（8/15～9/14）は、8/15～8/31の日数分が支給対象
となります。
　このため、「雇用保険被保険者資格喪失届」を提出の際、併せて
8/15～8/31までの支給申請書を同時に提出してください。

　④の期間（8/15～9/14）は支給対象となります。
　このため、「雇用保険被保険者資格喪失届」を提出の際、併せて④
の期間（8/15～9/14）までの支給申請書を提出してください。
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（1）経過措置
　出生後休業支援給付は、令和７年４月から受け取ることができるように
なった給付です。出生時育児休業（産後パパ育休）又は育児休業を取得した
被保険者で、出生後休業支援給付の支給要件を満たす場合は、出生時育児休
業給付金又は育児休業給付金とあわせて、出生後休業支援給付金の支給を受
けることができます。

（2）支給要件
次の要件をすべて満たしている場合に支給されます。

支給のイメージは以下のとおりです。

出産 180日
1歳 1歳2か月

28日　　　　

28日　　　　

13％　　　　

13％　　　　

育児休業開始8週間

あわせて給付率80％
(手取り10割相当）

給付率50％
（育児休業給付金）

給付率67％
（育児休業給付金）

給付金
67％

給付率50％
（育児休業給付金）

給付率67％
（育児休業給付金）

出生後休業
支援給付金

（給付率2/3）
（出産手当金）

育児休業開始 152日(180日-28日)

イ　当該被保険者が、同一の子について、出生時育児休業給付金が支給される
　産後パパ育休（出生時育児休業）または育児休業給付金が支給される育児休
　業を対象期間（※１）に通算して14日以上取得していること。
※１ 対象期間とは、次の期間をいいます。
• 被保険者が産後休業をしていない場合（被保険者が父親または子が養子の場
合）は、「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から「子の出生日ま
たは出産予定日のうち遅い日から起算して８週間を経過する日の翌日」まで
の期間。

・ 被保険者が産後休業をしている場合（被保険者が母親、かつ、子が養子でな
い場合）は、「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から「子の出生
日または出産予定日のうち遅い日から起算して16週間を経過する日の翌日」
までの期間。

ロ　被保険者の配偶者が、「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から
　「子の出生日または出産予定日のうち遅い日から起算して８週間を経過する
　日の翌日」までの期間に通算して14日以上の育児休業（※２）を取得した
　こと。または、子の出生日の翌日において、以下に掲げる「配偶者の育児休
　業を要件としない場合」に該当していること。 

（次ページに続きます） 177

※２　被保険者の配偶者が雇用保険被保険者の場合は、出生時育児休業給付金
　　又は育児休業給付金が支給される休業となり、給付金が支給決定されてい
　　ることを確認します。被保険者の配偶者が公務員（雇用保険被保険者であ
　　る場合を除く。）の場合は、各種法律（国会職員の育児休業等に関する法
　　律第３条第２項、国家公務員の育児休業等に関する法律第３条第２項（同
　　法第 27 条第１項及び裁判所職員臨時措置法（第７号に係る部分に限る。）
　　において準用する場合を含む。）、地方公務員の育児休業等に関する法律第
　　２条第２項、裁判官の育児休業に関する法律第２条第２項）の規定による
　　請求に係る育児休業となります。

《配偶者の育児休業を要件としない場合》
　子の出生日の翌日において、以下の１～７いずれかに該当する場合は、「配
偶者の育児休業を要件としない場合」に該当します。 
　１．配偶者がいない 
　　　配偶者が行方不明の場合（配偶者が勤務先において３か月以上無断欠席
　　　が続いている場合又は災害により行方不明になっている場合に限る。）
　　　も含みます。 
　２．配偶者が被保険者の子と法律上の親子関係がない 
　３．被保険者が配偶者から暴力を受け別居中 
　４．配偶者が無業者 
　５．配偶者が自営業者やフリーランスなど雇用される労働者でない 
　６．配偶者が産後休業中 
　７．１～６以外の理由で配偶者が育児休業をすることができない 
　　（184 ページの「配偶者が給付金の対象となる育児休業をすることができ
　　ない理由」のいずれかに該当する場合が該当となります。）

（前ページの続きです）

TNPQDS
四角形

TNPQDS
タイプライターテキスト
出生後休業支援給付金とは
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合）は、「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から「子の出生日ま
たは出産予定日のうち遅い日から起算して８週間を経過する日の翌日」まで
の期間。

・ 被保険者が産後休業をしている場合（被保険者が母親、かつ、子が養子でな
い場合）は、「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から「子の出生
日または出産予定日のうち遅い日から起算して16週間を経過する日の翌日」
までの期間。

ロ　被保険者の配偶者が、「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から
　「子の出生日または出産予定日のうち遅い日から起算して８週間を経過する
　日の翌日」までの期間に通算して14日以上の育児休業（※２）を取得した
　こと。または、子の出生日の翌日において、以下に掲げる「配偶者の育児休
　業を要件としない場合」に該当していること。 

（次ページに続きます） 177

※２　被保険者の配偶者が雇用保険被保険者の場合は、出生時育児休業給付金
　　又は育児休業給付金が支給される休業となり、給付金が支給決定されてい
　　ることを確認します。被保険者の配偶者が公務員（雇用保険被保険者であ
　　る場合を除く。）の場合は、各種法律（国会職員の育児休業等に関する法
　　律第３条第２項、国家公務員の育児休業等に関する法律第３条第２項（同
　　法第 27 条第１項及び裁判所職員臨時措置法（第７号に係る部分に限る。）
　　において準用する場合を含む。）、地方公務員の育児休業等に関する法律第
　　２条第２項、裁判官の育児休業に関する法律第２条第２項）の規定による
　　請求に係る育児休業となります。

《配偶者の育児休業を要件としない場合》
　子の出生日の翌日において、以下の１～７いずれかに該当する場合は、「配
偶者の育児休業を要件としない場合」に該当します。 
　１．配偶者がいない 
　　　配偶者が行方不明の場合（配偶者が勤務先において３か月以上無断欠席
　　　が続いている場合又は災害により行方不明になっている場合に限る。）
　　　も含みます。 
　２．配偶者が被保険者の子と法律上の親子関係がない 
　３．被保険者が配偶者から暴力を受け別居中 
　４．配偶者が無業者 
　５．配偶者が自営業者やフリーランスなど雇用される労働者でない 
　６．配偶者が産後休業中 
　７．１～６以外の理由で配偶者が育児休業をすることができない 
　　（184 ページの「配偶者が給付金の対象となる育児休業をすることができ
　　ない理由」のいずれかに該当する場合が該当となります。）

（前ページの続きです）
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182

■　出生後休業支援給付金の支給要件の確認のポイント （3）支給額

①　休業期間中の就労に対して賃金が支払われていない場合

支給額＝休業開始時賃金日額×休業期間の日数（28日が上限）×13％

②　休業期間中の就労に対して事業主から賃金が支払われている場合

イ　支払われた賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％未
　満の場合

支給額＝休業開始時賃金日額×休業期間の日数（28日が上限）×13％

ロ　支払われた賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％以
　上の場合

支給額＝支給されません。

　なお、以下の賃金日額上限額により支給額を算出し、減額される場合や支
給されない場合もありますので、あらかじめご了承ください。

上　限　額　16,110円
支給上限額　58,640円（上限額16,110円×最大支給日数28日×13％） 
※　上限額は、毎年８月１日に変更される場合があります。

令和７年８月１日現在の休業開始時賃金日額、支給上限額について

179

　出生時育児休業給付金、育児休業給付金とは異なり、賃金が支払わ
れた場合でも出生後休業支援給付金は減額されませんが、支払われた
賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80%以上の額とな
り出生時育児休業給付金又は育児休業給付金が支給されない場合は、
出生後休業支援給付金も支給されません。
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■　出生後休業支援給付金の支給要件の確認のポイント （3）支給額

①　休業期間中の就労に対して賃金が支払われていない場合

支給額＝休業開始時賃金日額×休業期間の日数（28日が上限）×13％

②　休業期間中の就労に対して事業主から賃金が支払われている場合

イ　支払われた賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％未
　満の場合

支給額＝休業開始時賃金日額×休業期間の日数（28日が上限）×13％

ロ　支払われた賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％以
　上の場合

支給額＝支給されません。

　なお、以下の賃金日額上限額により支給額を算出し、減額される場合や支
給されない場合もありますので、あらかじめご了承ください。

上　限　額　16,110円
支給上限額　58,640円（上限額16,110円×最大支給日数28日×13％） 
※　上限額は、毎年８月１日に変更される場合があります。

令和７年８月１日現在の休業開始時賃金日額、支給上限額について

179

　出生時育児休業給付金、育児休業給付金とは異なり、賃金が支払わ
れた場合でも出生後休業支援給付金は減額されませんが、支払われた
賃金が「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80%以上の額とな
り出生時育児休業給付金又は育児休業給付金が支給されない場合は、
出生後休業支援給付金も支給されません。
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【支給算出額の事例１】 
（156ページの【支給算出額の事例１】で出生後休業支援給付金も支給されるとき） 
休業開始時の賃金日額が7,000円であって14日間の出生時育児休業を取得した場合
（休業開始時賃金日額×休業期間の日数＝98,000円） 

　①　支給対象期間中に賃金が支払われていない場合 
　　  　→ 出生時育児休業給付金の支給額＝7,000×14日×67％＝65,660円 
　　  　→ 出生後休業支援給付金の支給額＝7,000×14日×13％＝12,740円 

　②　この期間に３日労働して賃金21,000円が支払われた場合 
　　　（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の13％超～80％未満） 
　　　14日分の賃金日額の80％＝7,000円×14日×80％＝78,400円 
　　　  → 出生時育児休業給付金の支給額＝78,400－21,000＝57,400円 
 　　　 → 出生後休業支援給付金の支給額＝7,000×14日×13％＝12,740円 

　③　この期間分の賃金として8万円支払われた場合 
　　　（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％以上） 
　　 　 → 出生時育児休業給付金は支給されません。 
　　　  → 出生後休業支援給付金は支給されません。

【支給算出額の事例２】 
（165ページの【支給算出額の事例２】の場合で支給率67%、出生後休業支援給付
金も支給されるとき）　賃金日額が16,500円（月49.5万円）の方の場合 
　賃金月額には上限額（令和７年８月１日現在483,300円）があります。このため、
この場合の休業開始時の賃金日額は16,110円（賃金月額は483,300円）となります。
 
　①　支給対象期間中に賃金が支払われていない場合（賃金月額の13％以下） 
　　　  → 育児休業給付金の支給額 
　　　  ＝16,110円×30日×67％＝323,811円（支給限度額（給付率67％））
           → 出生後休業支援給付金の支給額 
   　　  ＝16,110円×28日（上限日数）×13％＝58,640円（支給限度額）

　②　支給対象期間中に賃金が30万円支払われた場合 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（賃金月額13％超～80％未満）
　（休業開始時賃金月額の80％＝16,110×30×80％＝386,640円＞300,000円
　　のため出生後休業支援給付金は減額せず支給可能） 
　　　  → 育児休業給付金の支給額＝386,640－300,000＝86,640円 
           → 出生後休業支援給付金の支給額 
           ＝16,110円×28日（上限日数）×13％＝58,640円（支給限度額）

　③　支給対象期間中に賃金が39万円支払われた場合（賃金月額の80％以上） 
           → 育児休業給付金は支給されません。

（４）受給資格確認・支給申請

届出書類･･･
○　出生時育児休業給付金又は初回の育児休業給付金と一体的に申請を行う

場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
出生時育児休業給付金と一体的に申請を行う場合は、申請書の20～22欄の
いずれか１つの該当する欄に、初回の育児休業給付金と一体的に申請を行う
場合は、申請書の28・29・31欄のいずれか１つの該当する欄に、出生後休業
支援給付金の支給要件を満たす事由を記載して提出してください。

○　出生後休業支援給付金の支給申請を単独で行う場合
　　出生後休業支援給付金支給申請書
提出期間･･･
○　出生時育児休業給付金または初回の育児休業給付金と一体的に申請を行う

場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
それぞれの申請書の提出期間に同じ。なお、一度出生後休業支援給付金が不
支給となり、後日出生後休業支援給付金の支給要件を満たしたときは、要件を
満たした日から10日以内に出生後休業支援給付金支給申請書を提出してく
ださい。 

○　出生後休業支援給付金の支給申請を単独で行う場合　　　　　　　　　　
被保険者の育児休業開始日から起算して４か月を経過する日の属する月の翌
日まで 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（※ この場合、既に申請した出生時育児休業給付金または初回の育児休業給
付金の支給決定がされた後でなければ申請できません。いずれか申請された
給付金の支給決定通知書が送付された後や、入金が確認できた後に申請を
行っていただくようお願いします。）

届 出 先･･･事業所の所在地を管轄する公共職業安定所
持参するもの･･･
○　出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていることが確認できる書類
（182ページ参照）が必要ですが、配偶者が子を出産している場合（子が養子
でない場合）は、母子健康手帳、医師の診断書（分娩（出産）予定証明書）等の
出産予定日及び出産日を確認することができるものが必要書類となります。

181

　出生後休業支援給付金の支給申請は、出生時育児休業給付金の支給申請（157ページ
参照）または初回の育児休業給付金の支給申請（166ページ参照）と一体的に行うこと
を原則としますが、出生時育児休業給付金または初回の育児休業給付金の支給決定後
であれば、出生後休業支援給付金の支給申請を単独で行うこともできます。

TNPQDS
タイプライターテキスト
出生後休業支援給付金も支給されません。
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【支給算出額の事例１】 
（156ページの【支給算出額の事例１】で出生後休業支援給付金も支給されるとき） 
休業開始時の賃金日額が7,000円であって14日間の出生時育児休業を取得した場合
（休業開始時賃金日額×休業期間の日数＝98,000円） 

　①　支給対象期間中に賃金が支払われていない場合 
　　  　→ 出生時育児休業給付金の支給額＝7,000×14日×67％＝65,660円 
　　  　→ 出生後休業支援給付金の支給額＝7,000×14日×13％＝12,740円 

　②　この期間に３日労働して賃金21,000円が支払われた場合 
　　　（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の13％超～80％未満） 
　　　14日分の賃金日額の80％＝7,000円×14日×80％＝78,400円 
　　　  → 出生時育児休業給付金の支給額＝78,400－21,000＝57,400円 
 　　　 → 出生後休業支援給付金の支給額＝7,000×14日×13％＝12,740円 

　③　この期間分の賃金として8万円支払われた場合 
　　　（「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」の80％以上） 
　　 　 → 出生時育児休業給付金は支給されません。 
　　　  → 出生後休業支援給付金は支給されません。

【支給算出額の事例２】 
（165ページの【支給算出額の事例２】の場合で支給率67%、出生後休業支援給付
金も支給されるとき）　賃金日額が16,500円（月49.5万円）の方の場合 
　賃金月額には上限額（令和７年８月１日現在483,300円）があります。このため、
この場合の休業開始時の賃金日額は16,110円（賃金月額は483,300円）となります。
 
　①　支給対象期間中に賃金が支払われていない場合（賃金月額の13％以下） 
　　　  → 育児休業給付金の支給額 
　　　  ＝16,110円×30日×67％＝323,811円（支給限度額（給付率67％））
           → 出生後休業支援給付金の支給額 
   　　  ＝16,110円×28日（上限日数）×13％＝58,640円（支給限度額）

　②　支給対象期間中に賃金が30万円支払われた場合 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（賃金月額13％超～80％未満）
　（休業開始時賃金月額の80％＝16,110×30×80％＝386,640円＞300,000円
　　のため出生後休業支援給付金は減額せず支給可能） 
　　　  → 育児休業給付金の支給額＝386,640－300,000＝86,640円 
           → 出生後休業支援給付金の支給額 
           ＝16,110円×28日（上限日数）×13％＝58,640円（支給限度額）

　③　支給対象期間中に賃金が39万円支払われた場合（賃金月額の80％以上） 
           → 育児休業給付金は支給されません。

（４）受給資格確認・支給申請

届出書類･･･
○　出生時育児休業給付金又は初回の育児休業給付金と一体的に申請を行う

場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
出生時育児休業給付金と一体的に申請を行う場合は、申請書の20～22欄の
いずれか１つの該当する欄に、初回の育児休業給付金と一体的に申請を行う
場合は、申請書の28・29・31欄のいずれか１つの該当する欄に、出生後休業
支援給付金の支給要件を満たす事由を記載して提出してください。

○　出生後休業支援給付金の支給申請を単独で行う場合
　　出生後休業支援給付金支給申請書
提出期間･･･
○　出生時育児休業給付金または初回の育児休業給付金と一体的に申請を行う

場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
それぞれの申請書の提出期間に同じ。なお、一度出生後休業支援給付金が不
支給となり、後日出生後休業支援給付金の支給要件を満たしたときは、要件を
満たした日から10日以内に出生後休業支援給付金支給申請書を提出してく
ださい。 

○　出生後休業支援給付金の支給申請を単独で行う場合　　　　　　　　　　
被保険者の育児休業開始日から起算して４か月を経過する日の属する月の翌
日まで 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（※ この場合、既に申請した出生時育児休業給付金または初回の育児休業給
付金の支給決定がされた後でなければ申請できません。いずれか申請された
給付金の支給決定通知書が送付された後や、入金が確認できた後に申請を
行っていただくようお願いします。）

届 出 先･･･事業所の所在地を管轄する公共職業安定所
持参するもの･･･
○　出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていることが確認できる書類
（182ページ参照）が必要ですが、配偶者が子を出産している場合（子が養子
でない場合）は、母子健康手帳、医師の診断書（分娩（出産）予定証明書）等の
出産予定日及び出産日を確認することができるものが必要書類となります。
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　出生後休業支援給付金の支給申請は、出生時育児休業給付金の支給申請（157ページ
参照）または初回の育児休業給付金の支給申請（166ページ参照）と一体的に行うこと
を原則としますが、出生時育児休業給付金または初回の育児休業給付金の支給決定後
であれば、出生後休業支援給付金の支給申請を単独で行うこともできます。
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イ　出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていることが確認できる書類 
　　被保険者の配偶者が「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から「子の出生
日または出産予定日のうち遅い日から起算して８週間を経過する日の翌日」までの期
間に14日以上の育児休業をした場合は、配偶者の育児休業取得状況等が確認できる書
類を提出してください。 

○配偶者が雇用保険被保険者である場合 
　世帯全員について記載された住民票（続柄あり）の写し等、支給対象者の配偶者で
あることが確認できるもの 

※ この場合、支給申請書では「配偶者の雇用保険被保険者番号」欄を記載してくださ
い。ハローワークにおいて、記載された番号における出生時育児休業給付金または
育児休業給付金の支給日数が要件を満たしているかの確認を行います。

 
○配偶者が公務員（雇用保険被保険者である場合を除く。）の場合 
　以下のいずれもの書類を提出してください。 
　・世帯全員について記載された住民票（続柄あり）の写し等、支給対象者の配偶者
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いることが確認できる書類（183ページ参照）を提出してください。 
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ロ　受給資格の確認・支給申請とその通知について
　　出生後休業支援給付金の受給要件を満たした場合は、「出生後休業支援給付金支給決
定通知書」を、受給要件を満たさない場合は、「出生後休業支援給付金不支給決定通知
書」をそれぞれ交付します。支給額が算定されたときは、支給額が記載され、不支給
決定されたときは、不支給の理由が記載されます。 　　　　　　　　　　　　　　　　
　これらの通知書は、必ず被保険者にお渡しください。

（５）給付金の口座振込みについて
　支給決定された出生後休業支援給付金は、支給決定日（支給決定通知書に印字されて
います。）から約１週間後に、申請者本人が指定した金融機関の本人名義の普通預金（貯金）
口座に振り込まれます。 
また、振込者名は「コウセイロウドウショウ ショクギョウアンテイキョク」となります（金
融機関によっては、振込者名の表示が途切れたりする場合があります）。
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６　育児時短就業給付金について
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（1）育児時短就業給付金とは
　育児時短就業給付は、令和７年４月から新しく受け取ることができるように
なった給付です。雇用保険の被保険者本人が、２歳未満の子を養育するために時
短勤務を行った場合で、一定の要件を満たしたときに、育児時短就業給付金の支
給を受けることができます。

（２）受給資格
　育児時短就業給付金を受給するには、２歳未満の子を養育するために時短勤務
を行う被保険者で、以下の条件に該当することが必要です。受給資格の確認申請
については（6）を参照してください。

次のいずれにも該当すること。
イ　２歳未満の子を養育するために、１週間当たりの所定労働時間を短縮して就業
（以下「育児時短就業」という。）する被保険者であること。（※）
　　ここでいう「育児時短就業」とは、２歳に満たない子を養育するために被保険者
からの申出に基づき、事業主が講じた１週間当たりの所定労働時間を短縮する措置
（１週間当たりの所定労働日数を変更した結果、１週間当たりの所定労働時間が短
縮される場合を含む。）をいい、短縮後の１週間当たりの所定労働時間に上限・下
限はありません。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　また、被保険者が子を養育するために短時間正社員、パートタイム労働者等転
換、転職したことに伴い、１週間当たりの所定労働時間が短縮されている場合は、
育児時短就業と取り扱います。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　ただし、短縮後の１週間当たりの所定労働時間が20時間を下回る場合は、子が小
学校就学の始期に達するまでに１週間の所定労働時間が20時間以上となる労働条件
に復帰することが前提であることが就業規則等の書面により確認できる場合を除
き、雇用保険の被保険者資格を喪失することとなり、給付金の支給対象となりませ
ん。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　労働協約の締結や就業規則の変更等により、事業所における被保険者に適用され
る所定労働時間が一律に短縮された場合についても、当該短縮後の就業は育児時短
就業として取り扱いません。 
　　※ 職場復帰後、同一の子について行う時短就業に回数の制限はありません。

ロ　育児休業給付の対象となる育児休業から引き続き、同一の子について育児時短就
業を開始したこと（※１）
　　または、育児時短就業を開始した日の前２年間に、賃金支払基礎日数が11日以上
ある（ない場合は就業している時間数が80時間以上の）完全月が12か月以上ある
こと。（※２）
　　※１ 育児休業終了の翌日（復職日）から育児時短就業を開始する場合に加え、育
　　児休業を終了した日と育児時短就業を開始した日の間が14日以内の場合をいい
　　ます。 
　　※２ は育児休業給付金と同じです（159ページ参照）。
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※「育児時短就業開始時賃金月額」とは、 
　原則、同一の子にかかる最初の育児時短就業開始前直近6か月（賃金支払基礎日数が11
日未満の賃金月は除く。また、当該休業開始前2年間に賃金支払基礎日数が11日以上の賃
金月が6か月に満たない場合は、賃金の支払いの基礎となった時間数が80時間以上である
賃金月）の賃金を180で除した額が「賃金日額」となり、支給日数を30日とした場合の
「休業開始時賃金日額×支給日数」が賃金月額となります。 
　ただし、育児休業給付の対象となる育児休業から引き続き、同一の子について育児時短就
業を開始した場合は、当該育児休業給付に係る休業開始時賃金日額を育児時短就業開始時賃
金日額とします。 
　なお、賃金月額には、以下のとおり上限額及び下限額があります。算定した額が上限額を
超える場合は上限額に、算定した額が下限額を下回る場合には下限額となります。

　特別な労働時間制度の適用を受けている場合などの育児時短就業の取扱いは、以下のとお
りです。 

○フレックスタイム制の適用を受けている場合 
　精算期間における総労働時間を短縮して就業するときは、育児時短就業と取り扱います。
精算期間における総労働時間は変更せずに、フレキシブルタイムの一部または全部の勤務を
行わないことで、精算期間毎に欠勤控除を受けるときは、育児時短就業と取り扱いません。 

○変形労働時間制の適用を受けている場合 
　対象期間の総労働時間を短縮して就業するときは、育児時短就業と取り扱います。対象期
間の総労働時間を変更しないときの対象期間中の１週間の平均労働を下回る期間（いわゆる
閑散期）は育児時短就業と取り扱いません。 

○裁量労働制の適用を受けている場合 
　みなし労働時間を短縮して就業するときは、育児時短就業と取り扱います。 

○いわゆる「シフト制（※）」で就労する場合 
　実際の労働時間に基づいて、１週間当たりの平均労働時間を算定し、短縮が確認できると
きは、育児時短就業と取り扱います。 
（※）「シフト制」とは、労働契約の締結時点では労働日や労働時間を確定的に定めず、
一定期間ことに作成される勤務割りや勤務シフトなどにおいて初めて具体的な労働日や
労働時間が確定するような形態をいいます。

　この受給資格の確認を受けた被保険者であって、育児時短就業中に支払われた賃金の額
が、育児時短就業開始時の賃金月額に比べて低下している等、支給要件を満たした場合に、
育児時短就業給付金を受けることができます。
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（４）支給対象期間
　育児時短就業給付金は、188ページの（3）支給要件で記載しているとおり、
「支給対象月（育児時短就業を開始した日の属する月から育児時短就業を終了し
た日の属する月までの各歴月）」ごとに支給します。
ただし、次の①～④の日の属する月までが支給対象月となります。 
① 育児時短就業に係る子が２歳に達する日の前日 
② 産前産後休業、育児休業または介護休業を開始した日の前日 
③ 育児時短就業に係る子とは別の子を養育するために育児時短就業を開始した  
　  日の前月末日 
④ 子の死亡その他の事由により、子を養育しないこととなった日 
「その他の事由」とは、以下の事由をいいます。 
・子の離縁または養子縁組の取消（子が養子の場合） 
・子が他の者の養子となったこと等の事情により当該子と同居しなくなったこと
・特別養子縁組の成立の審判が確定することなく終了したこと、または、養子
縁組里親である被保険者への委託の措置が解除されたこと

・被保険者の疾病・負傷、または身体上・精神上の障害により、子が２歳に達
するまでの間、子を養育することができない状態になったこと

　同じ暦月（３月）において、子Ａの育児時短就業を終了し、別の子Ｂについ
て育児時短就業を開始した場合、その月（３月）は別の子Ｂの育児時短就業の
支給対象期間となり、子Ａの育児時短就業は前月（２月）までが支給対象月と
なります。

例示：月の途中から別の子について育児時短就業を開始した場合

4/16　子Ａについて
　育児時短就業を開始

3/16　別の子Ｂについて
　　育児時短就業を開始

時短就業B時短就業A

例示：月の途中から育児時短就業を開始・終了した場合
3/1～3/31 4/1～4/30（支給対象月①）5/1～5/31（支給対象月②） 3/1～3/31（支給対象月⑫）4/1～4/30

4/21　育児休業から復帰と
　　　同時に時短就業
(時短就業を開始した日)

3/20
時短就業を終了した日

3/21　時短就業から
　　　通常就業に復帰

時短就業育児休業

4/1～4/30
(子Ａ:支給対象月①)

2/1～2/28
(子Ａ:支給対象月⑪)

3/1～3/31
(子Ｂ:支給対象月①)

4/1～4/30
(子Ｂ:支給対象月②)
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上限額　483,300円※（令和７年７月31日までは470,700円）
下限額     88,500円※（令和７年７月31日までは86,070円）
※　上限額及び下限額は、毎年８月１日に変更される場合があります。

令和７年８月１日現在の賃金月額の上限額と下限額

  

（３）支給要件
　育児時短就業を開始した日の属する月から育児時短就業を終了した日の属する
月までの各歴月（これを「支給対象月」といいます。）について、次の要件をす
べて満たしている場合に支給対象となります。

イ　支給対象月の初日から末日まで被保険者であること。
ロ　支給対象月に、１週間当たりの所定労働時間を短縮して就業した期間がある 
　こと。
ハ　支給対象月の初日から末日まで続けて、育児休業給付または介護休業給付を受給
　していないこと
ニ　支給対象月を対象に、高年齢雇用継続給付を受給していないこと

育児時短就業給付金の対象とならないケース
　　例示：月の途中で離職し、被保険者資格を喪失した場合

　　　　（３）支給要件イ「支給対象月の初日から末日まで被保険者であること。」を
　　　　　　満たさないため、離職した月は支給の対象となりません。

３/２０ 離職

３/1

３/２１ 被保険者資格喪失
　　　　（離職日の翌日）

時短就業

TNPQDS
四角形

TNPQDS
タイプライターテキスト
９０,４２０
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（４）支給対象期間
　育児時短就業給付金は、188ページの（3）支給要件で記載しているとおり、
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た日の属する月までの各歴月）」ごとに支給します。
ただし、次の①～④の日の属する月までが支給対象月となります。 
① 育児時短就業に係る子が２歳に達する日の前日 
② 産前産後休業、育児休業または介護休業を開始した日の前日 
③ 育児時短就業に係る子とは別の子を養育するために育児時短就業を開始した  
　  日の前月末日 
④ 子の死亡その他の事由により、子を養育しないこととなった日 
「その他の事由」とは、以下の事由をいいます。 
・子の離縁または養子縁組の取消（子が養子の場合） 
・子が他の者の養子となったこと等の事情により当該子と同居しなくなったこと
・特別養子縁組の成立の審判が確定することなく終了したこと、または、養子
縁組里親である被保険者への委託の措置が解除されたこと

・被保険者の疾病・負傷、または身体上・精神上の障害により、子が２歳に達
するまでの間、子を養育することができない状態になったこと

　同じ暦月（３月）において、子Ａの育児時短就業を終了し、別の子Ｂについ
て育児時短就業を開始した場合、その月（３月）は別の子Ｂの育児時短就業の
支給対象期間となり、子Ａの育児時短就業は前月（２月）までが支給対象月と
なります。

例示：月の途中から別の子について育児時短就業を開始した場合

4/16　子Ａについて
　育児時短就業を開始
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4/21　育児休業から復帰と
　　　同時に時短就業
(時短就業を開始した日)

3/20
時短就業を終了した日

3/21　時短就業から
　　　通常就業に復帰
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4/1～4/30
(子Ａ:支給対象月①)

2/1～2/28
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　育児時短就業を開始した日の属する月から育児時短就業を終了した日の属する
月までの各歴月（これを「支給対象月」といいます。）について、次の要件をす
べて満たしている場合に支給対象となります。

イ　支給対象月の初日から末日まで被保険者であること。
ロ　支給対象月に、１週間当たりの所定労働時間を短縮して就業した期間がある 
　こと。
ハ　支給対象月の初日から末日まで続けて、育児休業給付または介護休業給付を受給
　していないこと
ニ　支給対象月を対象に、高年齢雇用継続給付を受給していないこと

育児時短就業給付金の対象とならないケース
　　例示：月の途中で離職し、被保険者資格を喪失した場合

　　　　（３）支給要件イ「支給対象月の初日から末日まで被保険者であること。」を
　　　　　　満たさないため、離職した月は支給の対象となりません。
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時短就業
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（５）支給額
　育児時短就業給付金の支給額は、支給対象月ごとに支払われた賃金に応じて以
下の計算式により決定されます。なお、育児時短就業の前後で賃金が減少してい
ないと認められる場合や、一定の限度額に該当する場合には支給されませんので
ご注意ください。

※１　支払われた賃金額について 
　　臨時に支払われる賃金及び３か月を超える期間ごとに支払われる賃金を除いて、
　当該支給対象月に支払われた賃金をいいます。当該支給対象月を対象とした賃金で
　あっても、他の月に支払われた賃金は含みません。 
　　また、賃金算定の事由が各月ごとに発生し、本来各月ごとに支払われるべきとこ
　ろ、単に支払事務の便宜等のため数か月分一括して支払われる通勤手当等について
　は、当該賃金が支払われた以後の各支給対象月に、当該賃金額をその基礎となる月
　数で除した額が支払われたものと取り扱います。 

※２　支給率について 
　　ロの場合は、支給対象月に支払われた賃金額と支給額の合計が、育児時短就業開
　始時賃金月額を超えないよう、以下のとおり支給率を調整します。

※３　支給限度額について 
　　令和８年７月31日までの額：471,393円

イ　支払われた賃金額（※１）が育児時短就業開始時賃金月額の80％以下の場合
　　支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×10％

ロ　支払われた賃金額が育児時短就業開始時賃金月額の90％～100％未満の場合
　　支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×調整後の支給率（※２）

ハ　支払われた賃金と、イまたはロによる支給額の合計額が、支給限度額（※３）
　を超える場合
　　支給額＝支給限度額－支給対象月に支払われた賃金額

支給率 ＝　9,000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー90　×
1
100

育児時短就業開始時賃金月額
支給対象月に支払われた賃金額 × １００
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育児時短就業給付金が支給されないケースは以下のとおりです。 
〇 支給対象月に支払われた賃金額が、育児時短就業開始時賃金月額の100％以上
の場合 
 この場合は、育児時短就業の前後で賃金が減少していないものとして支給され
ません。 
〇 支給対象月に支払われた賃金額が、支給限度額以上の場合 
 支給対象月に支払われた賃金額が、一定額以上の場合は、給付金が支給されな
くなることがあり、このときの基準額を支給限度額といいます。このため、支給
対象月に支払われた賃金額が、471,393円（令和８年７月31日までの額）以上の
場合は支給されません。 
〇 190ページのイ～ハによる支給額が、最低限度額以下のとき 
 支給限度額とは逆に、算定された支給額が低額の場合は、給付金が支給されな
くなることがあり、このときの基準額を最低限度額といいます。このため、190
ページのイ～ハによって算定された支給額が、2,411円（令和８年７月31日まで
の額）以下の場合は、支給されません。

【支給算出額の事例２】 
　　育児時短就業開始時賃金月額：300,000円、 
　　支給対象月に支払われた賃金額：280,000円の場合 
　　　→ 190ページのロの場合に該当するため、 
　　　　支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×調整後の支給率となります。 
　　　　調整後の支給率は、 
          ｛9,000× 300,000÷ （280,000× 100） － 90｝ ÷　100
　　　　＝ 0.06428… ≒ 6.43％（小数点第３位を四捨五入）

　　　　よって、支給額＝280,000×6.43％＝18,004円

【支給算出額の事例１】 
　　育児時短就業開始時賃金月額：300,000円、 
　　支給対象月に支払われた賃金額：200,000円の場合 
　　　→ 190ページのイの場合に該当するため、
　　　　支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×10％となります。

　　　　よって、支給額＝200,000×10％＝20,000円

TNPQDS
四角形

TNPQDS
タイプライターテキスト
９０

TNPQDS
四角形

TNPQDS
タイプライターテキスト
90％超~
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（５）支給額
　育児時短就業給付金の支給額は、支給対象月ごとに支払われた賃金に応じて以
下の計算式により決定されます。なお、育児時短就業の前後で賃金が減少してい
ないと認められる場合や、一定の限度額に該当する場合には支給されませんので
ご注意ください。

※１　支払われた賃金額について 
　　臨時に支払われる賃金及び３か月を超える期間ごとに支払われる賃金を除いて、
　当該支給対象月に支払われた賃金をいいます。当該支給対象月を対象とした賃金で
　あっても、他の月に支払われた賃金は含みません。 
　　また、賃金算定の事由が各月ごとに発生し、本来各月ごとに支払われるべきとこ
　ろ、単に支払事務の便宜等のため数か月分一括して支払われる通勤手当等について
　は、当該賃金が支払われた以後の各支給対象月に、当該賃金額をその基礎となる月
　数で除した額が支払われたものと取り扱います。 

※２　支給率について 
　　ロの場合は、支給対象月に支払われた賃金額と支給額の合計が、育児時短就業開
　始時賃金月額を超えないよう、以下のとおり支給率を調整します。

※３　支給限度額について 
　　令和８年７月31日までの額：471,393円

イ　支払われた賃金額（※１）が育児時短就業開始時賃金月額の80％以下の場合
　　支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×10％

ロ　支払われた賃金額が育児時短就業開始時賃金月額の90％～100％未満の場合
　　支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×調整後の支給率（※２）

ハ　支払われた賃金と、イまたはロによる支給額の合計額が、支給限度額（※３）
　を超える場合
　　支給額＝支給限度額－支給対象月に支払われた賃金額

支給率 ＝　9,000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー90　×
1
100

育児時短就業開始時賃金月額
支給対象月に支払われた賃金額 × １００
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育児時短就業給付金が支給されないケースは以下のとおりです。 
〇 支給対象月に支払われた賃金額が、育児時短就業開始時賃金月額の100％以上
の場合 
 この場合は、育児時短就業の前後で賃金が減少していないものとして支給され
ません。 
〇 支給対象月に支払われた賃金額が、支給限度額以上の場合 
 支給対象月に支払われた賃金額が、一定額以上の場合は、給付金が支給されな
くなることがあり、このときの基準額を支給限度額といいます。このため、支給
対象月に支払われた賃金額が、471,393円（令和８年７月31日までの額）以上の
場合は支給されません。 
〇 190ページのイ～ハによる支給額が、最低限度額以下のとき 
 支給限度額とは逆に、算定された支給額が低額の場合は、給付金が支給されな
くなることがあり、このときの基準額を最低限度額といいます。このため、190
ページのイ～ハによって算定された支給額が、2,411円（令和８年７月31日まで
の額）以下の場合は、支給されません。

【支給算出額の事例２】 
　　育児時短就業開始時賃金月額：300,000円、 
　　支給対象月に支払われた賃金額：280,000円の場合 
　　　→ 190ページのロの場合に該当するため、 
　　　　支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×調整後の支給率となります。 
　　　　調整後の支給率は、 
          ｛9,000× 300,000÷ （280,000× 100） － 90｝ ÷　100
　　　　＝ 0.06428… ≒ 6.43％（小数点第３位を四捨五入）

　　　　よって、支給額＝280,000×6.43％＝18,004円

【支給算出額の事例１】 
　　育児時短就業開始時賃金月額：300,000円、 
　　支給対象月に支払われた賃金額：200,000円の場合 
　　　→ 190ページのイの場合に該当するため、
　　　　支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×10％となります。

　　　　よって、支給額＝200,000×10％＝20,000円
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〔早見表の見方〕 
　育児時短就業開始時賃金月額と比較した支給対象月に支払われた賃金額の割合（賃
金率）に応じた支給率を、支給対象月に支払われた賃金額に乗ずることにより、育児
時短就業給付金の支給額がわかります。
　（注１）育児時短就業開始時賃金月額は、算定した額が483,300円を超える場合は、
　　　　483,300円となります。また、算定した額が88,500円を下回る場合は、88,500円
　　　　となります。
　（注２）育児時短就業給付金の支給限度額は、471,393円ですので、支給対象月に支
　　　　払われた賃金の額に上記により算定した「支給額」を加えた額が471,393円を
　　　　超える場合は、471,393円から支給対象月に支払われた賃金の額を減じた額が
　　　　支給額となります。
　（注３）また、上記により算定した額が2,411円を超えない場合は、育児時短就業給
　　　　付金は支給されません。
　（注４）なお、（注１）から（注３）までの金額は、令和８年７月31日までの額で    
　　　　す。「毎月勤労統計」の平均定期給与額により毎年８月１日に改定されます。

【支給算出額の事例３】 
　　育児時短就業開始時賃金月額：483,300円（上限額）、 
　　支給対象月に支払われた賃金額：430,000円の場合 
　　　→ 190ページのイの場合に該当するため、 
　　　　支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×10％で算出され、 
　　　　支給額＝430,000×10％＝43,000円となりますが、 
　　　　この場合、190ページのハの場合に該当するため、 
　　　　（430,000円＋43,000円＝473,000円＞471,393円（支給限度額））
　　　支給額＝支給限度額－支給対象月に支払われた賃金額となります

　　　よって、支給額＝471,393円－430,000円＝41,393円

　なお、育児時短就業給付金の支給率については、以下の支給率早見表を参考にし
てください。
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（６）受給資格確認・支給申請
　雇用する被保険者が育児時短就業を開始したときは、次の手続が必要です。

イ　届出書類の提出について
　被保険者が育児時短就業を開始した場合は、初回の支給申請を行う日までに
「賃金証明書」及び「受給資格確認票」を、事業所の所在地を管轄するハロー
ワークに提出しなければなりません。ただし、受給資格の確認と初回支給申請
を同時に行う場合には、最初の支給対象月から起算して４か月を経過する日の
属する月の末日までに提出することができます。

届出書類･･･「所定労働時間短縮開始時賃金証明書（育児）」（＝賃金証明書） 
      　　　 「育児時短就業給付受給資格確認票･（初回）育児時短就業給付金支給申

請書」（＝受給資格確認票）
提出期間･･･受給資格確認手続のみ行う場合、初回の支給申請を行う日まで。受給資

格の確認と初回支給申請を同時に行う場合には、最初の支給対象月（育
児時短就業開始日の属する月）の初日から起算して４か月を経過する日
の属する月の末日まで。

　※ 被保険者が、育児時短就業を行う前に同一の子について育児休業を行っている
　　場合は、当該育児休業に係る育児休業給付の手続を先に行って下さい。
届 出 先･･･事業所の所在地を管轄する公共職業安定所
持参するもの･･･
（１）受給資格の確認手続のみ行う場合
○　賃金台帳、出勤簿、タイムカード、労働条件通知書、育児短時間勤務申出
書、育児短時間勤務取扱通知書、就業規則など育児時短就業を開始した日、賃
金の額と支払状況、週所定労働時間を確認できる書類
○　母子健康手帳など出産日、出産予定日及び育児の事実を確認できる書類

（２）初回申請も同時に行う場合
○　(１)の書類及び賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、タイムカード等支給対象月
の賃金支払い状況等を証明できる書類（短縮後の週所定労働時間が20時間を
下回る場合は、就業規則などの子が小学校就学の始期に達するまでに週所定労
働時間が20時間以上に復帰する前提であることが確認できる書類も添付が必
要です。）

※　受給資格確認票は、マイナンバーを記載して提出してください。
※　育児休業給付の対象となる育児休業から引き続き、同一の子について育児時短就
　業を開始した場合（186ページ参照）は、届出書類の「賃金証明書」及び持参す
　るものの「〇母子健康手帳など出産日、出産予定日及び育児の事実を確認できる書
　類」の提出は不要です。
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〔早見表の見方〕 
　育児時短就業開始時賃金月額と比較した支給対象月に支払われた賃金額の割合（賃
金率）に応じた支給率を、支給対象月に支払われた賃金額に乗ずることにより、育児
時短就業給付金の支給額がわかります。
　（注１）育児時短就業開始時賃金月額は、算定した額が483,300円を超える場合は、
　　　　483,300円となります。また、算定した額が88,500円を下回る場合は、88,500円
　　　　となります。
　（注２）育児時短就業給付金の支給限度額は、471,393円ですので、支給対象月に支
　　　　払われた賃金の額に上記により算定した「支給額」を加えた額が471,393円を
　　　　超える場合は、471,393円から支給対象月に支払われた賃金の額を減じた額が
　　　　支給額となります。
　（注３）また、上記により算定した額が2,411円を超えない場合は、育児時短就業給
　　　　付金は支給されません。
　（注４）なお、（注１）から（注３）までの金額は、令和８年７月31日までの額で    
　　　　す。「毎月勤労統計」の平均定期給与額により毎年８月１日に改定されます。

【支給算出額の事例３】 
　　育児時短就業開始時賃金月額：483,300円（上限額）、 
　　支給対象月に支払われた賃金額：430,000円の場合 
　　　→ 190ページのイの場合に該当するため、 
　　　　支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×10％で算出され、 
　　　　支給額＝430,000×10％＝43,000円となりますが、 
　　　　この場合、190ページのハの場合に該当するため、 
　　　　（430,000円＋43,000円＝473,000円＞471,393円（支給限度額））
　　　支給額＝支給限度額－支給対象月に支払われた賃金額となります

　　　よって、支給額＝471,393円－430,000円＝41,393円

　なお、育児時短就業給付金の支給率については、以下の支給率早見表を参考にし
てください。
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（６）受給資格確認・支給申請
　雇用する被保険者が育児時短就業を開始したときは、次の手続が必要です。

イ　届出書類の提出について
　被保険者が育児時短就業を開始した場合は、初回の支給申請を行う日までに
「賃金証明書」及び「受給資格確認票」を、事業所の所在地を管轄するハロー
ワークに提出しなければなりません。ただし、受給資格の確認と初回支給申請
を同時に行う場合には、最初の支給対象月から起算して４か月を経過する日の
属する月の末日までに提出することができます。

届出書類･･･「所定労働時間短縮開始時賃金証明書（育児）」（＝賃金証明書） 
      　　　 「育児時短就業給付受給資格確認票･（初回）育児時短就業給付金支給申

請書」（＝受給資格確認票）
提出期間･･･受給資格確認手続のみ行う場合、初回の支給申請を行う日まで。受給資

格の確認と初回支給申請を同時に行う場合には、最初の支給対象月（育
児時短就業開始日の属する月）の初日から起算して４か月を経過する日
の属する月の末日まで。

　※ 被保険者が、育児時短就業を行う前に同一の子について育児休業を行っている
　　場合は、当該育児休業に係る育児休業給付の手続を先に行って下さい。
届 出 先･･･事業所の所在地を管轄する公共職業安定所
持参するもの･･･
（１）受給資格の確認手続のみ行う場合
○　賃金台帳、出勤簿、タイムカード、労働条件通知書、育児短時間勤務申出
書、育児短時間勤務取扱通知書、就業規則など育児時短就業を開始した日、賃
金の額と支払状況、週所定労働時間を確認できる書類
○　母子健康手帳など出産日、出産予定日及び育児の事実を確認できる書類

（２）初回申請も同時に行う場合
○　(１)の書類及び賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、タイムカード等支給対象月
の賃金支払い状況等を証明できる書類（短縮後の週所定労働時間が20時間を
下回る場合は、就業規則などの子が小学校就学の始期に達するまでに週所定労
働時間が20時間以上に復帰する前提であることが確認できる書類も添付が必
要です。）

※　受給資格確認票は、マイナンバーを記載して提出してください。
※　育児休業給付の対象となる育児休業から引き続き、同一の子について育児時短就
　業を開始した場合（186ページ参照）は、届出書類の「賃金証明書」及び持参す
　るものの「〇母子健康手帳など出産日、出産予定日及び育児の事実を確認できる書
　類」の提出は不要です。
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（７）支給申請
　育児時短就業給付金の支給申請に必要な手続きは以下のとおりです。

　なお、育児休業給付金の対象となる育児休業から引き続き、同一の子について
育児時短就業を開始した場合（186ページ参照）は、「賃金証明書」の提出は不要
です。

ロ　受給資格の確認とその通知について
　　上記イの届出書類を提出後、育児時短就業給付の受給資格がある場合は「育
児時短就業給付受給資格確認通知書」及び次回使用すべき「育児時短就業給付
金支給申請書」を交付します。 
　　また、受給資格がない場合は「育児時短就業給付受給資格否認通知書」を交
付します。 
　　これらの通知書は、（受給資格を確認した場合は支給申請書とともに）必ず
被保険者にお渡しください。

ハ　次回支給申請日等の指定について
　　「育児時短就業給付次回支給申請日指定通知書（事業主通知用）」は、次回支
給申請期間を指定するもので、事業主の方に通知されます。
　　

届出書類･･･「育児時短就業給付金支給申請書」（＝時短支給申請書）
提出期間･･･支給対象月の初日から起算して４か月を経過する日の属する月の末日ま 
　　　　　  で。
届出先･･･事業所の所在地を管轄する公共職業安定所
持参するもの･･･

賃金台帳、出勤簿、タイムカード、労働条件通知書、育児短時間勤務申出
書、育児短時間勤務取扱通知書など支給対象月の賃金の額と支払状況、育
児時短就業中の週所定労働時間を確認できる書類

※　従前の支給対象月から、育児時短就業中の週所定労働時間の変更がない場合は、
　育児時短就業中の週所定労働時間を確認できるものの提出は不要です。
※　事業所における所定労働時間の引き下げなどによって、被保険者に適用される本
　来の週所定労働時間が変更された場合は、時短支給申請書の「本来の週所定労働時
　間（変更があった場合）」に記載し、就業規則などの本来の週所定労働時間などの
　本来の週所定労働時間を確認できるものを提出してください。
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（８）支給申請の結果について
　支給申請後は、支給の可否及び支給額を記載した「育児時短就業給付金支給決
定通知書」と次回の支給申請の際に使用する「育児時短就業給付金支給申請書」
を交付いたしますので、必ず被保険者に対して交付してください。（被保険者本
人へ郵送で交付される場合には、事業主は、被保険者本人から当該通知を受け
取ってください。）

（９）給付金の口座振込みについて
　支給決定された育児時短就業給付金は、支給決定日（支給決定通知書に印字さ
れています。）から約１週間後に、申請者本人が指定した金融機関の本人名義の
普通預金（貯金）口座に振り込まれます。 
　また、振込者名は「コウセイロウドウショウ ショクギョウアンテイキョク」と
なります（金融機関によっては、振込者名の表示が途切れたりする場合がありま
す）。

イ　育児時短就業給付金の支給を受ける場合について
　　育児時短就業給付金は、各支給単位期間（支給対象月）について、「支給要
　件」を満たした場合に支給されます。（188ページ参照）
　
ロ　支給申請の時期について
　　支給申請は、原則として２つの支給対象月ごとに行います。 
　　なお、支給申請の期限は、支給対象月の初日から起算して４か月を経過する
日の属する月の末日までの期間となっています。（「次回支給申請日指定通知書（事
業主用）」に印字されています。） 
　　※ 被保険者本人が希望する場合、１つの支給対象月について支給申請を行う
　ことも可能です。

ハ　同じ子の養育のために再度時短就業をすることになった場合
　　育児時短就業給付金の対象となる育児時短就業に回数の制限はありませんの
で、再度の育児時短就業をしている各月について、支給要件（188 ページ参照）
を満たしている場合は、育児時短就業給付金の対象となります。 
　　同じ子について再度の育児時短就業を開始し、育児時短就業給付金の支給を
受ける場合は、再度の受給資格確認（「賃金証明書」及び「受給資格確認票」の提出）
は不要ですので、被保険者を雇用している事業主の方より、新たに支給を受け
ようとする支給対象月の初日から起算して４か月を経過する日の属する月の末
日までに、「時短支給申請書」と添付書類（194 ページ参照）を、事業所の所在
地を管轄する公共職業安定所に提出してください。



194

（７）支給申請
　育児時短就業給付金の支給申請に必要な手続きは以下のとおりです。

　なお、育児休業給付金の対象となる育児休業から引き続き、同一の子について
育児時短就業を開始した場合（186ページ参照）は、「賃金証明書」の提出は不要
です。

ロ　受給資格の確認とその通知について
　　上記イの届出書類を提出後、育児時短就業給付の受給資格がある場合は「育
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金支給申請書」を交付します。 
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被保険者にお渡しください。

ハ　次回支給申請日等の指定について
　　「育児時短就業給付次回支給申請日指定通知書（事業主通知用）」は、次回支
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持参するもの･･･

賃金台帳、出勤簿、タイムカード、労働条件通知書、育児短時間勤務申出
書、育児短時間勤務取扱通知書など支給対象月の賃金の額と支払状況、育
児時短就業中の週所定労働時間を確認できる書類

※　従前の支給対象月から、育児時短就業中の週所定労働時間の変更がない場合は、
　育児時短就業中の週所定労働時間を確認できるものの提出は不要です。
※　事業所における所定労働時間の引き下げなどによって、被保険者に適用される本
　来の週所定労働時間が変更された場合は、時短支給申請書の「本来の週所定労働時
　間（変更があった場合）」に記載し、就業規則などの本来の週所定労働時間などの
　本来の週所定労働時間を確認できるものを提出してください。
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（８）支給申請の結果について
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れています。）から約１週間後に、申請者本人が指定した金融機関の本人名義の
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　また、振込者名は「コウセイロウドウショウ ショクギョウアンテイキョク」と
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す）。

イ　育児時短就業給付金の支給を受ける場合について
　　育児時短就業給付金は、各支給単位期間（支給対象月）について、「支給要
　件」を満たした場合に支給されます。（188ページ参照）
　
ロ　支給申請の時期について
　　支給申請は、原則として２つの支給対象月ごとに行います。 
　　なお、支給申請の期限は、支給対象月の初日から起算して４か月を経過する
日の属する月の末日までの期間となっています。（「次回支給申請日指定通知書（事
業主用）」に印字されています。） 

　　※ 被保険者本人が希望する場合、１つの支給対象月について支給申請を行う
　ことも可能です。

ハ　同じ子の養育のために再度時短就業をすることになった場合
　　育児時短就業給付金の対象となる育児時短就業に回数の制限はありませんの
で、再度の育児時短就業をしている各月について、支給要件（188 ページ参照）
を満たしている場合は、育児時短就業給付金の対象となります。 

　　同じ子について再度の育児時短就業を開始し、育児時短就業給付金の支給を
受ける場合は、再度の受給資格確認（「賃金証明書」及び「受給資格確認票」の提出）
は不要ですので、被保険者を雇用している事業主の方より、新たに支給を受け
ようとする支給対象月の初日から起算して４か月を経過する日の属する月の末
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（1）経過措置
　令和７年４月１日から出生後休業支援給付金及び育児時短就業給付金の創設が
されました。この施行日前後における育児休業等給付の取扱いは以下のとおりで
す。
○出生後休業支援給付金
・施行日前から出生時育児休業給付及び育児休業給付の対象となる育児休業
を取得している場合は、（２）支給要件イ※１（176ページ参照）の「子
の出生日または出産予定日のうち早い日」を「令和７年４月１日」として
要件を確認します。
・施行日前から出生時育児休業給付及び育児休業給付の対象となる育児休業
を取得している場合で、令和７年４月１日以後の期間において、出生後休
業の日数が14日以上ある場合は、その日数に応じて出生後休業支援給付金
が支給されます。

○育児時短就業給付金
・施行日前から育児時短就業に相当する就業を行っている場合は、施行日を
育児時短就業を開始した日とみなして、受給資格及び各月の支給要件を満
たす場合、令和７年４月以降の支給対象月について支給がされます。
・この場合の受給資格の確認及び育児時短就業給付賃金日額については、施
行日を育児時短就業を開始した日とみなして、確認・算定を行います。

　　※　詳しくは公共職業安定所にお尋ねください。

（2）受給中に本人が死亡したとき
　育児休業等給付の支給を受けることができる対象者が死亡した場合において、
その方に支給されるべき育児休業等給付でまだ支給されていないものがあるとき
は、生計を同じにしていた遺族の方が支給申請を行うことができます。
　これを、未支給育児休業給付といいます。この請求は、死亡した日の翌日から
起算して６か月以内にする必要があります。
　詳しくは、事業所を管轄する公共職業安定所にお問い合わせください。

（3）不正を行ったとき
　本来は、育児休業給付を受けることができないにもかかわらず、不正な手段に
より育児休業給付の支給を受け、または受けようとした場合（実際に受けたか否
かを問いません。）は、不正受給の処分を受けることとなります。
　このような場合、不正受給した金額の３倍の金額を納めなければならず、これ
らの支払いを怠った場合は、財産の差し押さえが行われる場合がありますので、
支給申請書の記載内容をよくお確かめのうえ、ご提出をお願いします。
　また、事業主が虚偽の支給申請書等を提出した場合等は、事業主も本人と連帯
して処分等を受けることとなります。

（参考）産後休業後の育児休業開始日早見表

出産月

出産日
１月

（閏年の場合）
２月

（閏年の場合）
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

1 2/27 3/30 （3/29） 4/27 5/28 6/27 7/28 8/27 9/27 10/28 11/27 12/28 1/27

2 2/28 3/31 （3/30） 4/28 5/29 6/28 7/29 8/28 9/28 10/29 11/28 12/29 1/28

3 3/1 （2/29） 4/1 （3/31） 4/29 5/30 6/29 7/30 8/29 9/29 10/30 11/29 12/30 1/29

4 3/2 （3/1） 4/2 （4/1） 4/30 5/31 6/30 7/31 8/30 9/30 10/31 11/30 12/31 1/30

5 3/3 （3/2） 4/3 （4/2） 5/1 6/1 7/1 8/1 8/31 10/1 11/1 12/1 1/1 1/31

6 3/4 （3/3） 4/4 （4/3） 5/2 6/2 7/2 8/2 9/1 10/2 11/2 12/2 1/2 2/1

7 3/5 （3/4） 4/5 （4/4） 5/3 6/3 7/3 8/3 9/2 10/3 11/3 12/3 1/3 2/2

8 3/6 （3/5） 4/6 （4/5） 5/4 6/4 7/4 8/4 9/3 10/4 11/4 12/4 1/4 2/3

9 3/7 （3/6） 4/7 （4/6） 5/5 6/5 7/5 8/5 9/4 10/5 11/5 12/5 1/5 2/4

10 3/8 （3/7） 4/8 （4/7） 5/6 6/6 7/6 8/6 9/5 10/6 11/6 12/6 1/6 2/5

11 3/9 （3/8） 4/9 （4/8） 5/7 6/7 7/7 8/7 9/6 10/7 11/7 12/7 1/7 2/6

12 3/10 （3/9） 4/10 （4/9） 5/8 6/8 7/8 8/8 9/7 10/8 11/8 12/8 1/8 2/7

13 3/11 （3/10） 4/11 （4/10） 5/9 6/9 7/9 8/9 9/8 10/9 11/9 12/9 1/9 2/8

14 3/12 （3/11） 4/12 （4/11） 5/10 6/10 7/10 8/10 9/9 10/10 11/10 12/10 1/10 2/9

15 3/13 （3/12） 4/13 （4/12） 5/11 6/11 7/11 8/11 9/10 10/11 11/11 12/11 1/11 2/10

16 3/14 （3/13） 4/14 （4/13） 5/12 6/12 7/12 8/12 9/11 10/12 11/12 12/12 1/12 2/11

17 3/15 （3/14） 4/15 （4/14） 5/13 6/13 7/13 8/13 9/12 10/13 11/13 12/13 1/13 2/12

18 3/16 （3/15） 4/16 （4/15） 5/14 6/14 7/14 8/14 9/13 10/14 11/14 12/14 1/14 2/13

19 3/17 （3/16） 4/17 （4/16） 5/15 6/15 7/15 8/15 9/14 10/15 11/15 12/15 1/15 2/14

20 3/18 （3/17） 4/18 （4/17） 5/16 6/16 7/16 8/16 9/15 10/16 11/16 12/16 1/16 2/15

21 3/19 （3/18） 4/19 （4/18） 5/17 6/17 7/17 8/17 9/16 10/17 11/17 12/17 1/17 2/16

22 3/20 （3/19） 4/20 （4/19） 5/18 6/18 7/18 8/18 9/17 10/18 11/18 12/18 1/18 2/17

23 3/21 （3/20） 4/21 （4/20） 5/19 6/19 7/19 8/19 9/18 10/19 11/19 12/19 1/19 2/18

24 3/22 （3/21） 4/22 （4/21） 5/20 6/20 7/20 8/20 9/19 10/20 11/20 12/20 1/20 2/19

25 3/23 （3/22） 4/23 （4/22） 5/21 6/21 7/21 8/21 9/20 10/21 11/21 12/21 1/21 2/20

26 3/24 （3/23） 4/24 （4/23） 5/22 6/22 7/22 8/22 9/21 10/22 11/22 12/22 1/22 2/21

27 3/25 （3/24） 4/25 （4/24） 5/23 6/23 7/23 8/23 9/22 10/23 11/23 12/23 1/23 2/22

28 3/26 （3/25） 4/26 （4/25） 5/24 6/24 7/24 8/24 9/23 10/24 11/24 12/24 1/24 2/23

29 3/27 （3/26） （4/26） 5/25 6/25 7/25 8/25 9/24 10/25 11/25 12/25 1/25 2/24

30 3/28 （3/27） 5/26 6/26 7/26 8/26 9/25 10/26 11/26 12/26 1/26 2/25

31 3/29 （3/28） 5/27 7/27 9/26 10/27 12/27 2/26

（注）対象となる育児休業には、産後休業（産後 8週間）は含まれませんので、出産の日から（出産日を含む）58 日目が
育児休業開始日になります。

〈ご案内〉
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（1）経過措置
　令和７年４月１日から出生後休業支援給付金及び育児時短就業給付金の創設が
されました。この施行日前後における育児休業等給付の取扱いは以下のとおりで
す。
○出生後休業支援給付金
・施行日前から出生時育児休業給付及び育児休業給付の対象となる育児休業
を取得している場合は、（２）支給要件イ※１（176ページ参照）の「子
の出生日または出産予定日のうち早い日」を「令和７年４月１日」として
要件を確認します。
・施行日前から出生時育児休業給付及び育児休業給付の対象となる育児休業
を取得している場合で、令和７年４月１日以後の期間において、出生後休
業の日数が14日以上ある場合は、その日数に応じて出生後休業支援給付金
が支給されます。

○育児時短就業給付金
・施行日前から育児時短就業に相当する就業を行っている場合は、施行日を
育児時短就業を開始した日とみなして、受給資格及び各月の支給要件を満
たす場合、令和７年４月以降の支給対象月について支給がされます。
・この場合の受給資格の確認及び育児時短就業給付賃金日額については、施
行日を育児時短就業を開始した日とみなして、確認・算定を行います。

　　※　詳しくは公共職業安定所にお尋ねください。

（2）受給中に本人が死亡したとき
　育児休業等給付の支給を受けることができる対象者が死亡した場合において、
その方に支給されるべき育児休業等給付でまだ支給されていないものがあるとき
は、生計を同じにしていた遺族の方が支給申請を行うことができます。
　これを、未支給育児休業給付といいます。この請求は、死亡した日の翌日から
起算して６か月以内にする必要があります。
　詳しくは、事業所を管轄する公共職業安定所にお問い合わせください。

（3）不正を行ったとき
　本来は、育児休業給付を受けることができないにもかかわらず、不正な手段に
より育児休業給付の支給を受け、または受けようとした場合（実際に受けたか否
かを問いません。）は、不正受給の処分を受けることとなります。
　このような場合、不正受給した金額の３倍の金額を納めなければならず、これ
らの支払いを怠った場合は、財産の差し押さえが行われる場合がありますので、
支給申請書の記載内容をよくお確かめのうえ、ご提出をお願いします。
　また、事業主が虚偽の支給申請書等を提出した場合等は、事業主も本人と連帯
して処分等を受けることとなります。

（参考）産後休業後の育児休業開始日早見表

出産月

出産日
１月

（閏年の場合）
２月

（閏年の場合）
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

1 2/27 3/30 （3/29） 4/27 5/28 6/27 7/28 8/27 9/27 10/28 11/27 12/28 1/27

2 2/28 3/31 （3/30） 4/28 5/29 6/28 7/29 8/28 9/28 10/29 11/28 12/29 1/28

3 3/1 （2/29） 4/1 （3/31） 4/29 5/30 6/29 7/30 8/29 9/29 10/30 11/29 12/30 1/29

4 3/2 （3/1） 4/2 （4/1） 4/30 5/31 6/30 7/31 8/30 9/30 10/31 11/30 12/31 1/30

5 3/3 （3/2） 4/3 （4/2） 5/1 6/1 7/1 8/1 8/31 10/1 11/1 12/1 1/1 1/31

6 3/4 （3/3） 4/4 （4/3） 5/2 6/2 7/2 8/2 9/1 10/2 11/2 12/2 1/2 2/1

7 3/5 （3/4） 4/5 （4/4） 5/3 6/3 7/3 8/3 9/2 10/3 11/3 12/3 1/3 2/2

8 3/6 （3/5） 4/6 （4/5） 5/4 6/4 7/4 8/4 9/3 10/4 11/4 12/4 1/4 2/3

9 3/7 （3/6） 4/7 （4/6） 5/5 6/5 7/5 8/5 9/4 10/5 11/5 12/5 1/5 2/4

10 3/8 （3/7） 4/8 （4/7） 5/6 6/6 7/6 8/6 9/5 10/6 11/6 12/6 1/6 2/5

11 3/9 （3/8） 4/9 （4/8） 5/7 6/7 7/7 8/7 9/6 10/7 11/7 12/7 1/7 2/6

12 3/10 （3/9） 4/10 （4/9） 5/8 6/8 7/8 8/8 9/7 10/8 11/8 12/8 1/8 2/7

13 3/11 （3/10） 4/11 （4/10） 5/9 6/9 7/9 8/9 9/8 10/9 11/9 12/9 1/9 2/8

14 3/12 （3/11） 4/12 （4/11） 5/10 6/10 7/10 8/10 9/9 10/10 11/10 12/10 1/10 2/9

15 3/13 （3/12） 4/13 （4/12） 5/11 6/11 7/11 8/11 9/10 10/11 11/11 12/11 1/11 2/10

16 3/14 （3/13） 4/14 （4/13） 5/12 6/12 7/12 8/12 9/11 10/12 11/12 12/12 1/12 2/11

17 3/15 （3/14） 4/15 （4/14） 5/13 6/13 7/13 8/13 9/12 10/13 11/13 12/13 1/13 2/12

18 3/16 （3/15） 4/16 （4/15） 5/14 6/14 7/14 8/14 9/13 10/14 11/14 12/14 1/14 2/13

19 3/17 （3/16） 4/17 （4/16） 5/15 6/15 7/15 8/15 9/14 10/15 11/15 12/15 1/15 2/14

20 3/18 （3/17） 4/18 （4/17） 5/16 6/16 7/16 8/16 9/15 10/16 11/16 12/16 1/16 2/15

21 3/19 （3/18） 4/19 （4/18） 5/17 6/17 7/17 8/17 9/16 10/17 11/17 12/17 1/17 2/16

22 3/20 （3/19） 4/20 （4/19） 5/18 6/18 7/18 8/18 9/17 10/18 11/18 12/18 1/18 2/17

23 3/21 （3/20） 4/21 （4/20） 5/19 6/19 7/19 8/19 9/18 10/19 11/19 12/19 1/19 2/18

24 3/22 （3/21） 4/22 （4/21） 5/20 6/20 7/20 8/20 9/19 10/20 11/20 12/20 1/20 2/19

25 3/23 （3/22） 4/23 （4/22） 5/21 6/21 7/21 8/21 9/20 10/21 11/21 12/21 1/21 2/20

26 3/24 （3/23） 4/24 （4/23） 5/22 6/22 7/22 8/22 9/21 10/22 11/22 12/22 1/22 2/21

27 3/25 （3/24） 4/25 （4/24） 5/23 6/23 7/23 8/23 9/22 10/23 11/23 12/23 1/23 2/22

28 3/26 （3/25） 4/26 （4/25） 5/24 6/24 7/24 8/24 9/23 10/24 11/24 12/24 1/24 2/23

29 3/27 （3/26） （4/26） 5/25 6/25 7/25 8/25 9/24 10/25 11/25 12/25 1/25 2/24

30 3/28 （3/27） 5/26 6/26 7/26 8/26 9/25 10/26 11/26 12/26 1/26 2/25

31 3/29 （3/28） 5/27 7/27 9/26 10/27 12/27 2/26

（注）対象となる育児休業には、産後休業（産後 8週間）は含まれませんので、出産の日から（出産日を含む）58 日目が
育児休業開始日になります。

〈ご案内〉
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８　育児休業給付各種申請書等の記載例及び通知例

⑬欄「賃金に関する特記事項」

賃金）について記入してください。
　該当がない場合には斜線を引いてください。

⑭欄「（休業開始時における）雇用期間」

　⑭欄には休業開始時点での休業を行う者について
の雇用期間の定めの有無を記入してください。

198

⑦欄「休業等を開始した日の前日に離職した
とみなした場合の被保険者期間算定対象期間」

　「休業等を開始した日」欄は、④欄と同じ日付を
記入してください。
　休業を開始した日から遡って賃金支払基礎日数
が11 日以上又は、賃金の支払いの基礎となった労
働時間数が 80 時間以上ある月を 2年間記入します
が、11日以上又は、賃金の支払いの基礎となった労
働時間数が80時間以上ある被保険者算定対象期
間を直近より 12 か月以上記入があれば以下は記入
を省略できます。
（※当該記入方法については、離職票への記入方法
50ページに準じた取り扱いをお願いいたします。）

⑧欄「⑦の期間における賃金支払基礎日数」

　⑦欄の期間における賃金の支払の基礎となった日
数を記入してください。
　有給休暇の対象となった日、休業手当の対象と
なった日を含みます。

⑨欄「賃金支払対象期間」

　最上段には、休業を開始した日の直前の賃金締切
日の翌日から、休業を開始した日の前日までの期間
を記入し、以下順次さかのぼって賃金締切日の翌日

い。ただし、完全月で⑩欄の基礎日数 11日以上の
月が、6か月以上あれば、それ以前は省略できます。
　休業開始日が令和 2年 8月 1日以降であって、⑩
欄の日数が 11 日以上の完全月が 6か月以上ない場
合は、⑩欄の日数が 10 日以下の期間について、当
該期間における賃金支払いの基礎となった時間数を
⑫欄に記入してください。
（※当該記入方法については、離職票への記入方法
50ページに準じた取り扱いをお願いいたします。）

④欄「休業等を開始した日の年月日」

業を開始した日を記入してください。

⑫欄「備考」

　⑦欄から⑪欄の参考となることを記入してくださ
い。

合場るあがい払未金賃 ・例
賃金締切日を変更した場合 ・　

日給者の場合は、１週間の所定労働時間を記入
してください。
 ・　

がない場合
出産、傷病等で引き続き30日以上賃金の支払い

等　合場るあがとこたれわ払支が当手業休 ・　
、てっあで降以日１月８年２和令が日始開業休 ・　

⑧欄の基礎日数が 11 日以上の月が 12 か月以上
ない場合、又は、⑩欄の基礎日数が 11 日以上
の完全月が６か月ない場合は、⑧欄及び⑩欄の
基礎日数が 10 日以下の期間について、当該期
間における賃金支払いの基礎となった時間数を
記入してください。

⑪欄「賃金額」

　月給者はⒶ欄に、日給者はⒷ欄に記入しますが、
日給者に月単位で支払われる賃金（家族手当等）は
Ⓐ欄に記入し、合計額を計欄に記入してください。
　Ⓐ欄又はⒷ欄の記載のみで足りる場合は、計欄の
記入は省略して差し支えありません。記入しない欄
は斜線を引いてください。

⑩欄「⑨の基礎日数」

　⑨欄の期間における賃金支払の基礎となった日数
を記入してください。
　有給休暇の対象となった日、休業手当の対象と
なった日を含みます。

　当該日を起算点とすると被保険者期間要件を満
たさないものの、産前休業開始日等（159ページ参照）
を起算点とすることで被保険者期間要件を満たす
場合は、産前休業開始日等を記入してください。

※休業を開始した日から遡った場合に要件を満た
さず、産前休業開始日等を起算点とする場合（159
ページ参照）、④⑦⑧欄は「休業を開始した日」を
「産前休業を開始した日」等と読み替えて記載し
てください。⑨⑩⑪欄は従前のとおり、育児休業
を開始した日から遡って記載してください。詳細
については、ハローワークにお尋ねください。
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８　育児休業給付各種申請書等の記載例及び通知例

⑬欄「賃金に関する特記事項」

賃金）について記入してください。
　該当がない場合には斜線を引いてください。

⑭欄「（休業開始時における）雇用期間」

　⑭欄には休業開始時点での休業を行う者について
の雇用期間の定めの有無を記入してください。
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⑦欄「休業等を開始した日の前日に離職した
とみなした場合の被保険者期間算定対象期間」

　「休業等を開始した日」欄は、④欄と同じ日付を
記入してください。
　休業を開始した日から遡って賃金支払基礎日数
が11 日以上又は、賃金の支払いの基礎となった労
働時間数が 80 時間以上ある月を 2年間記入します
が、11日以上又は、賃金の支払いの基礎となった労
働時間数が80時間以上ある被保険者算定対象期
間を直近より 12 か月以上記入があれば以下は記入
を省略できます。
（※当該記入方法については、離職票への記入方法
50ページに準じた取り扱いをお願いいたします。）

⑧欄「⑦の期間における賃金支払基礎日数」

　⑦欄の期間における賃金の支払の基礎となった日
数を記入してください。
　有給休暇の対象となった日、休業手当の対象と
なった日を含みます。

⑨欄「賃金支払対象期間」

　最上段には、休業を開始した日の直前の賃金締切
日の翌日から、休業を開始した日の前日までの期間
を記入し、以下順次さかのぼって賃金締切日の翌日

い。ただし、完全月で⑩欄の基礎日数 11日以上の
月が、6か月以上あれば、それ以前は省略できます。
　休業開始日が令和 2年 8月 1日以降であって、⑩
欄の日数が 11 日以上の完全月が 6か月以上ない場
合は、⑩欄の日数が 10 日以下の期間について、当
該期間における賃金支払いの基礎となった時間数を
⑫欄に記入してください。
（※当該記入方法については、離職票への記入方法
50ページに準じた取り扱いをお願いいたします。）

④欄「休業等を開始した日の年月日」

業を開始した日を記入してください。

⑫欄「備考」
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合場るあがい払未金賃 ・例
賃金締切日を変更した場合 ・　

日給者の場合は、１週間の所定労働時間を記入
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 ・　
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等　合場るあがとこたれわ払支が当手業休 ・　
、てっあで降以日１月８年２和令が日始開業休 ・　

⑧欄の基礎日数が 11 日以上の月が 12 か月以上
ない場合、又は、⑩欄の基礎日数が 11 日以上
の完全月が６か月ない場合は、⑧欄及び⑩欄の
基礎日数が 10 日以下の期間について、当該期
間における賃金支払いの基礎となった時間数を
記入してください。

⑪欄「賃金額」

　月給者はⒶ欄に、日給者はⒷ欄に記入しますが、
日給者に月単位で支払われる賃金（家族手当等）は
Ⓐ欄に記入し、合計額を計欄に記入してください。
　Ⓐ欄又はⒷ欄の記載のみで足りる場合は、計欄の
記入は省略して差し支えありません。記入しない欄
は斜線を引いてください。

⑩欄「⑨の基礎日数」

　⑨欄の期間における賃金支払の基礎となった日数
を記入してください。
　有給休暇の対象となった日、休業手当の対象と
なった日を含みます。

　当該日を起算点とすると被保険者期間要件を満
たさないものの、産前休業開始日等（159ページ参照）
を起算点とすることで被保険者期間要件を満たす
場合は、産前休業開始日等を記入してください。

※休業を開始した日から遡った場合に要件を満た
さず、産前休業開始日等を起算点とする場合（159
ページ参照）、④⑦⑧欄は「休業を開始した日」を
「産前休業を開始した日」等と読み替えて記載し
てください。⑨⑩⑪欄は従前のとおり、育児休業
を開始した日から遡って記載してください。詳細
については、ハローワークにお尋ねください。
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（2）育児休業給付受給資格確認票
　　　・出生時育児休業給付金/出生後休業支援給付金支給申請書の記載例

5「育児休業開始年月日」

・ 被保険者が出生時育児休業を開始した年月日を記入
してください。

4「事業所番号」

・当該事業所の事業所番号を記入してください。

12、16「支給期間」

・出生時育児休業期間を記入してください。
・分割して取得した場合、16に２回目の出生時育児休
　業期間を記入してください。

1「被保険者番号」

・ 被保険者証に記載されている被保険者番号を記入し
てください。

8「個人番号」

・ 必ず番号確認と身元確認の本人確認を行った上で、
個人番号（マイナンバー）を記入してください。
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23「払渡希望金融機関指定届」

・個人番号の登録が完了している方で、マイナポータル
　に登録されている公金受取口座への振込を新たに希望
　される場合は「1」を記載してください。「1」を記入
　した場合は、金融機関情報について記載の必要はあり
　ません。金融機関情報の記載があった場合には記載さ
　れた金融機関情報への振込を優先します。 

 

20「配偶者の被保険者番号」、
21「配偶者の育児休業開始年月日」、
22「配偶者の状態」 

　出生後休業支援給付金の支給申請を行う場合、20・
21・22のいずれか（複数記載は不可）を次のとおり記
入してください。 
・配偶者が雇用保険被保険者であって、出生時育児休
業給付金または育児休業給付金が支給される育児休
業を一定の期間に14日以上取得した場合は、20欄に
被保険者番号を記入してください。 
・配偶者が公務員（雇用保険被保険者である場合を除
く。）であって、各種法律に基づく育児休業を一定の
期間に14日以上取得した場合は、21欄に育児休業開
始年月日を記入してください。 
・配偶者が、子の出生日の翌日において配偶者の育児
休業を要件としない場合に該当する場合は、22欄に
該当する番号を記入してください。

「備　考」

 備考欄に、賃金締切日・支払日、通勤手当について記入してください。
 

 

 

6「出産年月日」、7「出産予定日」

・出生時育児休業に係る子の出産年月日、出産予定日を記入
　してください。

9、10「被保険者の住所」、11「被保険者の電話番号」

・被保険者の郵便番号、住所、電話番号を記入してください。

15、19「支払われた賃金額」

・ 12、16の支給期間中の就労に対して支払われた賃金の額を
記入してください。
・ 「支払われた賃金額」については、153ページを参照してく
ださい。

13、17「就業日数」、14、18「就業時間」

・ 12、16の支給期間において就業した日数をそれぞれ13、17
に記入してください。
・ 12、16の支給期間において就業した時間数をそれぞれ14、
18に記入してください。（１時間未満の時間数は切り捨て）。

「事業所名 (所在地・電話番号 )、事業主名」、「申請者氏名」

・ 被保険者本人が氏名を記載し記入内容について事業主が証
明してください。ただし、申請内容等を事業主等が被保険
者に確認し、合意のもと「記載内容に関する確認書・申請
等に関する同意書」を作成・保存することで被保険者氏名
の記載を省略することができます。その場合、申請者氏名
欄には、「申請について同意済み」と記載してください。
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（2）育児休業給付受給資格確認票
　　　・出生時育児休業給付金/出生後休業支援給付金支給申請書の記載例

5「育児休業開始年月日」

・ 被保険者が出生時育児休業を開始した年月日を記入
してください。

4「事業所番号」

・当該事業所の事業所番号を記入してください。

12、16「支給期間」

・出生時育児休業期間を記入してください。
・分割して取得した場合、16に２回目の出生時育児休
　業期間を記入してください。

1「被保険者番号」

・ 被保険者証に記載されている被保険者番号を記入し
てください。

8「個人番号」

・ 必ず番号確認と身元確認の本人確認を行った上で、
個人番号（マイナンバー）を記入してください。
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23「払渡希望金融機関指定届」

・個人番号の登録が完了している方で、マイナポータル
　に登録されている公金受取口座への振込を新たに希望
　される場合は「1」を記載してください。「1」を記入
　した場合は、金融機関情報について記載の必要はあり
　ません。金融機関情報の記載があった場合には記載さ
　れた金融機関情報への振込を優先します。 

 

20「配偶者の被保険者番号」、
21「配偶者の育児休業開始年月日」、
22「配偶者の状態」 

　出生後休業支援給付金の支給申請を行う場合、20・
21・22のいずれか（複数記載は不可）を次のとおり記
入してください。 
・配偶者が雇用保険被保険者であって、出生時育児休
業給付金または育児休業給付金が支給される育児休
業を一定の期間に14日以上取得した場合は、20欄に
被保険者番号を記入してください。 
・配偶者が公務員（雇用保険被保険者である場合を除
く。）であって、各種法律に基づく育児休業を一定の
期間に14日以上取得した場合は、21欄に育児休業開
始年月日を記入してください。 
・配偶者が、子の出生日の翌日において配偶者の育児
休業を要件としない場合に該当する場合は、22欄に
該当する番号を記入してください。

「備　考」

 備考欄に、賃金締切日・支払日、通勤手当について記入してください。
 

 

 

6「出産年月日」、7「出産予定日」

・出生時育児休業に係る子の出産年月日、出産予定日を記入
　してください。

9、10「被保険者の住所」、11「被保険者の電話番号」

・被保険者の郵便番号、住所、電話番号を記入してください。

15、19「支払われた賃金額」

・ 12、16の支給期間中の就労に対して支払われた賃金の額を
記入してください。
・ 「支払われた賃金額」については、153ページを参照してく
ださい。

13、17「就業日数」、14、18「就業時間」

・ 12、16の支給期間において就業した日数をそれぞれ13、17
に記入してください。
・ 12、16の支給期間において就業した時間数をそれぞれ14、
18に記入してください。（１時間未満の時間数は切り捨て）。

「事業所名 (所在地・電話番号 )、事業主名」、「申請者氏名」

・ 被保険者本人が氏名を記載し記入内容について事業主が証
明してください。ただし、申請内容等を事業主等が被保険
者に確認し、合意のもと「記載内容に関する確認書・申請
等に関する同意書」を作成・保存することで被保険者氏名
の記載を省略することができます。その場合、申請者氏名
欄には、「申請について同意済み」と記載してください。

201



（3）育児休業給付受給資格確認票
　　　・（初回）育児休業給付金支給申請書/出生後休業支援給付金支給申請書の記載例

202

5「育児休業開始年月日」

・ 被保険者が育児休業を開始した年月日を記入してく
ださい。ただし、女性の被保険者が、労働基準法の
規定による産後休業に引き続き育児休業を取得した
場合は記入する必要はありません。

4「事業所番号」

・当該事業所の事業所番号を記入してください。

13、17、21「支給単位期間」

・ それぞれの支給単位期間の初日及び末日を記入して
ください。

1「被保険者番号」

・ 被保険者証に記載されている被保険者番号を記入し
てください。

25「職場復帰年月日」

・ ｢育児休業給付金支給決定通知書｣の「支給期間末日」
　前に育児休業を終了した場合に、その職場復帰日を
記入してください。

9「個人番号」

・ 必ず番号確認と身元確認の本人確認を行った上で、
個人番号（マイナンバー）を記入してください。

28「配偶者の被保険者番号」、
29「配偶者の育児休業開始年月日」、
31「配偶者の状態」

　出生後休業支援給付金の支給申請を行う場合、28・
29・31のいずれか（複数記載は不可）を次のとおり記
入してください。 
・配偶者が雇用保険被保険者であって、出生時育児休
業給付金または育児休業給付金が支給される育児休
業を一定の期間に14日以上取得した場合は、28欄に
被保険者番号を記入してください。 
・配偶者が公務員（雇用保険被保険者である場合を除
く。）であって、各種法律に基づく育児休業を一定の
期間に14日以上取得した場合は、29欄に育児休業開
始年月日を記入してください。 
・配偶者が、子の出生日の翌日において配偶者の育児
休業を要件としない場合に該当する場合は、31欄に
該当する番号を記入してください。　

32「払渡希望金融機関指定届」

 ・個人番号の登録が完了している方で、マイナポータル
に登録されている公金受取口座への振込を新たに希望
される場合は「1」を記載してください。「1」を記入
した場合は、金融機関情報について記載の必要はあり
ません。金融機関情報の記載があった場合には記載さ
れた金融機関情報への振込を優先します。 
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「備　考」

備考欄に、賃金締切日・支払日、通勤手当について記入してください。

・ 初回の支給申請において前３、４か月分の申請を行う場
合、３、４か月目となる支給単位期間、就業日数（10日を
超える場合は併せて就業した時間数）、支給された賃金額を
備考欄に記入してください。
・ 出向元、出向先双方から賃金の支払がある場合は、合計額
を支給申請書に記入し、備考欄に被保険者資格を有さない
雇用関係に基づく賃金額及びその賃金を支払った事業主名
を記入してください。

6「出産年月日」、7「出産予定日」

・育児休業に係る子の出産年月日、出産予定日を記入してく
　ださい。

10、11「被保険者の住所」、12「被保険者の電話番号」

・被保険者の郵便番号、住所、電話番号を記入してください。

16、20、24「支払われた賃金額」

・ 13、17、21の支給単位期間中に、支払われた賃金の額を記
入してください。
・ 支給対象期間中に支払われた賃金であっても、育児休業の
期間以外の期間を対象とした賃金は記入する必要はありま
せん。

14、18、22「就業日数」、15、19、23「就業時間」

・ 13、17、21の支給単位期間において就業した日数をそれぞ
れ14、18、22に記入してください。
・ 13、17、21の支給単位期間において就業した日数が10日を
超える場合、就業した時間数をそれぞれ15、19、23に記入
してください。

「事業所名 (所在地・電話番号 )、事業主名」、「申請者氏名」

・ 被保険者本人が氏名を記載し記入内容について事業主が証
明してください。ただし、申請内容等を事業主等が被保険
者に確認し、合意のもと「記載内容に関する確認書・申請
等に関する同意書」を作成・保存することで被保険者の氏
名の記載を省略することができます。その場合、申請者氏
名欄には、「申請について同意済み」と記載してください。
（裏面にあります。）



（3）育児休業給付受給資格確認票
　　　・（初回）育児休業給付金支給申請書/出生後休業支援給付金支給申請書の記載例
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5「育児休業開始年月日」

・ 被保険者が育児休業を開始した年月日を記入してく
ださい。ただし、女性の被保険者が、労働基準法の
規定による産後休業に引き続き育児休業を取得した
場合は記入する必要はありません。

4「事業所番号」

・当該事業所の事業所番号を記入してください。

13、17、21「支給単位期間」

・ それぞれの支給単位期間の初日及び末日を記入して
ください。

1「被保険者番号」

・ 被保険者証に記載されている被保険者番号を記入し
てください。

25「職場復帰年月日」

・ ｢育児休業給付金支給決定通知書｣の「支給期間末日」
　前に育児休業を終了した場合に、その職場復帰日を
記入してください。

9「個人番号」

・ 必ず番号確認と身元確認の本人確認を行った上で、
個人番号（マイナンバー）を記入してください。

28「配偶者の被保険者番号」、
29「配偶者の育児休業開始年月日」、
31「配偶者の状態」

　出生後休業支援給付金の支給申請を行う場合、28・
29・31のいずれか（複数記載は不可）を次のとおり記
入してください。 
・配偶者が雇用保険被保険者であって、出生時育児休
業給付金または育児休業給付金が支給される育児休
業を一定の期間に14日以上取得した場合は、28欄に
被保険者番号を記入してください。 
・配偶者が公務員（雇用保険被保険者である場合を除
く。）であって、各種法律に基づく育児休業を一定の
期間に14日以上取得した場合は、29欄に育児休業開
始年月日を記入してください。 
・配偶者が、子の出生日の翌日において配偶者の育児
休業を要件としない場合に該当する場合は、31欄に
該当する番号を記入してください。　

32「払渡希望金融機関指定届」

 ・個人番号の登録が完了している方で、マイナポータル
に登録されている公金受取口座への振込を新たに希望
される場合は「1」を記載してください。「1」を記入
した場合は、金融機関情報について記載の必要はあり
ません。金融機関情報の記載があった場合には記載さ
れた金融機関情報への振込を優先します。 
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「備　考」

備考欄に、賃金締切日・支払日、通勤手当について記入してください。

・ 初回の支給申請において前３、４か月分の申請を行う場
合、３、４か月目となる支給単位期間、就業日数（10日を
超える場合は併せて就業した時間数）、支給された賃金額を
備考欄に記入してください。
・ 出向元、出向先双方から賃金の支払がある場合は、合計額
を支給申請書に記入し、備考欄に被保険者資格を有さない
雇用関係に基づく賃金額及びその賃金を支払った事業主名
を記入してください。

6「出産年月日」、7「出産予定日」

・育児休業に係る子の出産年月日、出産予定日を記入してく
　ださい。

10、11「被保険者の住所」、12「被保険者の電話番号」

・被保険者の郵便番号、住所、電話番号を記入してください。

16、20、24「支払われた賃金額」

・ 13、17、21の支給単位期間中に、支払われた賃金の額を記
入してください。
・ 支給対象期間中に支払われた賃金であっても、育児休業の
期間以外の期間を対象とした賃金は記入する必要はありま
せん。

14、18、22「就業日数」、15、19、23「就業時間」

・ 13、17、21の支給単位期間において就業した日数をそれぞ
れ14、18、22に記入してください。
・ 13、17、21の支給単位期間において就業した日数が10日を
超える場合、就業した時間数をそれぞれ15、19、23に記入
してください。

「事業所名 (所在地・電話番号 )、事業主名」、「申請者氏名」

・ 被保険者本人が氏名を記載し記入内容について事業主が証
明してください。ただし、申請内容等を事業主等が被保険
者に確認し、合意のもと「記載内容に関する確認書・申請
等に関する同意書」を作成・保存することで被保険者の氏
名の記載を省略することができます。その場合、申請者氏
名欄には、「申請について同意済み」と記載してください。
（裏面にあります。）



※育児休業給付受給資格確認のみを行った場合は、この様式が初回の支給申請書となります。

８、12欄 支払われた賃金額

　５、９欄の支給単位期
間において、支払われた
賃金の額を記入してくだ
さい。なお、賃金に含ま
れるか否か判断しかねる
場合は、各々24、25欄に
その額と名称と支給単位
期間を記入してください。

６、10欄 就業日数

　５、９欄の支給単位期間において、
就業した日数を記入してください。

申請者氏名 欄

　被保険者本人が氏名を
記載してください。
（申請者より同意書を徴
している場合は「申請に
ついて同意済み」と記載
してください）

事業所名（所在地・電話
番号）、事業主氏名 欄

　記載事実に誤りがない
ことを証明してください。

18欄  支給対象となる期間
の延長事由－期間

　育児休業に係る子につ

の期間について育児休業
給付の申請を行う場合に
理由及び期間を記入して
ください。

５、９欄 支給単位期間

　それぞれの支給単位期
間の初日及び末日を記入
してください。

19、20 欄13 欄 最終支給単位期間

　申請時においてすでに育児休業が
終了している場合のみその支給単位
期間の初日及び末日を記入してくだ
さい。

７、11欄 就業時間

　５、９欄の支給単位期
間において、就業日数が
10 日を超える場合、就
業した時間数を記入して
ください。

備　考　欄

額計合、は合場るあがい払支の金賃らか方双先向出、元向出 ○
を支給申請書に記入し、備考欄に被保険者資格を有さない雇
用関係に基づく賃金額及びその賃金を支払った事業主名を記
入してください。

（4）育児休業給付金/出生後休業支援給付金支給申請書（2回目以降）の記載例

備考欄に、賃金締切日・支払日、通勤手当について記入してください。
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　19欄及び20欄は「パパ・ママ
育休プラス制度」により、育児休
業に係る子が１歳以降１歳２か
月未満までの期間も育児休業
を取得する場合のみ記入してく
ださい。
　また、20欄には、19欄に「１」と
記載した場合に配偶者の被保
険者番号を記入してください。

17 欄 職場復帰年月日

　支給申請日時点において、職場復帰をし
ている場合には、職場復帰日を必ず記入し
てください。
　育児休業を終了したにもかかわらず、
「職場復帰日」の記載をせずに支給申請し、
支給決定を行った後にその事実が判明した
場合は、正しく処理し直すために、支給決
定した金額を回収させていただく場合があ
りますので、ご注意ください。

①育児休業給付受給資格確認通知書等の例

○出生後休業支援給付金について

②育児休業給付金支給決定通知書の例

　次回支給単位期間につい
て、この通知書に記載され
ている次回支給申請期間に
申請を行ってください。

育児休業給付次回支給
申請日指定通知書

　事業主を通じて交付され
る場合、事業主は当該通知
書を、同時に交付される支
給申請書とともに必ず被保
険者にお渡しください。

育児休業給付受給資格
確認通知書

　事業主を通じて交付され
る場合、事業主は当該通知
書を、同時に交付される支
給申請書とともに必ず被保
険者にお渡しください。

育児休業給付金支給決
定通知書

育児休業給付の受給資格を
否認された場合はその旨が
記載されます。
受給資格確認と同時に初回
の育児休業給付金の支給申
請が行われた場合は、支給
決定された内容等が記載さ
れます。

支給期間末日は、子の誕生
日の前々日となります。

（5）育児休業給付関係の各種通知例
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　育児休業受給資格確認のみを行った場合で被保険者の配偶者の育児休業状況又は被保
険者の配偶者が育児休業を要件としない場合に該当しているときが確認済みのときは、
この申請書で育児休業給付金及び出生後休業支援給付金の支給申請手続を行うことがで
きます。この場合は、あらためて出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていること
が確認できる書類（182 ページ参照。）を提出いただく必要はありません。 
　受給資格確認時に、被保険者の配偶者の育児休業取得状況または被保険者の配偶者が
育児休業を要件としない場合に該当していることが確認できなかった場合に、出生後休
業支援給付金の支給申請を行うときは、この申請書とは別に、「出生後休業支援給付金支
給申請書」（206 ページ参照。）に出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていること
が確認できる書類（182ページ参照。）を添えて提出してください。



※育児休業給付受給資格確認のみを行った場合は、この様式が初回の支給申請書となります。

８、12欄 支払われた賃金額

　５、９欄の支給単位期
間において、支払われた
賃金の額を記入してくだ
さい。なお、賃金に含ま
れるか否か判断しかねる
場合は、各々24、25欄に
その額と名称と支給単位
期間を記入してください。

６、10欄 就業日数

　５、９欄の支給単位期間において、
就業した日数を記入してください。

申請者氏名 欄

　被保険者本人が氏名を
記載してください。
（申請者より同意書を徴
している場合は「申請に
ついて同意済み」と記載
してください）

事業所名（所在地・電話
番号）、事業主氏名 欄

　記載事実に誤りがない
ことを証明してください。

18欄  支給対象となる期間
の延長事由－期間

　育児休業に係る子につ

の期間について育児休業
給付の申請を行う場合に
理由及び期間を記入して
ください。

５、９欄 支給単位期間

　それぞれの支給単位期
間の初日及び末日を記入
してください。

19、20 欄13 欄 最終支給単位期間

　申請時においてすでに育児休業が
終了している場合のみその支給単位
期間の初日及び末日を記入してくだ
さい。

７、11欄 就業時間

　５、９欄の支給単位期
間において、就業日数が
10 日を超える場合、就
業した時間数を記入して
ください。

備　考　欄

額計合、は合場るあがい払支の金賃らか方双先向出、元向出 ○
を支給申請書に記入し、備考欄に被保険者資格を有さない雇
用関係に基づく賃金額及びその賃金を支払った事業主名を記
入してください。

（4）育児休業給付金/出生後休業支援給付金支給申請書（2回目以降）の記載例

備考欄に、賃金締切日・支払日、通勤手当について記入してください。
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　19欄及び20欄は「パパ・ママ
育休プラス制度」により、育児休
業に係る子が１歳以降１歳２か
月未満までの期間も育児休業
を取得する場合のみ記入してく
ださい。
　また、20欄には、19欄に「１」と
記載した場合に配偶者の被保
険者番号を記入してください。

17 欄 職場復帰年月日

　支給申請日時点において、職場復帰をし
ている場合には、職場復帰日を必ず記入し
てください。
　育児休業を終了したにもかかわらず、
「職場復帰日」の記載をせずに支給申請し、
支給決定を行った後にその事実が判明した
場合は、正しく処理し直すために、支給決
定した金額を回収させていただく場合があ
りますので、ご注意ください。

①育児休業給付受給資格確認通知書等の例

○出生後休業支援給付金について

②育児休業給付金支給決定通知書の例

　次回支給単位期間につい
て、この通知書に記載され
ている次回支給申請期間に
申請を行ってください。

育児休業給付次回支給
申請日指定通知書

　事業主を通じて交付され
る場合、事業主は当該通知
書を、同時に交付される支
給申請書とともに必ず被保
険者にお渡しください。

育児休業給付受給資格
確認通知書

　事業主を通じて交付され
る場合、事業主は当該通知
書を、同時に交付される支
給申請書とともに必ず被保
険者にお渡しください。

育児休業給付金支給決
定通知書

育児休業給付の受給資格を
否認された場合はその旨が
記載されます。
受給資格確認と同時に初回
の育児休業給付金の支給申
請が行われた場合は、支給
決定された内容等が記載さ
れます。

支給期間末日は、子の誕生
日の前々日となります。

（5）育児休業給付関係の各種通知例
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　育児休業受給資格確認のみを行った場合で被保険者の配偶者の育児休業状況又は被保
険者の配偶者が育児休業を要件としない場合に該当しているときが確認済みのときは、
この申請書で育児休業給付金及び出生後休業支援給付金の支給申請手続を行うことがで
きます。この場合は、あらためて出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていること
が確認できる書類（182 ページ参照。）を提出いただく必要はありません。 
　受給資格確認時に、被保険者の配偶者の育児休業取得状況または被保険者の配偶者が
育児休業を要件としない場合に該当していることが確認できなかった場合に、出生後休
業支援給付金の支給申請を行うときは、この申請書とは別に、「出生後休業支援給付金支
給申請書」（206 ページ参照。）に出生後休業支援給付金の支給要件を満たしていること
が確認できる書類（182ページ参照。）を添えて提出してください。



※出生後休業支援給付金の支給申請を単独で行う場合は、育児休業給付金の支給決定がさ
　れた後でなければ申請できないため、育児休業給付金支給決定通知書が送付された後や
　入金が確認できた後に申請を行ってください。

(６)「出生後休業支援給付金支給申請書」の記載例
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４欄 事業所番号

　当該事業所の事業所番号を
記入してください。

事業所名（所在地・電話
番号）、事業主氏名 欄

　記載事実に誤りがないことを
証明してください。

申請者氏名 欄

　被保険者本人が氏名を記載
してください。（申請者より同意書
を徴している場合は「申請につ
いて同意済み」と記載してくださ
い。）

13欄 払渡希望金融機
　　 関指定届　　　

 

　個人番号の登録が完了して
いる方で、マイナポータルに登録
されている公金受取口座への
振込を新たに希望される場合は
「1」を記載してください。「1」を
記入した場合は、金融機関情
報について記載の必要はありま
せんが、記載があった場合には
記載された金融機関情報への
振込を優先します。 
 ※過去に失業等給付や育児
休業給付等を受給したことがあ
り、その際に登録した口座への
振り込みを希望する場合は記載
不要です。

６欄 個人番号
　被保険者の個人番号（マイナ
ンバー）を記入してください。

７、８蘭
　被保険者の郵便番号、住所、
電話番号を記入してください。

５欄 育児休業開始年月
　被保険者が育児休業を開始
した年月日を記入してください。
ただし、女性の被保険者が、労
働基準法の規定による産後休
業に引き続き育児休業を取得し
た場合は記入する必要はありま
せん。

１欄 被保険者番号

　被保険者証に記載されている被保険者番
号を記入してください。

10欄 配偶者の被保険者番号、11欄 配偶者の育児休業開始年月日、
12欄 配偶者の状態

　出生後休業支援給付金の支給申請を行う場合、10・11・12のいずれか（複
数記載は不可）を次のとおり記入してください。 
・配偶者が雇用保険被保険者であって、出生時育児休業給付金または育児休
業給付金が支給される育児休業を一定の期間に14日以上取得した場合は、
10欄に被保険者番号を記入してください。 

・配偶者が公務員（雇用保険被保険者である場合を除く。）であって、各種法
律に基づく育児休業を一定の期間に14日以上取得した場合は、11欄に育児
休業開始年月日を記入してください。 

・配偶者が、子の出生日の翌日において配偶者の育児休業を要件としない場
合に該当する場合は、12欄に該当する番号を記入してください。

（７）出生後休業支援給付関係の各種通知例
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出生後休業支援給付金
支給決定通知書、出生
後休業支援給付金不支
給決定通知書

 

　事業主を通じて交付される
場合、事業主は当該通知書
を、同時に交付される支給申
請書とともに必ず被保険者
にお渡しください。

 出生後休業支援給付金
不支給決定通知書

　出生後休業支援給付金と
育児休業給付金の初回支給
申請を一体的に行った場合、
配偶者の要件を満たさないこ
とにより出生後休業支援給
付金が不支給となったとき
は、ロの出生後休業支援給
付金不支給決定通知書が交
付されます。

①出生後休業支援給付金支給決定通知書の例

②出生後休業支援給付金不支給決定通知書の例
イ 産後パパ育休を12日間取得し、出生後休業支援給付金の支給要件を
　満たさないため不支給となった場合

ロ 配偶者の要件を満たさなかったため不支給となった場合



※出生後休業支援給付金の支給申請を単独で行う場合は、育児休業給付金の支給決定がさ
　れた後でなければ申請できないため、育児休業給付金支給決定通知書が送付された後や
　入金が確認できた後に申請を行ってください。

(６)「出生後休業支援給付金支給申請書」の記載例
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４欄 事業所番号

　当該事業所の事業所番号を
記入してください。

事業所名（所在地・電話
番号）、事業主氏名 欄

　記載事実に誤りがないことを
証明してください。

申請者氏名 欄

　被保険者本人が氏名を記載
してください。（申請者より同意書
を徴している場合は「申請につ
いて同意済み」と記載してくださ
い。）

13欄 払渡希望金融機
　　 関指定届　　　

 

　個人番号の登録が完了して
いる方で、マイナポータルに登録
されている公金受取口座への
振込を新たに希望される場合は
「1」を記載してください。「1」を
記入した場合は、金融機関情
報について記載の必要はありま
せんが、記載があった場合には
記載された金融機関情報への
振込を優先します。 
 ※過去に失業等給付や育児
休業給付等を受給したことがあ
り、その際に登録した口座への
振り込みを希望する場合は記載
不要です。

６欄 個人番号
　被保険者の個人番号（マイナ
ンバー）を記入してください。

７、８蘭
　被保険者の郵便番号、住所、
電話番号を記入してください。

５欄 育児休業開始年月
　被保険者が育児休業を開始
した年月日を記入してください。
ただし、女性の被保険者が、労
働基準法の規定による産後休
業に引き続き育児休業を取得し
た場合は記入する必要はありま
せん。

１欄 被保険者番号

　被保険者証に記載されている被保険者番
号を記入してください。

10欄 配偶者の被保険者番号、11欄 配偶者の育児休業開始年月日、
12欄 配偶者の状態

　出生後休業支援給付金の支給申請を行う場合、10・11・12のいずれか（複
数記載は不可）を次のとおり記入してください。 
・配偶者が雇用保険被保険者であって、出生時育児休業給付金または育児休
業給付金が支給される育児休業を一定の期間に14日以上取得した場合は、
10欄に被保険者番号を記入してください。 

・配偶者が公務員（雇用保険被保険者である場合を除く。）であって、各種法
律に基づく育児休業を一定の期間に14日以上取得した場合は、11欄に育児
休業開始年月日を記入してください。 
・配偶者が、子の出生日の翌日において配偶者の育児休業を要件としない場
合に該当する場合は、12欄に該当する番号を記入してください。

（７）出生後休業支援給付関係の各種通知例
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出生後休業支援給付金
支給決定通知書、出生
後休業支援給付金不支
給決定通知書

 

　事業主を通じて交付される
場合、事業主は当該通知書
を、同時に交付される支給申
請書とともに必ず被保険者
にお渡しください。

 出生後休業支援給付金
不支給決定通知書

　出生後休業支援給付金と
育児休業給付金の初回支給
申請を一体的に行った場合、
配偶者の要件を満たさないこ
とにより出生後休業支援給
付金が不支給となったとき
は、ロの出生後休業支援給
付金不支給決定通知書が交
付されます。

①出生後休業支援給付金支給決定通知書の例

②出生後休業支援給付金不支給決定通知書の例
イ 産後パパ育休を12日間取得し、出生後休業支援給付金の支給要件を
　満たさないため不支給となった場合

ロ 配偶者の要件を満たさなかったため不支給となった場合
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（8）「雇用保険被保険者所定労働時間短縮開始時賃金証明書」の記載例

⑬欄「賃金に関する特記事項」

賃金）について記入してください。
　該当がない場合には斜線を引いてください。

⑭欄「（休業開始時における）雇用期間」

　⑭欄には休業開始時点での休業を行う者について
の雇用期間の定めの有無を記入してください。
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⑦欄「休業等を開始した日の前日に離職した
とみなした場合の被保険者期間算定対象期間」

⑧欄「⑦の期間における賃金支払基礎日数」

　⑦欄の期間における賃金の支払の基礎となった日
数を記入してください。
　有給休暇の対象となった日、休業手当の対象と
なった日を含みます。

⑨欄「賃金支払対象期間」

　「休業等を開始した日」欄は、④欄と同じ日付を
記入してください。
　所定労働時間の短縮を開始した日から遡って賃金
支払基礎日数が11日以上又は、賃金の支払いの基礎
となった労働時間数が80時間以上ある月を2年間記
入しますが、11日以上又は、賃金の支払いの基礎と
なった労働時間数が80時間以上ある被保険者算定対
象期間を直近より12か月以上記入があれば以下は記
入を省略できます。
（※当該記入方法については、離職票への記入方法
50ページに準じた取り扱いをお願いいたします。）

　　最上段には、所定労働時間の短縮を開始した日
の直前の賃金締切日の翌日から、所定労働時間の短
縮を開始した日の前日までの期間を記入し、以下順
次さかのぼって賃金締切日の翌日から賃金締切日ま
での期間を２年間記入してください。ただし、完全
月で⑩欄の基礎日数11日以上の月が、6か月以上あ
れば、それ以前は省略できます。
　⑩欄の日数が11日以上の完全月が6か月以上ない
場合は、⑩欄の日数が10日以下の期間について、当
該期間における賃金支払いの基礎となった時間数を
⑫欄に記入してください。
（※当該記入方法については、離職票への記入方法
50ページに準じた取り扱いをお願いいたします。）
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⑫欄「備考」

　⑦欄から⑪欄の参考となることを記入してくださ
い。

合場るあがい払未金賃 ・例
賃金締切日を変更した場合 ・　

がない場合
出産、傷病等で引き続き30日以上賃金の支払い

等　合場るあがとこたれわ払支が当手業休 ・
・

　
　

日給者の場合は、１週間の所定労働時間を記入
してください。
 ・　

⑧欄の基礎日数が 11 日以上の月が 12 か月以上
ない場合、又は、⑩欄の基礎日数が 11 日以上
の完全月が６か月ない場合は、⑧欄及び⑩欄の
基礎日数が 10 日以下の期間について、当該期
間における賃金支払いの基礎となった時間数を
記入してください。

⑪欄「賃金額」

　月給者はⒶ欄に、日給者はⒷ欄に記入しますが、
日給者に月単位で支払われる賃金（家族手当等）は
Ⓐ欄に記入し、合計額を計欄に記入してください。
　Ⓐ欄又はⒷ欄の記載のみで足りる場合は、計欄の
記入は省略して差し支えありません。記入しない欄
は斜線を引いてください。

④欄「休業等を開始した日の年月日」

　被保険者が２歳に満たない子を養育するための
所定労働時間の短縮を開始した日を記入してくだ
さい。
　当該日を起算点とすると被保険者期間要件を満
たさないものの、産前休業開始日等（159ページ参照）
を起算点とすることで被保険者期間要件を満たす
場合は、産前休業開始日等を記入してください。

※所定労働時間の短縮を開始した日から遡った場
合に要件を満たさず、産前休業開始日等を起算点
とする場合（159ページ参照）、④⑦⑧欄は「休業
を開始した日」を「産前休業を開始した日」等と
読み替えて記載してください。⑨⑩⑪欄は従前の
とおり、育児時短就業を開始した日から遡って記
載してください。詳細については、ハローワーク
にお尋ねください。

209

⑩欄「⑨の基礎日数」

　⑨欄の期間における賃金支払の基礎となった日数
を記入してください。
　有給休暇の対象となった日、休業手当の対象と
なった日を含みます。
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（8）「雇用保険被保険者所定労働時間短縮開始時賃金証明書」の記載例

⑬欄「賃金に関する特記事項」

賃金）について記入してください。
　該当がない場合には斜線を引いてください。

⑭欄「（休業開始時における）雇用期間」

　⑭欄には休業開始時点での休業を行う者について
の雇用期間の定めの有無を記入してください。
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⑦欄「休業等を開始した日の前日に離職した
とみなした場合の被保険者期間算定対象期間」

⑧欄「⑦の期間における賃金支払基礎日数」

　⑦欄の期間における賃金の支払の基礎となった日
数を記入してください。
　有給休暇の対象となった日、休業手当の対象と
なった日を含みます。

⑨欄「賃金支払対象期間」

　「休業等を開始した日」欄は、④欄と同じ日付を
記入してください。
　所定労働時間の短縮を開始した日から遡って賃金
支払基礎日数が11日以上又は、賃金の支払いの基礎
となった労働時間数が80時間以上ある月を2年間記
入しますが、11日以上又は、賃金の支払いの基礎と
なった労働時間数が80時間以上ある被保険者算定対
象期間を直近より12か月以上記入があれば以下は記
入を省略できます。
（※当該記入方法については、離職票への記入方法
50ページに準じた取り扱いをお願いいたします。）

　　最上段には、所定労働時間の短縮を開始した日
の直前の賃金締切日の翌日から、所定労働時間の短
縮を開始した日の前日までの期間を記入し、以下順
次さかのぼって賃金締切日の翌日から賃金締切日ま
での期間を２年間記入してください。ただし、完全
月で⑩欄の基礎日数11日以上の月が、6か月以上あ
れば、それ以前は省略できます。
　⑩欄の日数が11日以上の完全月が6か月以上ない
場合は、⑩欄の日数が10日以下の期間について、当
該期間における賃金支払いの基礎となった時間数を
⑫欄に記入してください。
（※当該記入方法については、離職票への記入方法
50ページに準じた取り扱いをお願いいたします。）
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⑫欄「備考」

　⑦欄から⑪欄の参考となることを記入してくださ
い。

合場るあがい払未金賃 ・例
賃金締切日を変更した場合 ・　

がない場合
出産、傷病等で引き続き30日以上賃金の支払い

等　合場るあがとこたれわ払支が当手業休 ・
・
　
　

日給者の場合は、１週間の所定労働時間を記入
してください。
 ・　

⑧欄の基礎日数が 11 日以上の月が 12 か月以上
ない場合、又は、⑩欄の基礎日数が 11 日以上
の完全月が６か月ない場合は、⑧欄及び⑩欄の
基礎日数が 10 日以下の期間について、当該期
間における賃金支払いの基礎となった時間数を
記入してください。

⑪欄「賃金額」

　月給者はⒶ欄に、日給者はⒷ欄に記入しますが、
日給者に月単位で支払われる賃金（家族手当等）は
Ⓐ欄に記入し、合計額を計欄に記入してください。
　Ⓐ欄又はⒷ欄の記載のみで足りる場合は、計欄の
記入は省略して差し支えありません。記入しない欄
は斜線を引いてください。

④欄「休業等を開始した日の年月日」

　被保険者が２歳に満たない子を養育するための
所定労働時間の短縮を開始した日を記入してくだ
さい。
　当該日を起算点とすると被保険者期間要件を満
たさないものの、産前休業開始日等（159ページ参照）
を起算点とすることで被保険者期間要件を満たす
場合は、産前休業開始日等を記入してください。

※所定労働時間の短縮を開始した日から遡った場
合に要件を満たさず、産前休業開始日等を起算点
とする場合（159ページ参照）、④⑦⑧欄は「休業
を開始した日」を「産前休業を開始した日」等と
読み替えて記載してください。⑨⑩⑪欄は従前の
とおり、育児時短就業を開始した日から遡って記
載してください。詳細については、ハローワーク
にお尋ねください。
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⑩欄「⑨の基礎日数」

　⑨欄の期間における賃金支払の基礎となった日数
を記入してください。
　有給休暇の対象となった日、休業手当の対象と
なった日を含みます。



（９）育児時短就業給付受給資格確認票・（初回）育児時短就業給付金支給申請書の記載例
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4「事業所番号」

・当該事業所の事業所番号を記入してください。

1「被保険者番号」

・ 被保険者証に記載されている被保険者番号を記入し
てください。

8「個人番号」

・ 必ず番号確認と身元確認の本人確認を行った上で、
個人番号（マイナンバー）を記入してください。

22「払渡希望金融機関指定届」

 ・個人番号の登録が完了している方で、マイナポータル
に登録されている公金受取口座への振込を新たに希望
される場合は「1」を記載してください。「1」を記入
した場合は、金融機関情報について記載の必要はあり
ません。金融機関情報の記載があった場合には記載さ
れた金融機関情報への振込を優先します。 

９「本来の週所定労働時間」

 　育児時短就業を行わない場合に、事業所におい
て被保険者に適用される週所定労働時間を記入し
てください。 
　また、特別な労働時間制度の適用を受けている
場合などは、以下のとおり計算し、記入してくだ
さい。なお、いずれも計算結果に端数が生じたと
きは、分単位未満を切り捨ててください。
・フレックスタイム制、変形労働時間制の適用を
受けている場合 
　精算期間の（対象期間）の総労働時間
　÷精算期間（対象期間）の月数×12月÷52週 
・裁量労働者制の適用を受けている場合 
　１日のみなし労働時間×５日 
・いわゆる「シフト制」で就労する場合 
　該当期間（※1）の実際の労働時間（※2）
　÷（該当期間の歴日数÷７日）（※3）
（※1） 本来の週所定労働時間を計算する場合

は、育児時短就業開始時賃金月額の算定に
用いた６か月間、支給対象月の週所定労働
時間を計算する場合は、その支給対象月を
いいます。 

（※2） 法定労働時間（１日８時間・１週40時間又
は44時間）を超えないものに限ります。 

（※3） 括弧内に端数が生じた場合は小数点第３
位を四捨五入してください。
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５「育児時短就業開始年月日」、６「出産年月日」

・被保険者が育児時短就業を開始した年月日、時短就業にかか
　る子の出産年月日を記入してください。

10「育児休業に続く時短就業」

・育児休業給付の対象となる育児休業から引き続き、同一の子
　について育児時短就業を開始した場合、１を記入してくださ
　い。

30、31「その他賃金に関する特記事項」

・上記の通勤手当のほか、賃金に含まれるか否かが判断しかね
　るものについても、その額と名称を記入してください。

「備　考」

・備考欄に、賃金締切日・支払日、通勤手当について記入して
　ください。

12、15「週所定労働時間」

 ・支給対象月における短縮後の週所定労働時間（複数の週所
　定労働時間がある場合は、最も短いもの）を記入してくだ
　さい。
・シフト制など、特別な労働時間制度の適用を受けている場
　合は、９「本来の週所定労働時間」を参考に記入してくだ
　さい。

 

13、16「支払われた賃金額」

 ・支給対象月中に支払われた賃金（臨時の賃金及び３か月を
　超える期間ごとに支払われる賃金を除く。）を記入してく
　ださい。
・支給対象月に数か月一括払いの通勤手当等が支払われた場
　合には、支払われた月以降の支給対象月に１か月当たりの
　額を割り振って（端数が生じる場合は、最後の月分に加算
　する。）計上してください。

 

「事業所名（所在地・電話番号）、事業主名」、「申請者氏名」

 ・被保険者本人が氏名を記載し記入内容について事業主が証
　明してください。ただし、申請内容等を事業主等が被保険
　者に確認し、合意のもと「記載内容に関する確認書・申請
　等に関する同意書」を作成・保存することで被保険者氏名
　の記載を省略することができます。その場合、申請者氏名
　欄には、「申請について同意済み」と記載してください。



（９）育児時短就業給付受給資格確認票・（初回）育児時短就業給付金支給申請書の記載例
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4「事業所番号」

・当該事業所の事業所番号を記入してください。

1「被保険者番号」

・ 被保険者証に記載されている被保険者番号を記入し
てください。

8「個人番号」

・ 必ず番号確認と身元確認の本人確認を行った上で、
個人番号（マイナンバー）を記入してください。

22「払渡希望金融機関指定届」

 ・個人番号の登録が完了している方で、マイナポータル
に登録されている公金受取口座への振込を新たに希望
される場合は「1」を記載してください。「1」を記入
した場合は、金融機関情報について記載の必要はあり
ません。金融機関情報の記載があった場合には記載さ
れた金融機関情報への振込を優先します。 

９「本来の週所定労働時間」

 　育児時短就業を行わない場合に、事業所におい
て被保険者に適用される週所定労働時間を記入し
てください。 
　また、特別な労働時間制度の適用を受けている
場合などは、以下のとおり計算し、記入してくだ
さい。なお、いずれも計算結果に端数が生じたと
きは、分単位未満を切り捨ててください。
・フレックスタイム制、変形労働時間制の適用を
受けている場合 
　精算期間の（対象期間）の総労働時間
　÷精算期間（対象期間）の月数×12月÷52週 
・裁量労働者制の適用を受けている場合 
　１日のみなし労働時間×５日 
・いわゆる「シフト制」で就労する場合 
　該当期間（※1）の実際の労働時間（※2）
　÷（該当期間の歴日数÷７日）（※3）
（※1） 本来の週所定労働時間を計算する場合

は、育児時短就業開始時賃金月額の算定に
用いた６か月間、支給対象月の週所定労働
時間を計算する場合は、その支給対象月を
いいます。 

（※2） 法定労働時間（１日８時間・１週40時間又
は44時間）を超えないものに限ります。 

（※3） 括弧内に端数が生じた場合は小数点第３
位を四捨五入してください。
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５「育児時短就業開始年月日」、６「出産年月日」

・被保険者が育児時短就業を開始した年月日、時短就業にかか
　る子の出産年月日を記入してください。

10「育児休業に続く時短就業」

・育児休業給付の対象となる育児休業から引き続き、同一の子
　について育児時短就業を開始した場合、１を記入してくださ
　い。

30、31「その他賃金に関する特記事項」

・上記の通勤手当のほか、賃金に含まれるか否かが判断しかね
　るものについても、その額と名称を記入してください。

「備　考」

・備考欄に、賃金締切日・支払日、通勤手当について記入して
　ください。

12、15「週所定労働時間」

 ・支給対象月における短縮後の週所定労働時間（複数の週所
　定労働時間がある場合は、最も短いもの）を記入してくだ
　さい。
・シフト制など、特別な労働時間制度の適用を受けている場
　合は、９「本来の週所定労働時間」を参考に記入してくだ
　さい。

 

13、16「支払われた賃金額」

 ・支給対象月中に支払われた賃金（臨時の賃金及び３か月を
　超える期間ごとに支払われる賃金を除く。）を記入してく
　ださい。
・支給対象月に数か月一括払いの通勤手当等が支払われた場
　合には、支払われた月以降の支給対象月に１か月当たりの
　額を割り振って（端数が生じる場合は、最後の月分に加算
　する。）計上してください。

 

「事業所名（所在地・電話番号）、事業主名」、「申請者氏名」

 ・被保険者本人が氏名を記載し記入内容について事業主が証
　明してください。ただし、申請内容等を事業主等が被保険
　者に確認し、合意のもと「記載内容に関する確認書・申請
　等に関する同意書」を作成・保存することで被保険者氏名
　の記載を省略することができます。その場合、申請者氏名
　欄には、「申請について同意済み」と記載してください。
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ｱｽﾞﾏ ｷｮｳｺ  1300-012345-6 

5050-765432-1 4-△△0401 5-△△0604 37：30 

△△08 △△09 △△1001 △△1031 

△ △ 

△ △ 

5 

5 

0 8 

0 9 

2 5 0 0 

2 5 0 0 

2 0 3 3 3 3 

2 0 3 3 3 3 

通勤手当３か月分 

10,000 円（８／31 支払） 

△△     10      8 

△△     10      8 

株式会社 東京保険 
千代田区九段南１－２－１ 03-3512-1670 
代表取締役 東京太郎 

東 京子 

※育児時短就業給付受給資格確認のみを行った場合は、この様式が初回の申請書となります。
(10)「育児時短就業給付金支給申請書」の記載例
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６、９、12欄 週所定労働時間

　支給対象月における短縮後の週所定労働時間（複数の週所定労働時間がある場合は、最も短いもの）を記
入してください。 
　また、特別な労働時間制度の適用を受けている場合などは、以下のとおり計算し、記入してください。なお、
いずれも計算結果に端数が生じたときは、分単位未満を切り捨ててください。 
・フレックスタイム制、変形労働時間制の適用を受けている場合 
 　精算期間の（対象期間）の総労働時間÷精算期間（対象期間）の月数×12 月÷52 週 
・裁量労働者制の適用を受けている場合 
　１日のみなし労働時間×５日 
・いわゆる「シフト制」で就労する場合 
　該当期間（※1）の実際の労働時間（※2）÷（該当期間の歴日数÷７日）（※3） 
　（※1）本来の週所定労働時間を計算する場合は、育児時短就業開始時賃金月額の算定に用いた６か月間、　
　　　　支給対象月の週所定労働時間を計算する場合は、その支給対象月をいいます。 
　（※2）法定労働時間（１日８時間・１週 40 時間又は 44 時間）を超えないものに限ります。 
　（※3）括弧内に端数が生じた場合は小数点第３位を四捨五入してください。

14欄 本来の週所定労
       働時間

 

　事業所における所定労働
時間の引き下げなどによって、
被保険者に適用される本来
の週所定労働時間が変更さ
れた場合は、変更後の週所
定労働時間を記入してくださ
い。

15欄 
育児時短就業終了年月日
16欄
育児時短就業終了事由

 

　本来の週所定労働時間に
復帰した場合のほか、育児
時短就業が終了する事由が
生じた場合は、育児時短就
業の終了日（最終日）と終
了理由を記入してくださ
い。

７，10、13欄
支払われた賃金額

　支給対象月中に支払われ
た賃金（臨時の賃金及び３
か月を超える期間ごとに支
払われる賃金を除く。）を記
入してください。
　支給対象月に数か月一括
払いの通勤手当等が支払わ
れた場合には、支払われた
月以降の支給対象月に１か
月当たりの額を割り振って
（端数が生じる場合は、最後
の月分に加算する。）計上し
てください。

19、20欄 その他賃金に関する特記事

　７、10、13欄の支払われた賃金額のほか、賃金
に含まれるか否かが判断しかねるものについて、
その額と名称を記入してください。

５、８欄 支給対象年月

　支給を受けようとする支給対
象年月を記入してください。

(11)育児時短就業給付関係の各種通知書

213

育児時短就業給付次回
支給申請日指定通知書
　　　　　次回の支給対象年月につ
いて、この通知書に記載さ
れている次回支給申請期間
に申請を行ってください。

①育児時短就業給付受給資格確認通知書等の例

②育児時短就業給付金支給決定通知書の例

　事業主を通じて交付さ
れる場合、事業主は当該
通知書を、同時に交付さ
れる支給申請書とともに
必ず被保険者にお渡しく
ださい。

育児時短就業給付受給
資格確認通知書

育児休業給付金支給決
定通知書
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ｱｽﾞﾏ ｷｮｳｺ 1300-012345-6 

5050-765432-1 

4-△△0401 

5-△△0601 

△△10 

△△11 △△0901－△△0131 

文京区後楽１－９－20 

      TEL03-3812-8609 

△△年 08 月 07 日 

〒112-8577 

株式会社 東京保険 

10,000 

 

△△年 08 月 07 日 

〒112-8577  文京区後楽１－９－20 

             TEL03-3812-8609 

5 0 5 0 - 7 6 5 4 3 2 - 1 ｱｽﾞﾏ ｷｮｳｺ 3-△△0630 5-△△0604 △△0807 △△0601 

△△06－△△12 37：30 300,000 9890297－7654321 

女 

先般、提出されました受給資格確認票等の書類を審査したところ、受給資格を 

下記のとおり確認することとなりましたので通知します。 

１． 給付金の種類    育児時短就業給付金 

２． 次回支給対象年月１ 令和△△年 10 月 

        ２ 令和△△年 11 月 

３． 次回支給申請期間  令和△△年 12 月１日～令和△△年１月 31 日 (令和△△年 11 月１日～令和△△年 12 月 1 日) 

支給対象年月その１についてのみ申請を行うこともできます。その場合も支給申請期間は( )内の期間になります。 

育児時短就業給付受給資格確認通知書 
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ｱｽﾞﾏ ｷｮｳｺ 1300-012345-6 

5050-765432-1 

4-△△0401 

5-△△0601 

△△10 

△△11 △△0901－△△0131 

文京区後楽１－９－20 

      TEL03-3812-8609 

△△年 08 月 07 日 

〒112-8577 

株式会社 東京保険 

10,000 

 

△△年 08 月 07 日 

〒112-8577  文京区後楽１－９－20 

             TEL03-3812-8609 

5 0 5 0 - 7 6 5 4 3 2 - 1 ｱｽﾞﾏ ｷｮｳｺ 3-△△0630 5-△△0604 △△0807 △△0601 

△△06－△△12 37：30 300,000 9890297－7654321 

女 

受給資格の確認し、育児時短就業給付金を支給決定しましたので口座振込します。 

支給対象年月   賃金支払額  週所定労働時間   支給金額 

令和△△年 8 月  249,000 円    25：00     24,900 円 

令和△△年 9 月  200,000 円    25：00     20,000 円 

 

１． 次回支給対象年月１ 令和△△年 10 月 

           ２  令和△△年 11 月 

２． 次回支給申請期間  令和△△年 12 月 1 日～令和△△年 1 月 31 日（令和△△年 11月 1日～令和△△年 12 月 31 日） 

支給対象年月その１についてのみ申請を行うこともできます。その場合の支給申請期間は（ ）内の期間になります。  

育児時短就業給付金支給決定通知書 

育児時短就業給付の受給資
格を否認された場合はその
旨が記載されます。
受給資格確認と同時に初回
の育児時短就業給付金の支
給申請が行われた場合は、
支給決定された内容等が記
載されます。

　事業主を通じて交付さ
れる場合、事業主は当該
通知書を、同時に交付さ
れる支給申請書とともに
必ず被保険者にお渡しく
ださい。
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ｱｽﾞﾏ ｷｮｳｺ  1300-012345-6 

5050-765432-1 4-△△0401 5-△△0604 37：30 

△△08 △△09 △△1001 △△1031 

△ △ 

△ △ 

5 

5 

0 8 

0 9 

2 5 0 0 

2 5 0 0 

2 0 3 3 3 3 

2 0 3 3 3 3 

通勤手当３か月分 

10,000 円（８／31 支払） 

△△     10      8 

△△     10      8 

株式会社 東京保険 
千代田区九段南１－２－１ 03-3512-1670 
代表取締役 東京太郎 

東 京子 

※育児時短就業給付受給資格確認のみを行った場合は、この様式が初回の申請書となります。
(10)「育児時短就業給付金支給申請書」の記載例
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６、９、12欄 週所定労働時間

　支給対象月における短縮後の週所定労働時間（複数の週所定労働時間がある場合は、最も短いもの）を記
入してください。 
　また、特別な労働時間制度の適用を受けている場合などは、以下のとおり計算し、記入してください。なお、
いずれも計算結果に端数が生じたときは、分単位未満を切り捨ててください。 
・フレックスタイム制、変形労働時間制の適用を受けている場合 
 　精算期間の（対象期間）の総労働時間÷精算期間（対象期間）の月数×12 月÷52 週 
・裁量労働者制の適用を受けている場合 
　１日のみなし労働時間×５日 
・いわゆる「シフト制」で就労する場合 
　該当期間（※1）の実際の労働時間（※2）÷（該当期間の歴日数÷７日）（※3） 
　（※1）本来の週所定労働時間を計算する場合は、育児時短就業開始時賃金月額の算定に用いた６か月間、　
　　　　支給対象月の週所定労働時間を計算する場合は、その支給対象月をいいます。 
　（※2）法定労働時間（１日８時間・１週 40 時間又は 44 時間）を超えないものに限ります。 
　（※3）括弧内に端数が生じた場合は小数点第３位を四捨五入してください。

14欄 本来の週所定労
       働時間

 

　事業所における所定労働
時間の引き下げなどによって、
被保険者に適用される本来
の週所定労働時間が変更さ
れた場合は、変更後の週所
定労働時間を記入してくださ
い。

15欄 
育児時短就業終了年月日
16欄
育児時短就業終了事由

 

　本来の週所定労働時間に
復帰した場合のほか、育児
時短就業が終了する事由が
生じた場合は、育児時短就
業の終了日（最終日）と終
了理由を記入してくださ
い。

７，10、13欄
支払われた賃金額

　支給対象月中に支払われ
た賃金（臨時の賃金及び３
か月を超える期間ごとに支
払われる賃金を除く。）を記
入してください。
　支給対象月に数か月一括
払いの通勤手当等が支払わ
れた場合には、支払われた
月以降の支給対象月に１か
月当たりの額を割り振って
（端数が生じる場合は、最後
の月分に加算する。）計上し
てください。

19、20欄 その他賃金に関する特記事

　７、10、13欄の支払われた賃金額のほか、賃金
に含まれるか否かが判断しかねるものについて、
その額と名称を記入してください。

５、８欄 支給対象年月

　支給を受けようとする支給対
象年月を記入してください。

(11)育児時短就業給付関係の各種通知書

213

育児時短就業給付次回
支給申請日指定通知書
　　　　　次回の支給対象年月につ
いて、この通知書に記載さ
れている次回支給申請期間
に申請を行ってください。

①育児時短就業給付受給資格確認通知書等の例

②育児時短就業給付金支給決定通知書の例

　事業主を通じて交付さ
れる場合、事業主は当該
通知書を、同時に交付さ
れる支給申請書とともに
必ず被保険者にお渡しく
ださい。

育児時短就業給付受給
資格確認通知書

育児休業給付金支給決
定通知書

30 
（R7.4） 

 
  

ｱｽﾞﾏ ｷｮｳｺ 1300-012345-6 

5050-765432-1 

4-△△0401 

5-△△0601 

△△10 

△△11 △△0901－△△0131 

文京区後楽１－９－20 

      TEL03-3812-8609 

△△年 08 月 07 日 

〒112-8577 

株式会社 東京保険 

10,000 

 

△△年 08 月 07 日 

〒112-8577  文京区後楽１－９－20 

             TEL03-3812-8609 

5 0 5 0 - 7 6 5 4 3 2 - 1 ｱｽﾞﾏ ｷｮｳｺ 3-△△0630 5-△△0604 △△0807 △△0601 

△△06－△△12 37：30 300,000 9890297－7654321 

女 

先般、提出されました受給資格確認票等の書類を審査したところ、受給資格を 

下記のとおり確認することとなりましたので通知します。 

１． 給付金の種類    育児時短就業給付金 

２． 次回支給対象年月１ 令和△△年 10 月 

        ２ 令和△△年 11 月 

３． 次回支給申請期間  令和△△年 12 月１日～令和△△年１月 31 日 (令和△△年 11 月１日～令和△△年 12 月 1 日) 

支給対象年月その１についてのみ申請を行うこともできます。その場合も支給申請期間は( )内の期間になります。 

育児時短就業給付受給資格確認通知書 

30 
（R7.4） 

 
  

ｱｽﾞﾏ ｷｮｳｺ 1300-012345-6 

5050-765432-1 

4-△△0401 

5-△△0601 

△△10 

△△11 △△0901－△△0131 

文京区後楽１－９－20 

      TEL03-3812-8609 

△△年 08 月 07 日 

〒112-8577 

株式会社 東京保険 

10,000 

 

△△年 08 月 07 日 

〒112-8577  文京区後楽１－９－20 

             TEL03-3812-8609 

5 0 5 0 - 7 6 5 4 3 2 - 1 ｱｽﾞﾏ ｷｮｳｺ 3-△△0630 5-△△0604 △△0807 △△0601 

△△06－△△12 37：30 300,000 9890297－7654321 

女 

受給資格の確認し、育児時短就業給付金を支給決定しましたので口座振込します。 

支給対象年月   賃金支払額  週所定労働時間   支給金額 

令和△△年 8 月  249,000 円    25：00     24,900 円 

令和△△年 9 月  200,000 円    25：00     20,000 円 

 

１． 次回支給対象年月１ 令和△△年 10 月 

           ２  令和△△年 11 月 

２． 次回支給申請期間  令和△△年 12 月 1 日～令和△△年 1 月 31 日（令和△△年 11月 1日～令和△△年 12 月 31 日） 

支給対象年月その１についてのみ申請を行うこともできます。その場合の支給申請期間は（ ）内の期間になります。  

育児時短就業給付金支給決定通知書 

育児時短就業給付の受給資
格を否認された場合はその
旨が記載されます。
受給資格確認と同時に初回
の育児時短就業給付金の支
給申請が行われた場合は、
支給決定された内容等が記
載されます。

　事業主を通じて交付さ
れる場合、事業主は当該
通知書を、同時に交付さ
れる支給申請書とともに
必ず被保険者にお渡しく
ださい。



○　育児休業給付に関するＱ＆Ａ

Ａ　できません。
　　育児休業給付は、育児休業取得後の職場復帰を前提とした給付金です。
　　このため、育児休業の当初からすでに離職を予定しているのであれば、育児
休業給付の支給対象とはなりません。

　　なお、本来は、育児休業給付を受けることができないにもかかわらず、不正
な手段により育児休業給付の支給を受け、又は受けようとした場合（実際に受
けたか否かを問いません。）は、不正受給の処分を受けることとなりますの
で、申請者本人及び事業所担当者のご理解・ご協力をお願いいたします。

Ｑ１　離職を予定している場合は？
　今回、当社における従業員が、妊娠・出産のため離職することとなりました。
　当社では、離職する前に育児休業を取得することができますが、このような場合で
も、育児休業給付を受けることはできますか。

Ａ　課税されません。（雇用保険法第12条）

Ｑ２　課税について
　育児休業給付は課税されますか？

Ａ　社会保険料（健康保険、厚生年金）については、育児休業期間中の本人及び
事業主負担分が免除されます。詳しくは、最寄りの年金事務所にお問い合わせ
ください。

Ｑ３　社会保険料について
　育児休業給付受給中も社会保険料を納付しなければいけませんか？

Ａ　どちらも受給することが可能です。

Ｑ４　傷病手当金との併給について
　育児休業開始時点で、健康保険法の規定による傷病手当金が支給された場合、
どちらも受給することはできますか？

214

Ａ　受給できる可能性があります。
　　育児休業給付は、「育児休業を開始した日の前２年間に、賃金支払基礎日数
が11日以上ある月が通算して12か月以上（原則、育児休業を開始した日の前２
年間に、賃金支払基礎日数が11日以上必要。12か月ない場合は、完全月で賃金
の支払の基礎となった時間数が80時間以上の月を１か月として取り扱います。
さらに、この要件を満たさない場合、産前休業開始日等を起算点として、その
日の前２年間に賃金支払基礎日数が11日以上ある完全月が12か月以上必要。）」
あることが支給要件になっており、一定の場合、前に勤務していた会社での被
保険者期間を通算することができるため、支給要件を満たす可能性があります。
　　詳しくは、事業所を管轄する公共職業安定所にお問い合わせください。

Ｑ５　受給資格は？
　当社で勤務している（期間の定めのない）従業員が、採用後、10か月した時点で育
児休業を取得することとなりました。雇用保険の加入期間が12か月未満となっていま
すが、育児休業給付は受給できるのでしょうか。

Ａ　第２子に係る受給資格の確認を受けることができれば、第２子に係る育児休
業給付を受給することは可能です。
　　ただし、受給中の第１子にかかる育児休業については、本人より第２子にか
かる産前休業の申出があった場合には産前休業開始日の前日まで、産前休業の
申出がなかった場合には出産日当日まで（出産日の翌日から産後休業となるた
め）の支給となります。

Ｑ６　第２子における育児休業給付は？
　第１子に係る育児休業給付を受給中に、第２子を妊娠しましたが、この場合の育児
休業給付の取扱いを教えてください。

Ａ　原則として、１歳（一定の場合１歳２か月）の誕生日の前々日までの支給と
なります。
　　ただし、子が１歳（一定の場合１歳２か月）又は１歳６か月を超えてもなお
休業が必要と認められる理由（保育所に入所できなかった等）のために職場復
帰できない場合には、最大で子が２歳の誕生日の前々日までの延長が可能とな
ります。（160ページ参照）

Ｑ７　育児休業給付の延長は？
　当社では、最大で子が３歳になるまで育児休業を取得することができます。
従業員から、３年間の育児休業の申し出があり、認めた場合の育児休業給付は、いつ
まで受給できるのでしょうか。
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Ａ　その就労が、臨時・一時的であって、就労後はもとの育児休業に戻ることが
明らかであれば、職場復帰とはせず、休業中の臨時・一時的就労として、支給
要件を満たせば支給対象となります。育児休業中の就業日数及び就業時間の取
扱いは出生時育児休業給付金と育児休業給付金で異なります。出生時育児休業
給付金については153ページ、育児休業給付金については161ページを参照して
ください。

　　詳しくは、事業所を管轄する公共職業安定所にお問い合わせください。

Ｑ８　受給中に育児休業を取得している企業で就労した場合について
　育児休業給付受給中に、会社から「今は繁忙期のため、３日間でもいいので応援で
来てもらえないか。」と依頼されました。
　このような場合でも、育児休業給付は受給できますか。

Ａ　育児休業給付金の減額措置は、「育児休業をした被保険者に当該被保険者を
雇用している事業主から支給単位期間に賃金が支払われた場合において」行わ
れるものですので、育児休業を取得している企業以外で短期間・短時間のアル
バイトをしても、育児休業給付が直ちに減額されることはありません。

　　ただし、支給単位期間における就業していると認められる日数・時間の算定
につきましては、育児休業を取得している企業以外における就労又は内職・手
伝いなどで働いた日数・時間も算入して申請書に記入する必要があり、算入し
た日数・時間によっては、不支給となる場合があります。

　　詳しくは、事業所を管轄する公共職業安定所にお問い合わせください。

Ｑ９　受給中に育児休業を取得している企業以外で就労した場合について
　育児休業給付受給中に、育児休業を取得している企業以外で単発のアルバイト（１
週間のみの雇用契約）を行いました。このような場合、育児休業給付金の支給額は減
額されますか。また、申請書はどのように書けば良いでしょうか。

Ａ　現時点では育児休業給付を受けることはできません。
　　離職後に基本手当の受給資格の決定を受けている場合は、その離職日以前の
期間は通算できないこととなっています。

　　ただし、今後勤務することによって、賃金支払基礎日数が11 日以上又は、賃
金の支払いの基礎となった労働時間数が80 時間以上ある月が12 か月に達した時
点で育児休業を取得する場合、受給することは可能です。

Ｑ10　ある会社に４年間勤務して離職、その後基本手当の受給資格の決定を受けました
が、基本手当を受給せずに別の会社に再就職しました。再就職後10 か月経過した現時
点で育児休業を取得することになりましたが、育児休業給付を受けることはできますか？
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Ａ　育児休業給付金は、以下のような理由を除いて、同一の子について３回目以
降の育児休業の取得の場合は支給することができません。なお、③～⑦は１歳
の誕生日の前々日までに取得するものに限られます。
①　育児休業の終了が他の子の産前産後休業･育児休業を取得したためであっ
て、当該他の子が死亡した場合や養子となったこと等により同居しなく
なった場合
②　育児休業の終了が介護休業を取得したためであって、介護対象家族の死
亡、離婚、婚姻の取り消し、離縁等により対象家族の介護を行わなくなっ
た場合
③　配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ）が死
亡した場合
④　配偶者が負傷、疾病等により子を養育することが困難となった場合
⑤　婚姻の解消等により配偶者が育児休業に係る子と同居しなくなった場合
⑥　育児休業の申出に係る子が負傷、疾病又は身体上もしくは精神上の障害
により、２週間以上の期間にわたり世話を必要とする状態となった場合
⑦　育児休業の申出に係る子について、保育所における保育の実施を希望
し、申込を行っているが、当面その実施が行われない場合
⑧ 育児休業中に出向（出向解除を含む。）となった被保険者が、１日の空白
もなく被保険者資格を取得しており、引き続き育児休業をする場合
⑨　延長事由に該当し、１歳未満の子について２回の育児休業給付金の支給
に係る休業をした後、１歳に達する日後に初めて休業を開始する場合（延
長交替）や①・②による育児休業を取得した場合
⑩　延長事由に該当し、１歳６か月未満の子について２回の育児休業給付金
の支給に係る休業をした後、１歳６か月に達する日後に初めて休業を開始
する場合（延長交替）や①・②による育児休業を取得した場合

Ｑ11　３回目の育児休業は？
　当社の従業員のうち、育児休業給付金を初回は３か月受給し職場復帰、２回目は２
か月受給し職場復帰した者が、再度同一の子について育児休業を認めて欲しいとの相
談があり、当社として取得を認めました。
　この場合の同一の子に係る３回目の育児休業について、育児休業給付金を受けるこ
とはできますか。
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Ａ　その就労が、臨時・一時的であって、就労後はもとの育児休業に戻ることが
明らかであれば、職場復帰とはせず、休業中の臨時・一時的就労として、支給
要件を満たせば支給対象となります。育児休業中の就業日数及び就業時間の取
扱いは出生時育児休業給付金と育児休業給付金で異なります。出生時育児休業
給付金については153ページ、育児休業給付金については161ページを参照して
ください。

　　詳しくは、事業所を管轄する公共職業安定所にお問い合わせください。

Ｑ８　受給中に育児休業を取得している企業で就労した場合について
　育児休業給付受給中に、会社から「今は繁忙期のため、３日間でもいいので応援で
来てもらえないか。」と依頼されました。
　このような場合でも、育児休業給付は受給できますか。

Ａ　育児休業給付金の減額措置は、「育児休業をした被保険者に当該被保険者を
雇用している事業主から支給単位期間に賃金が支払われた場合において」行わ
れるものですので、育児休業を取得している企業以外で短期間・短時間のアル
バイトをしても、育児休業給付が直ちに減額されることはありません。

　　ただし、支給単位期間における就業していると認められる日数・時間の算定
につきましては、育児休業を取得している企業以外における就労又は内職・手
伝いなどで働いた日数・時間も算入して申請書に記入する必要があり、算入し
た日数・時間によっては、不支給となる場合があります。

　　詳しくは、事業所を管轄する公共職業安定所にお問い合わせください。

Ｑ９　受給中に育児休業を取得している企業以外で就労した場合について
　育児休業給付受給中に、育児休業を取得している企業以外で単発のアルバイト（１
週間のみの雇用契約）を行いました。このような場合、育児休業給付金の支給額は減
額されますか。また、申請書はどのように書けば良いでしょうか。

Ａ　現時点では育児休業給付を受けることはできません。
　　離職後に基本手当の受給資格の決定を受けている場合は、その離職日以前の
期間は通算できないこととなっています。

　　ただし、今後勤務することによって、賃金支払基礎日数が11 日以上又は、賃
金の支払いの基礎となった労働時間数が80 時間以上ある月が12 か月に達した時
点で育児休業を取得する場合、受給することは可能です。

Ｑ10　ある会社に４年間勤務して離職、その後基本手当の受給資格の決定を受けました
が、基本手当を受給せずに別の会社に再就職しました。再就職後10 か月経過した現時
点で育児休業を取得することになりましたが、育児休業給付を受けることはできますか？
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Ａ　育児休業給付金は、以下のような理由を除いて、同一の子について３回目以
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て、当該他の子が死亡した場合や養子となったこと等により同居しなく
なった場合
②　育児休業の終了が介護休業を取得したためであって、介護対象家族の死
亡、離婚、婚姻の取り消し、離縁等により対象家族の介護を行わなくなっ
た場合
③　配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ）が死
亡した場合
④　配偶者が負傷、疾病等により子を養育することが困難となった場合
⑤　婚姻の解消等により配偶者が育児休業に係る子と同居しなくなった場合
⑥　育児休業の申出に係る子が負傷、疾病又は身体上もしくは精神上の障害
により、２週間以上の期間にわたり世話を必要とする状態となった場合
⑦　育児休業の申出に係る子について、保育所における保育の実施を希望
し、申込を行っているが、当面その実施が行われない場合
⑧ 育児休業中に出向（出向解除を含む。）となった被保険者が、１日の空白
もなく被保険者資格を取得しており、引き続き育児休業をする場合
⑨　延長事由に該当し、１歳未満の子について２回の育児休業給付金の支給
に係る休業をした後、１歳に達する日後に初めて休業を開始する場合（延
長交替）や①・②による育児休業を取得した場合
⑩　延長事由に該当し、１歳６か月未満の子について２回の育児休業給付金
の支給に係る休業をした後、１歳６か月に達する日後に初めて休業を開始
する場合（延長交替）や①・②による育児休業を取得した場合

Ｑ11　３回目の育児休業は？
　当社の従業員のうち、育児休業給付金を初回は３か月受給し職場復帰、２回目は２
か月受給し職場復帰した者が、再度同一の子について育児休業を認めて欲しいとの相
談があり、当社として取得を認めました。
　この場合の同一の子に係る３回目の育児休業について、育児休業給付金を受けるこ
とはできますか。
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Ａ　受けることは可能です。
　　本人が申出を行い、これを事業主が認めた育児休業であれば、就業規則の定
めの有無は問いません。

Ｑ12　育児休業の就業規則を定めていない場合は、育児休業給付を受けることはできな
いのでしょうか？

Ａ　子の養育を行う予定の配偶者が転勤のために一緒に住むことができなくなる
のであれば、延長の対象になります。

Ｑ14　子が1 歳になり職場復帰しようとしましたが、配偶者が転勤になり単身赴任する
ことになりました。延長の対象になりますか？

Ａ　事業主から賃金が支払われた場合は、雇用保険料の負担が必要です。
　　ただし、育児休業給付金の支給を受けていた期間については基本手当等に係
る算定基礎期間から除外されます。

Ｑ15　育児休業中でも雇用保険料を払わなくてはなりませんか？

Ａ　フレックスタイム制の適用を受ける労働者が清算期間の総労働時間を短縮し
て就業する場合は、所定労働時間を短縮してする就業となるため、単に賃金計
算の便宜のために欠勤控除をしているとしても、別途総労働時間を短縮してい
ることが育児短時間勤務申出書・出勤簿・タイムカード等により確認できれば、
育児時短就業と取り扱い、育児時短就業給付金の支給要件を満たせば、支給対
象となります。

Ｑ16　フレックスタイム制で就労している従業員の育児時短就業給付について
　　フレックスタイム制で就労している従業員から２歳未満の子の養育のため、時短勤務

の申出がありこれを認めていますが、当社の給与システム処理の都合上、時短勤務の
翌月に欠勤控除を行うという形で給与処理を行っています。 

　　この場合は、精算期間毎に欠勤控除を受けているため、育児時短就業として認められ
ないのですか。

Ａ　それぞれ要件を満たしていれば、受給は可能です。

Ｑ13　夫婦が同一の子について育児休業給付を受けることは可能ですか？
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Ａ　受けることは可能です。
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算の便宜のために欠勤控除をしているとしても、別途総労働時間を短縮してい
ることが育児短時間勤務申出書・出勤簿・タイムカード等により確認できれば、
育児時短就業と取り扱い、育児時短就業給付金の支給要件を満たせば、支給対
象となります。

Ｑ16　フレックスタイム制で就労している従業員の育児時短就業給付について
　　フレックスタイム制で就労している従業員から２歳未満の子の養育のため、時短勤務

の申出がありこれを認めていますが、当社の給与システム処理の都合上、時短勤務の
翌月に欠勤控除を行うという形で給与処理を行っています。 

　　この場合は、精算期間毎に欠勤控除を受けているため、育児時短就業として認められ
ないのですか。

Ａ　それぞれ要件を満たしていれば、受給は可能です。

Ｑ13　夫婦が同一の子について育児休業給付を受けることは可能ですか？
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